
 

 

 

大和市地域防災計画新旧対照表（案）

【修正凡例】 

①：想定地震変更に伴う修正 

②：避難判断基準水位変更に伴う修正 

③：土砂災害警戒区域指定に伴う修正 

④：経年に伴う修正 

⑤：名称変更に伴う修正 

⑥：新たな位置づけ、災対法、諸計画等の変更に伴う修正 

⑦：関係機関からの指摘による修正 

⑧：その他誤字、修正漏れに伴う軽微な修正 

⑨：避難準備情報などの名称変更に伴う修正 

資料２ 
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 修正後 修正前 

 

 

 

 

⑦ 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 

 

 

 

 

 

⑥ 

⑧ 

第１編 総則 

第１節～第２節 略 

第３節 市民、事業所の役割 

１ 市民の役割 

（１）自助における役割 

  ア 「自らの身は、自ら守る。」という自助の観点から、最低３日分、推奨１

週間分の飲料水、食料、また、携帯トイレなどの備蓄や家具・ブロック塀等

の転倒防止対策の実施等の予防対策を市民自らが行うように努める。 

 イ 災害時の家族の連絡体制や集合場所の確認、避難場所までのルート確認、

災害情報の確認などについて、ルールづくりを市民自らが行うように努める。 

ウ～オ 略 

（２） 略 

２ 事業所の役割（事業所における自助・共助） 

（１）日頃から、その管理する施設及び設備の耐震・耐火性等の強化による安全

確保や飲料水、食料、携帯トイレなどの備蓄に努める。 

（２）～（９）略 

第４節 防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 大和市 

（１）～（６）略 

（７）避難勧告等の避難対策 

（８）避難生活施設等の運営 

（９）～（16）略 

 

 

 

第１編 総則 

第１節～第２節 略 

第３節 市民、事業所の役割 

１ 市民の役割 

（１）自助における役割 

  ア 「自らの身は、自ら守る。」という自助の観点から、３日分の飲料水、

食糧、また、携帯トイレなどの備蓄や家具・ブロック塀等の転倒防止対策

の実施等の予防対策を市民自らが行うように努める。 

  イ 災害時の家族の連絡体制や集合場所の確認、避難所までのルート確認、

災害情報の確認などについて、ルールづくりを市民自らが行うように努め

る。 

ウ～オ 略 

（２） 略 

２ 事業所の役割（事業所における自助・共助） 

（１）日頃から、その管理する施設及び設備の耐震・耐火性等の強化による安全

確保や飲料水、食糧、携帯トイレなどの備蓄に努める。 

（２）～（９）略 

第４節 防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 略 

（１）～（６）略 

（７）避難の勧告、指示等の避難対策 

（８）避難所の運営 

（９）～（16）略 
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 修正後 修正前 

 

 

⑤ 

 

 

 

 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 

 

⑦ 

２ 神奈川県 

（１）略 

（２）厚木保健福祉事務所大和センター 

（３）～（６） 略 

３ 略 

４ 指定地方行政機関 

（１）～（３）略 

（４）関東総合通信局 

  ア 非常無線通信の確保等及び関東地方非常通信協議会の運営に関すること 

  イ 災害対策用移動通信機器及び災害対策用移動電源車の貸し出しに関する

こと 

  ウ 非常災害時における重要通信の疎通を確保するため、無線局の開局、周

波数等の指定変更及び無線設備の設置場所等の変更を口頭等により許認可を

行う特例措置（臨機の措置）の実施に関すること 

  エ 電気通信事業者及び放送局の被災・復旧状況等の情報提供に関すること 

  オ 略 

（５）関東農政局横浜地域センター 

  災害時における応急用食料の調達・供給に関する連絡調整 

（６）国土地理院関東地方測量部 

  ア 災害時等における地理空間情報の整備・提供 

  イ 復旧・復興のための公共測量に関する指導・助言 

 

 

２ 神奈川県 

（１）略 

（２）大和保健福祉事務所 

（３）～（６） 略 

３ 略 

４ 指定地方行政機関 

（１）～（３）略 

（４）総務省関東総合通信局 

  ア 電波の監理並びに有線電気通信の監理 

  イ 防災及び災害対策用無線局の開設、整備についての指導 

  ウ 災害時における非常通信の確保並びに非常通信の運用監督 

  エ 非常通信訓練の計画及びその実施についての指導 

  オ 略 

 

 

 

 

（５）（新設） 

 

（６）（新設） 
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 修正後 修正前 

 

 

⑤ 

 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 

 

⑦ 

 

 

 

 

５ 指定公共機関及び指定地方公共機関 

（１） 略 

（２）東京電力パワーグリット株式会社相模原支社 

（３） 略 

（４）日本郵便㈱大和郵便局 

  ア 災害時における郵便業務の確保 

  イ 被災地に対する郵便葉書等の無料交付 

  ウ 被災者が差し出す郵便物の料金免除 

  エ 被災地あて救助用郵便物の料金免除 

  オ 被災者救助団体に対するお年玉付郵便葉書等寄付金の配分 

  カ （削除） 

 

（５）～（９）略 

（10）一般社団法人神奈川県トラック協会県央サービスセンター 

（11）～（14） 略 

（15）公益社団法人神奈川県ＬＰガス協会 

  ア 市が行う防災対策への協力 

６～８ 略 

 

５ 指定公共機関及び指定地方公共機関 

（１） 略 

（２）東京電力㈱相模原支社 

（３） 略 

（４）日本郵便㈱大和郵便局 

  ア 被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

  イ 被災者が差し出す郵便物の料金免除 

  ウ 被災地あて救助用郵便物の料金免除 

  エ 被災者救援を目的とする寄付金送金のための郵便振替の料金免除 

  オ 為替貯金業務及び簡易保険業務の非常取扱 

  カ 被災地域地方公共団体に対する簡易保険積立金による災害応急融資 

（５）～（９）略 

（10）一般社団法人神奈川県トラック協会相模支部 

（11）～（14） 略 

（15）（新設） 

 

６～８ 略 
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 修正後 修正前 

 

 

 

 

④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 

第５節 大和市の概要 

１ 自然的条件 

（１）～（２）略 

（３）気象 

 本市は比較的温暖でおだやかな気候であるが、世界的な地球温暖化による気候

変動に伴い、１時間１００㎜を超える降雨や、秒速４０m を超える最大瞬間風速

が観測されるなど、災害の激甚化の傾向が懸念される。 

 平成 27 年における平均気温は 16.2 度であり、平均湿度は 66.5％とな 

っている。また年間降雨量は 1629.0 ㎜で、降雨日数は 134 日である。降 

雪は非常に少ない。 

 風については、春から夏にかけては南西より、秋から冬にかけては北西 

よりの風向となっている。なお、年間平均風速は、秒速約 2.5ｍである。 

（４）～（５）略 

２ 社会的条件 

（１）人口 

平成 28 年 4 月 1 日現在の本市の人口は 233,436 人であり、昭和 40 年代には年

平均 9％と急激に増加したが、昭和 50 年代には年平均１％の伸びとなり、平成に

入ってからも人口の伸び率は落ち着きを見せている。 

また、平成 28 年 4 月 1 日現在の世帯数は 102,474 世帯で、一世帯当たりの人

員は 2.27 人であり、人口密度も 1km２当たり 8,622 人で県下では川崎市に次いで

二番目の過密都市となっている。 

（２）略 

（３）交通 

ア 略 

第５節 大和市の概要 

１ 自然的条件 

（１）～（２）略 

（３）気象 

 本市は比較的温暖でおだやかな気候である。 

 平成 25 年における平均気温は 16.4 度であり、平均湿度は 62.7％となって 

いる。また年間降雨量は 1543.0 ㎜で、降雨日数は 103 日である。降雪は非 

常に少ない。 

 風については、春から夏にかけては南西より、秋から冬にかけては北西よ 

りの風向となっている。なお、年間平均風速は、秒速約 3.0ｍである。 

 

 

（４）～（５）略 

２ 社会的条件 

（１）人口 

平成 26 年 4 月 1 日現在の本市の人口は 232,280 人であり、昭和 40 年代には年

平均 9％と急激に増加したが、昭和 50 年代には年平均１％の伸びとなり、平成に

入ってからも人口の伸び率は落ち着きを見せている。 

また、平成 26 年 4 月 1 日現在の世帯数は 101,300 世帯で、一世帯当たりの人

員は 2.29 人であり、人口密度も 1km２当たり 8,584 人で県下では川崎市に次いで

二番目の過密都市となっている。 

（２）略 

（３）交通 

ア 略 
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 修正後 修正前 

④ 

 

 

 

 

 

 

 

① 

イ 鉄道 

本市の鉄道は、JR 東海（東海道新幹線）が１路線、私鉄が相模大野と片瀬江ノ島

を結ぶ小田急電鉄江ノ島線、横浜と海老名を結ぶ相模鉄道本線、渋谷と中央林間

を結ぶ東京急行電鉄田園都市線の 3 路線、駅数は 10 駅（大和駅、中央林間駅は重

複）であり、平成 27 年度の市内各駅の 1 日平均乗降人員は、56,156 人となって

いる。乗換駅となる大和駅と中央林間駅の 1 日の平均乗降人員数は特に多く、大

和駅では 1 日 226,171 人、中央林間駅で 203,125 人が利用している。 

（４）～（５）略 

第６節 地震被害の想定 

本市における地震被害は、神奈川県が平成 25 年度から平成 26 年度に実施した

地震被害想定調査結果を基に想定している。 

なお、今後、県が新たに被害想定調査を実施する場合には、その調査結果をもと

に見直しを行なっていく。 

 

１ 想定地震 

 想定地震については、県内でその発生の切迫性が高いと考えられているもの、

危機管理的な視点から検討する必要のあるものなどの地震から、本市に大きな

影響を及ぼす可能性のある次の６つの地震を選定した。 

（１）都心南部直下地震  首都圏付近のフィリピン海プレート内で、都心南部

の直下を震源とするモーメントマグニチュード 7.3 の地震。東京湾北部地震

にかわり、国が防災対策の主眼を置く地震としており、本市が「首都直下地震

対策特別措置法」の首都直下地震緊急対策区域に指定されている。 

イ 鉄道 

本市の鉄道は、JR 東海（東海道新幹線）が１路線、私鉄が相模大野と片瀬江ノ島

を結ぶ小田急電鉄江ノ島線、横浜と海老名を結ぶ相模鉄道本線、渋谷と中央林間

を結ぶ東京急行電鉄田園都市線の 3 路線、駅数は 10 駅（大和駅、中央林間駅は重

複）であり、平成 25 年度の市内各駅の 1 日平均乗降人員は、55,897 人となって

いる。乗換駅となる大和駅と中央林間駅の 1 日の平均乗降人員数は特に多く、大

和駅では 1 日 227,686 人、中央林間駅で 200,268 人が利用している。 

（４）～（５）略 

第６節 地震被害の想定 

本市における地震被害は、神奈川県が平成 19 年度から平成 20 年度に実施した

地震被害想定調査結果を基に想定している。 

なお、今後、県が新たに被害想定調査を実施する場合には、その調査結果をもと

に見直しを行なっていく。 

 

１ 想定地震 

 想定地震については、県内でその発生の切迫性が高いと考えられているもの、

危機管理的な視点から検討する必要のあるものなどの地震から、本市に大きな

影響を及ぼす可能性のある次の５つの地震を選定した。 

（１）東海地震  駿河トラフを震源域とするマグニチュード 8 クラスの地震。

予知できる可能性があるとされている地震で、その発生の切迫性が指摘され

ている。 
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 修正後 修正前 

 （２）三浦半島断層群の地震  三浦半島断層帯を震源域とするモーメントマグ

ニチュード 7.0 の活断層型の地震。 

 

（３）神奈川県西部地震  神奈川県西部を震源域とするモーメントマグニチュ

ード 6.7 の地震。 

 

 

（４）東海地震  駿河トラフを震源域とするモーメントマグニチュード 8.0 の

地震。神奈川県地域防災計画において地震の事前対策について位置づけてい

ること、また、県内の概ね西半分の市町が「大規模地震対策特別措置法」の地

震防災対策強化地域に指定されている。 

 

（５）南海トラフ巨大地震  南海トラフを震源域とするモーメントマグニチュ

ード 9.0 の地震。国が想定する、あらゆる可能性を考慮した南海トラフの最

大クラスの地震であり、県内の一部の市町村が「南海トラフ地震に係る地震

防災対策の推進に関する特別措置法」の南海トラフ地震防災対策推進地域に

指定されている。 

（６）大正型関東地震  相模トラフを震源域とするモーメントマグニチュード

8.2 の地震。1923 年の大正型関東地震を再現した地震で、国が長期的な防災・

減災対策の対象としている地震。 

 

（２）神奈川県東部地震  県庁直下を震源域とするマグニチュード 7 クラスの

地震。蓋然性のある地震モデルではないが、南関東地域直下の地震の 1 タイ

プとして危機管理的に想定した地震である。 

（３）東京湾北部地震  首都圏付近のフィリピン海プレートと北米プレート境

界のマグニチュード 7.3 クラスの地震で、中央防災会議の「首都直下地震対策

専門調査会」では、近い将来に発生の可能性が高いとされている地震である。 

（４）南関東地震  相模トラフを震源域とするマグニチュード 7.9 の地震。1923

年の大正関東地震の再来型で、今後 100 年から 200 年先には地震の発生の可

能性が高いとされている。また、地震に強いまちづくりの目標とすべき地震と

されており、県内各自治体も想定地震として位置づけ 

ている。 

（５）神縄・国府津－松田断層帯地震  同断層帯と海域延長部を震源域とする

マグニチュード 7.5 クラスの地震。 
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 修正後 修正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震別 

 

 

項目別 

都心南部

直下地震 

三浦半

島断層

群の地

震 

神奈川県

西部地震 

東海 

地震 

南海トラフ

巨大地震 

大正型 

関東地震 

本市において想

定される震度 

6 弱 5 強 

～6 弱 

5 弱 5 弱 

～5 強 

5 弱 

～5 強 

6 強 

～7 

規模（ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ） 7.3 7.0 6.7 8.0 9.0 8.2 

発生確率 南関東地

域のＭ７

クラスの

地震が

30 年間

で 70％ 

30 年

以内 6

～11％ 

過去 400

年の間に

同クラス

の地震が 5

回発生 

南海ト

ラフの

地震は

30 年

以内

70％ 

南海トラフ

の地震は 30

年以内 70％ 

30 年以内

ほぼ 0～

5％ 

 

２ 想定条件 

ア 季節：冬 イ 日：平日  ウ 発生時間：18 時 

  エ 風速風向：気象観測結果に基づく地域ごとの平均 オ・カ（削除） 

３ 略 

 

地震別 

 

項目別 

東海 

地震 

神奈川県 

東部 

地震 

東京湾 

北部 

地震 

南関東 

地震 

神縄・国府津松田

断層帯地震 

本市において想

定される震度 

5 弱 

～5 強 

5 弱 

～6 弱 

5 強 

～6 強 

5 強 

～6 強 

5 強 

～6 強 

規模（ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ） 8.0 7.0 7.3 7.9 7.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 想定条件 

ア 季節：冬 イ 日：平日  ウ 発生時間：18 時 

エ 天候：晴れ   オ 風速：3ｍ／s    カ 風向：北西 

３ 略 
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 修正後 修正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 想定結果 

（１）都心南部直下地震 

県の中央部から東部にかけて震度 6 弱の揺れが想定され、特に、横浜市、川

崎市、相模原市、厚木市で、震度 6 強の揺れが想定され、本市においては震度

6 弱の揺れが想定されている。 

（２）三浦半島断層群の地震 

横須賀三浦地域から湘南地域、横浜市、川崎市の一部で震度 6 弱以上の揺れ

が想定され、特に横浜市、川崎市、横須賀市、逗子市、葉山町で、震度 6 強の

揺れが想定され、本市においては震度 5 強～6 弱の揺れが想定されている。 

 

４ 想定結果 

（１）大和市域の地震別被害想定結果 

ア 東海地震 

全県において震度 5 弱以上の揺れが想定され、本市においては震度 5 弱～

5 強が想定されている。 

イ 神奈川県東部地震 

   台地の地盤で震度 5 弱、沖積層が堆積している川沿いの地盤で震度 6 弱が

想定される。 

ウ 東京湾北部地震 

県の中央部である本市においては震度 5 強以上、川沿いでは 6 強の揺れが 

想定される。 

 



 

- 9 - 

 修正後 修正前 

 （３）神奈川県西部地震 

県西地域で震度 6 弱の揺れが想定され、特に、小田原市、真鶴町で、震度 6

強の揺れが想定され、本市においては震度 5 弱の揺れが想定されている。 

（４）東海地震 

県の中央部から県西地域にかけて震度 5 強の揺れが想定され、本市において

は震度 5 弱～5 強の揺れが想定されている。 

（５）南海トラフ巨大地震 

県西地域の一部で震度 6 弱の揺れが想定され、本市においては震度 5 弱～5

強の揺れが想定されている。 

（６）大正型関東地震 

県西地域と県北部の一部を除き、ほぼ県全域で震度 6 強の揺れが想定され、

特に、川崎市、横浜市から湘南地域、県央地域、県西地域にかけて、震度 7 の

揺れが想定され、本市においては震度 6 強～7 の揺れが想定されている。 

【被害想定結果：大和市域】 

本市における地震被害は、神奈川県が平成 25 年度から平成 26 年度に実施した

地震被害想定調査結果を基に想定している。なお、今後、県が新たに被害想定調

査を実施する場合には、その調査結果をもとに見直しを行なっていく。 

※表については、資料１を参照 

 

 

 

 

 

 

 

エ 南関東地震 

震源から距離がある市北部では震度 6 弱、より震源に近い中南部で震度 6

強が想定される。 

オ 神縄・国府津－松田断層帯地震 

県内全域で震度 5 強～6 強以上の揺れが想定され、長周期の地震動が発生

する可能性があり、長大構造物に被害を発生させる可能性がある。 

【被害想定結果：大和市域】 

本市における地震被害は、神奈川県が平成 19 年度から平成 20 年度に実施した

地震被害想定調査結果を基に想定している。なお、今後、県が新たに被害想定調

査を実施する場合には、その調査結果をもとに見直しを行なっていく。 
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 修正後 修正前 

 （２）削除 

 

（２）被害別危険度想定 

神奈川県の地震被害想定調査の結果にもとづき、本市で影響が大きいと考え

られる神奈川県東部地震、東京湾北部地震、南関東地震で次のとおり想定した。 

ア 建物の全壊棟数想定 

南関東地震では市全域で被害が発生し、中でも木造住宅の多い地域で被害

が拡大すると予想される。神奈川県東部地震では、桜ヶ丘駅周辺において、

東京湾北部地震ではさらに市中部の境川沿いの地域、市南部の引地川市境で

も被害が予想される。南関東地震と比較すると神奈川県東部地震、東京湾北

部地震のいずれも被害は少ない。 

イ 火災による焼失棟数想定 

南関東地震での焼失棟数は、小田急江ノ島線の大和駅及び鶴間駅周辺から中

央林間駅周辺にかけての耐火性の低い木造住宅が多い地域で多数予想される。

神奈川県東部地震・東京湾北部地震では上記のうち、鶴間駅周辺と中央林間駅

周辺の市境付近での被害が予想される。住宅建築状況の変化により、想定焼失

棟数は減少傾向にあるものの、人口密度の高い本市では、依然として警戒が必

要である。 

ウ 液状化想定 

地盤の液状化は、地震時に地下水を含む地盤が泥水のようになる現象で、

地下水位の高い地域で起こりやすい。地盤の液状化により、地盤が変形した

り、建物や土木構造物、地下埋設管などに大きな被害が発生することがあ

る。いずれの地震の被害想定においても液状化の発生が予想される地域は、

境川では北部・中部の市境付近、引地川では南部の市境付近である。ただ

し、神奈川県の想定では「可能性が極めて低い」地域とされている。 
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 修正後 修正前 

 ５ 地震災害対策計画策定のための条件 

  本市における自然災害の最大の被害として統計資料が存在するのは、大正１

２年に発生した関東大震災である。当時の被害状況は次のとおりである。 

 

  関東大震災の大和市の被害状況 

市町村名 

大正 12 年 

震災時 

住家被害 人的被害 

倒壊率％ 

人 口 戸 数 全壊 全焼 半壊 半焼 死者 
行 方 

不 明 
負傷者 

大和村 4,954 674  12  131    12  1.78 

渋谷村 5,609 766 136  159  21  75 17.75 

(注) 当時(大正 12 年)の渋谷村は、上和田、下和田、福田、本蓼川と現在藤沢市で

ある高倉、長後から構成されていた。 

   

当時の人口や戸数は、現在の大和市と比較できないほど少ないが、住宅被害・

人的被害は、地域差が生じているのが見て取れる。現代では、人口は増加、住宅

が密集、交通手段も多様化、情報化社会が伸展するなど、防災上の新たな課題が

浮き彫りとなる中で災害に強い街づくりを目指すには、地域性や社会性を踏ま

えた対策を講じる必要がある。 

地震の発生の切迫性は、想定する地震によって現在から数百年以上と幅があ

る。したがって、より切迫性が高いものから、短期的に対応ができる対策を推進

し、最終的には、数百年先に起こるかもしれない地震についても、構造物が壊れ

ない、壊れても人を傷つけないまちづくりを目指していく。 

 

 

５ 地震災害対策計画策定のための条件 

（新設） 
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 修正後 修正前 

 （１）短期的目標（5 か年以内） 

    大規模地震対策特別措置法制定の契機ともなり、その切迫性が指摘され

ている東海地震及び都心南部直下地震のうち、危機管理上、発生した場合

に人的被害が大きく、迅速な応援体制が求められると考えられる都心南部

直下地震について、災害時応急活動事前対策の充実を中心に進める。 

（２）中長期的目標（5 か年超） 

    いつ、どこでマグニチュード 7 クラスの地震が発生しても対応できるよ

う災害時応急活動事前対策の充実を図るとともに、都市の安全性の向上に

向け、特に防災上重要な構造物の耐震化等を進める。また、地震発生の切迫

性はないが、将来、本市に多大な被害が予想される大正型関東地震につい

ても、都市そのものの耐震力、防災力を強化し都市の安全性の向上を進め

る。 

目   標 対 象 と す る 想 定 地 震 対 策 の 主 眼  

短 期 的 目 標  

（5 か年以内） 

東海地震 

都心南部直下地震 

災害時応急活動事前対策

の充実 

中 長 期 的 目 標  

（5 か年超） 
大正型関東地震 

災害時応急活動事前対策

の充実 

都市の安全性の向上 

 

 

（１）短期的目標（5 か年以内） 

    大規模地震対策特別措置法制定の契機ともなり、その切迫性が指摘され

ている東海地震及び南関東地域直下の地震のうち、危機管理上、発生した

場合に人的被害が大きく、迅速な応援体制が求められると考えられる神奈

川県東部地震・東京湾北部地震について、災害時応急活動事前対策の充実

を中心に進める。 

（２）中長期的目標（5 か年超） 

    いつ、どこでマグニチュード 7 クラスの地震が発生しても対応できるよ

う災害時応急活動事前対策の充実を図るとともに、都市の安全性の向上に

向け、特に防災上重要な構造物の耐震化等を進める。また、地震発生の切迫

性はないが、将来、本市に多大な被害が予想される南関東地震についても、

都市そのものの耐震力、防災力を強化し都市の安全性の向上を進める。 

 

目   標 対 象 と す る 想 定 地 震 対 策 の 主 眼  

短 期 的 目 標  

（5 か年以内） 

東海地震 

神奈川県東部地震 

東京湾北部地震 

災害時応急活動事前対策

の充実 

中 長 期 的 目 標  

（5 か年超） 

南関東地震 

神縄・国府津－松田断層帯

地震 

災害時応急活動事前対策

の充実 

都市の安全性の向上 
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 修正後 修正前 

⑧ 第７節 風水害等被害の想定 

災害による被害を予防、軽減するために地域防災計画（風水害対策計画）を策

定するにあたっては、地球温暖化による気候変動に伴い、降水強度増加、「強い

台風」増加、豪雨高頻度化など、災害が激甚化の傾向にあることなどを踏まえ、

市域においてどのような災害が発生するのかを想定し、これを前提条件として

作成する。 

１～９ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７節 風水害等被害の想定 

災害による被害を予防、軽減するために地域防災計画（風水害対策計画）を策

定するにあたって、市域においてどのような災害が発生するのかを想定し、こ

れを前提条件として作成する。 

 

 

１～９ 略 
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 修正後 修正前 

 

 

 

⑥ 

 

第２編 地震災害対策編 

第１章 災害予防対策計画 

第１節 略 

第２節 都市の防災対策 

本市は、甚大な被害をもたらした関東大震災以降、人口は増加し、住宅が密集す

る街へと変貌を遂げた。都市化により、火災拡大防止、建物倒壊防止など新たな

防災対策が必要である。 

大規模地震災害から市民の生命と財産を守るために、土地利用の規制・誘導、市

街地の整備、防災基盤施設の整備等、都市計画との連携のもとに災害に強い安全

なまちづくりを推進する。 

 

１ 都市防災の基本的方針 

 

 

 

 

 

 

第２編 地震災害対策編 

第１章 災害予防対策計画 

第１節 略 

第２節 都市の防災対策 

大規模地震災害から市民の生命と財産を守るために、土地利用の規制・誘導、市

街地の整備、防災基盤施設の整備等、都市計画との連携のもとに災害に強い安全

なまちづくりを推進する。 

 

 

 

 

１ 都市防災の基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地利用の規制・誘導 

市街地の整備 

建築物の耐震性の向上、不燃化の促進 

ブロック塀等の倒壊、落下物、転倒物対策 

都市の防災

 

土地利用の規制・誘導 

市街地の整備 

建築物の耐震性の向上 

ブロック塀等の倒壊、落下物、転倒物対策 

都市の防災
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 修正後 修正前 

 ２ 土地利用の規制・誘導 

（１）市街化区域における方針 

 ア 防火地域、準防火地域の指定 

平成 28 年 10 月 

種  類 面 積 対  象 構  造 

防火地域 

約 45ha 

階数が３以上又は延べ面積が 100 ㎡

を超えるもの 
耐火建築物 

 商業地域 
階数が２以下かつ延べ面積が 100 ㎡

以下のもの 
耐火建築物又は準耐火建築物 

準防火地域 

約 879ha 

地階を除く階数が４以上又は延べ面

積が 1,500 ㎡を超えるもの 
耐火建築物 

 

近隣商業地域 

準住居地域 

第一種・第二種住居

地域 

第一種中高層住居

専用地域 

延べ面積が 500 ㎡を超え、1,500 ㎡以

下のもの 
耐火建築物又は準耐火建築物 

地階を除く階数が 3 であるもの 
耐火建築物、準耐火建築物又は

（注 1）開口部制限木造建築物 

上記以外の木造建築物の外壁及び軒

裏で延焼のおそれがある部分 
防火構造 

イ 公園・緑地等の確保 

都市公園・緑地等は、平常時においては市民の憩いの場であるが、災害時 

には避難場所等として防災上重要な機能を果す。よって、防災機能を持った

施設の整備・拡充を行うとともに、延焼遮断帯としての機能を有する樹木等

の緑を配置するなど、避難路として機能する道路の緑化も含めて、防災空間

（オープンスペース）の確保と整備に努める。 

   また、生産緑地についても防災上貴重な資源となることから、その保全に努め

る。 

 

２ 土地利用の規制・誘導 

（１）市街化区域における方針 

 ア 防火地域、準防火地域の指定 

平成 24 年 3 月 

種  類 面 積 対  象 構  造 

防火地域 

約 45ha 

階数が３以上又は延べ面積が 100 ㎡

を超えるもの 
耐火建築物 

 商業地域 
階数が２以下かつ延べ面積が 100 ㎡

以下のもの 
耐火建築物又は準耐火建築物 

準防火地域 

約 878ha 

地階を除く階数が４以上又は延べ面

積が 1,500 ㎡を超えるもの 
耐火建築物 

 

近隣商業地域 

準住居地域 

第一種・第二種住居

地域 

第一種中高層住居

専用地域 

延べ面積が 500 ㎡を超え、1,500 ㎡以

下のもの 
耐火建築物又は準耐火建築物 

地階を除く階数が 3 であるもの 
耐火建築物、準耐火建築物又は

（注 1）開口部制限木造建築物 

上記以外の木造建築物の外壁及び軒

裏で延焼のおそれがある部分 
防火構造 

イ 公園・緑地等の確保 

都市公園・緑地等は、平常時においては市民の憩いの場であるが、災害時 

には避難場所等として防災上重要な機能を果す。よって、延焼遮断帯として

の機能を有する樹木等の緑を配置するなど、避難路として機能する道路の緑

化も含めて、防災空間（オープンスペース）の確保と整備に努める。 

   また、生産緑地についても防災上貴重な資源となることから、その保全に努め

る。 
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 修正後 修正前 

   ウ～エ 略 

（２）略 

３ 市街地の整備 

（１）～（３） 略 

（４）不燃化の促進 

大規模地震等に伴い発生する火災の延焼を減少、遮断させるため、防火・準

防火地域の指定と併せて建築物の不燃化を促進する。また、木造住宅が密集

している地域での延焼被害の拡大を防ぐため、防火対策の施されていない住

宅については、建物の不燃化工事や建て替えを促すなど、不燃化の必要性に

ついて、啓発を図る。 

 なお、防火・準防火地域内の、大型店舗、ホテル等の不特定多数の人が集ま

る既存建築物については、建築基準法第 12 条の規定に基づく定期報告制度を

活用して必要な改善指導を行い防火の促進を図る。 

４～５ 略 

６ 被災建築物・宅地危険度判定制度 

大規模地震災害の発生により、建築物や宅地が被災した場合に、当該施設等

が引き続き安全に使用できるか否かの判定と二次災害の軽減・防止に資するこ

とを目的として、被害状況調査及び危険度判定に関する調査が実施されること

になっている。 

 本市においても、発災後、被災地におけるこれらの判定業務が円滑に実施さ

れるように、平素から、調査を迅速かつ効率的に行うため、判定調査マニュアル

を整備するとともに、定期的な実務訓練を実施する。 

 また、市内での発災を想定し、判定士活動を統括するコーディネーターの育

成に努める。 

 

ウ～エ 略 

（２）略 

３ 市街地の整備 

（１）～（３） 略 

（４）不燃化の促進 

大規模地震等に伴い発生する火災の延焼を減少、遮断させるため、防火・準

防火地域の指定と併せて建築物の不燃化を促進する。また、木造住宅が密集

している地域での延焼被害の拡大を防ぐため、防火対策の施されていない住

宅については建て替えを促すなど、不燃化の必要性について、啓発を図る。 

 なお、防火・準防火地域内の、大型店舗、ホテル等の不特定多数の人が集ま

る既存建築物については、建築基準法第 12 条の規定に基づく定期報告制度を

活用して必要な改善指導を行い防火の促進を図る。 

 

４～５ 略 

６ 被災建築物・宅地危険度判定制度 

大規模地震災害の発生により、建築物や宅地が被災した場合に、当該施設等

が引き続き安全に使用できるか否かの判定と二次災害の軽減・防止に資するこ

とを目的として、被害状況調査及び危険度判定に関する調査が実施されること

になっている。 

 本市においても、発災後、被災地におけるこれらの判定業務が円滑に実施さ

れるように、平素から、調査を迅速かつ効率的に行うため、判定調査マニュアル

を整備するとともに、定期的な実務訓練を実施する。 
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 修正後 修正前 

③ 第３節 地盤災害の予防対策 

本市の地形、地質を十分に調査し、地震による液状化の発生、崖崩れが予想され

る箇所を把握し、災害の未然防止及び被害軽減のための予防対策を推進する。 

１ 略 

２ 崩壊危険地の災害防止 

（１）急傾斜地崩壊区域等 

 ア 急傾斜地崩壊危険区域 

 本市には、神奈川県が「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭

和 44 年 7 月 1 日法律第 57 号」により指定する区域はない。 

 イ 急傾斜地崩壊危険箇所 

本市に所在する急傾斜地崩壊危険箇所は、平成 14 年度の県の調査において

は 12 箇所が該当しており、その後、よう壁等の安全対策を市で講じ、現在 11

箇所となっている。 

これら危険箇所に対しては、防災パトロール等を実施し、必要に応じて適

正な改善措置あるいは避難措置の対策を講ずる。 

（２）土砂災害警戒区域 

  神奈川県は、土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12 年 5 月 18 日法

律第 57 号。以下、「土砂災害防止法」という。）第七条第一項に基づき、市域内

41 区域を土砂災害警戒区域として指定した。いずれも「急傾斜地の崩壊」に該

当する斜面として指定されている。 

（３）住民等に対する措置 

   急傾斜地崩壊危険箇所及び土砂災害警戒区域について、その土地管理者等

に対して必要に応じて防災措置をとることを指導する。また、周辺住民に対

し、危険箇所及び避難所等の情報を提供し、災害の防止に努める。 

 

第３節 地盤災害の予防対策 

本市の地形、地質を十分に調査し、地震による液状化の発生、崖崩れが予想され

る箇所を把握し、災害の未然防止及び被害軽減のための予防対策を推進する。 

１ 略 

２ 崩壊危険地の災害防止 

（１）危険箇所の把握 

 本市に所在する急傾斜地崩壊危険箇所は、平成 14 年度の県の調査において

は 12 箇所が該当しており、その後、よう壁等の安全対策を市で講じ、現在 11

箇所となっている。その内危険区域として「急傾斜地の崩壊による災害の防

止に関する法律」により、指定された急傾斜地はない。 

 しかしながら、これら危険箇所に対しては、防災パトロール等を実施し、必

要に応じて適正な改善措置あるいは避難措置の対策を講ずる。 

（２）所有者等に対する措置 

 危険箇所について、その土地管理者等に対して必要に応じて防災措置をと

ることを指導する。また、周辺住民に対し、危険箇所及び避難所等の情報を提

供し、災害の防止に努める。 
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 修正後 修正前 

⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 火災、危険物等の災害の予防対策 

地震発生時には、地震動による直接の被害のほか、火災の多発、火災の延焼及び

危険物等に起因する被害は甚大である。 

 また、過去の地震被害と比較すると、人口が増加したことに伴い住宅が密集し

ているため、火災の延焼に対する予防対策は重要である。 

これらの災害に対する予防対策の万全を期するため、消防力の充実・強化及び

消防水利施設の整備等を図る。 

 

１ 出火予防対策 

（１）略 

（２）市が直接行う事業 

ア 略 

イ スタンドパイプ消火資機材の配備 

市は、人口増加、住宅密集による火災の初期消火及び延焼防止の観点から、 

消火栓や排水栓に接続して消火活動ができるスタンドパイプ消火資機材の配備

を進める。 

ウ 自主防災組織等の指導 

自主防災組織等に対して、出火防止方法、消火器、スタンドパイプ消火資機材及び

可搬式消防ポンプを使用した初期消火や延焼防止方法等について指導、啓発を行う。 

 エ 事業所への指導 

自衛消防訓練指導時等に防火対策、消火対策についての教育を実施する。 

 

第４節 火災、危険物等の災害の予防対策 

地震発生時には、地震動による直接の被害のほか、火災の多発、火災の延焼及び

危険物等に起因する被害は甚大である。 

これらの災害に対する予防対策の万全を期するため、消防力の充実・強化及び

消防水利施設の整備等を図る。 

 

 

 

１ 出火予防対策 

（１）略 

（２）市が直接行う事業 

ア 略 

イ 自主防災組織等の指導 

自主防災組織等に対して、出火防止方法、初期消火方法等について指導、啓発を行

う。 

 ウ 事業所への指導 

自衛消防訓練指導時等に防火対策、消火対策についての教育を実施する。 
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 修正後 修正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）～（４） 略 

（５）一般家庭における備え、訓練を通じての啓発 

 ア 出火防止等に関する備えの啓発 

（ア）～（イ）略 

（ウ）耐震自動消火装置付火気器具の点検・整備及びガス漏れ警報器・漏電し

ゃ断器・感震ブレーカーなど、出火を防ぐための安全な機器の設置 

（エ）使用中の火気器具への転倒・落下防止措置として、家具類、日用品等の固

定等の徹底 

（オ）～（キ）略 

イ 略 

ウ 初期消火、延焼防止及び救出救護の推進 

市は、人口増加、住宅密集という本市の特徴を住民に理解させたうえで、初

期消火、延焼防止及び救出救護の重要性を指導する。 

特に、実地訓練として、防災訓練等の機会を利用して、地震体験車を活用し

た震災時災害対応訓練、実際に消火器やスタンドパイプ等の資機材を使った

消火訓練や模擬火災の消火訓練、更には救出救護訓練を実施し、初期消火と

救出救護の方法を実地習得させる。同時に住民の安全を考慮して、初期消火

と救出救護活動の限界についても指導する。 

 

（３）～（４） 略 

（５）一般家庭における備え、訓練を通じての啓発 

 ア 出火防止等に関する備えの啓発 

（ア）～（イ）略 

（ウ）耐震自動消火装置付火気器具の点検・整備及びガス漏れ警報器・漏電し

ゃ断器・感震コンセントなど、出火を防ぐための安全な機器の設置 

（エ）家具類の転倒、日用品等の落下防止措置の徹底 

 

（オ）～（キ）略 

イ 略 

ウ 初期消火及び救出救護の推進 

防災訓練等の機会を利用して、地震体験車を活用した出火防止体験訓練、

実際に消火器やスタンドパイプ等の資機材を使った消火訓練や模擬火災の消

火訓練、更には救出救護訓練を実施し、初期消火と救出救護の方法を実地習

得させる。同時に住民の安全を考慮して、初期消火と救出救護活動の限界に

ついても指導する。 
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 修正後 修正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 略 

３ 危険物・高圧ガス・有毒物対策 

（１）略 

（２）市の危険物施設に対する予防対策 

 ア～イ 略 

 ウ 研修会、連絡会の開催 

   各事業主、安全管理者による防災研修会、連絡会を開催し、知識の取得と情報の

交換を行う。 

（３）その他の危険物施設に対する予防対策 

その他の危険物施設（高圧ガス、毒物・劇物などを取扱う工場や各種研究機

関）の事業者に対しては、県が促進する施設・設備の耐震化と併せ、保安体制の

充実、防災教育、防災訓練等の実施など、必要な安全対策について情報を共有し

相互に連携を図る。 

また、都市ガスの事業者は、施設の耐震化に努めることとする。 

（４）略 

２ 略 

３ 危険物・高圧ガス・有毒物対策 

（１）略 

（２）市の危険物施設に対する予防対策 

 ア～イ 略 

 ウ 研究会、連絡会の開催 

   各事業主、安全管理者による防災研究会、連絡会を開催し、知識の取得と情報の

交換を行う。 

（３）その他の危険物施設に対する予防対策 

その他の危険物施設（高圧ガスや都市ガス、毒物・劇物などを取扱う工場や各

種研究機関）の事業者に対しては、県が施設・設備の耐震化を促進するととも

に、保安体制の充実、防災教育、防災訓練等の実施など、必要な安全対策を講じ

るよう指導する。 

 

（４）略 
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 修正後 修正前 

 

⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 

第５節 略 

第６節 災害時情報の収集・提供体制の拡充 

１ 略 

２ 防災通信網の整備 

（１）防災行政無線 

 （削除） 

   市民に対する災害広報を即時かつ一斉に実施するための同報無線であり、

各受信所の個別やグループごとでの放送が可能である。また、放送した内容

は自動音声応答装置により、フリーダイヤルにて確認することができる。難

聴地域対策と伝達情報の汎用性向上のため、市は防災行政無線（固定系）のデ

ジタル化を行った。 

   また、市は、ＡＭ、ＦＭラジオと併せて、防災行政無線（固定系）での伝達

情報を、戸別に受信し、聴くことができる２８０ＭＨｚ戸別受信機を整備し

た。従来設置していた防災行政無線戸別受信機の代替機として整備するとと

もに、災害時の自主防災活動における情報収集に役立てるよう、自主防災会

への貸与を行っている。 

（２）デジタル MCA 無線 

デジタル MCA 無線は、災害現場や防災関係機関との通信を確保するための無線

である。災害対策本部と避難生活施設ほか各設置施設及び情報収集職員間との通

信を確保するために使用する。安定した電波状況を確保して、全施設へ一斉通信

することなどが、可能である。 

 

 

 

 

第５節 略 

第６節 災害時情報の収集・提供体制の拡充 

１ 略 

２ 防災通信網の整備 

（１）防災行政無線 

  ア 固定系 

   市民に対する災害広報を即時かつ一斉に実施するための同報無線であり、

各受信所の個別やグループごとでの放送が可能である。また、放送した内容

は自動音声応答装置により、フリーダイヤルにて確認することができる。難

聴地域対策と伝達情報の汎用性向上のため、市は平成 26、27 年度防災行政無

線（固定系）のデジタル化に取り組む。 

 

 

 

 

 

（２）デジタル MCA 無線 

デジタル MCA 無線は、災害現場や防災関係機関との通信を確保するため

の無線である。災害対策本部と避難所ほか各設置施設及び情報収集職員間と

の通信を確保するために使用する。安定した電波状況を確保して、全施設へ

一斉通信することなどが、可能である。 
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 修正後 修正前 

 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 

（３）略 

（４）非常無線通信 

   市は防災関係機関と連携し、災害時等に、加入電話又は自己の所有する無

線が使用できない場合又は利用が困難となった場合に対処するため、電波法

第 52 条の規定に基づく非常無線通信の活用を図るものとし、関東地方非常通

信協議会の活動を通して、非常無線通信体制の整備充実に努める。 

（５） 略 

（６）その他の通信網 

市は、通信の途絶を回避するため、通信手段の確保に努める。 

ア～イ 略 

ウ CATV・インターネット等 

市は、市民等へ被災情報、避難所情報、安否情報、支援情報等を提供するた

め、CATV（株式会社ジェイコムイーストとの協定による J:COM チャンネル）・

インターネット等（市ホームページ、やまと PS メール、緊急速報メール及びヤ

フー株式会社との協定による Yahoo!サービス）を活用する。 

 

３ 被災者支援情報システムの構築等 

（１）略 

（２）通信手段 

  市は、一般市民や避難生活施設、地域活動拠点等への情報提供等につい 

て、市ホームページややまと PS メール、MCA 無線、CATV、インターネ 

ット等各種通信手段の活用を図る。 

 

 

 

（３）略 

（４）非常無線通信 

   市は防災関係機関と連携し、災害時等に、加入電話又は自己の所有する無

線が使用できない場合又は利用が困難となった場合に対処するため、電波法

第 52 条の規定に基づく非常無線通信の活用を図るものとし、神奈川地区非常

通信協議会の活動を通して、非常無線通信体制の整備充実に努める。 

（５） 略 

（６）その他の通信網 

市は、通信の途絶を回避するため、通信手段の確保に努める。 

ア～イ 略 

ウ CATV・インターネット等 

市は、市民等へ被災情報、避難所情報、安否情報、支援情報等を提供するた

め、CATV（株式会社ジェイコムイーストとの協定による J:COM チャンネル）・

インターネット等（市ホームページ、PS メール、緊急速報メール、市防災情報

システム及びヤフー株式会社との協定による Yahoo!サービス）を活用する。 

３ 被災者支援情報システムの構築等 

（１）略 

（２）通信手段 

  市は、一般市民や避難所、地域活動拠点等への情報提供等について、市 

ホームページや PS メール、MCA 無線、CATV、インターネット等各種通信手

段の活用を図る。 
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 修正後 修正前 

 

 

 

 

⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 

第７節 災害対策本部等組織体制の拡充 

災害発生時における応急、復旧対策を円滑に推進するため、平常時から防災対

策に必要な体制を整え、災害対策本部等の拡充に努める。 

１～２ 略 

３ 業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 

市民等の生活・社会活動への影響を最小限に抑えるため、災害発生時の応

急対策とあわせて、優先度の高い行政サービスを継続する必要がある。 

必要な人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体

制と事後の対応力の強化を図る必要があることから、市は業務継続計画（地

震対策編）を策定した。また、実効性のある業務継続体制を確立するため、必

要な人員や資機材等の継続的な確保、定期的な教育・訓練・点検などを実施

し、計画の見直し、修正を行う。 

第８節 避難対策 

１ 避難計画の策定 

（１）市は、災害時に安全かつ迅速な避難誘導が行えるよう、次の事項を内容と

した避難計画を策定する。 

ア 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）を発令する状

況 

イ 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）の伝達方法 

  ウ～キ 略 

２ 避難場所 

 

 

 

第７節 災害対策本部等組織体制の拡充 

災害発生時における応急、復旧対策を円滑に推進するため、平常時から防災対

策に必要な体制を整え、災害対策本部等の拡充に努める。 

１～２ 略 

３ 業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 

市民等の生活・社会活動への影響を最小限に抑えるため、災害発生時の応

急対策とあわせて、優先度の高い行政サービスを継続する必要がある。 

必要な人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体

制と事後の対応力の強化を図る必要があることから、市は業務継続計画を策

定する。また、実効性のある業務継続体制を確立するため、必要な人員や資機

材等の継続的な確保、定期的な教育・訓練・点検などを実施し、計画の見直

し、修正を行う。 

 

第８節 避難対策 

１ 避難計画の策定 

（１）市は、災害時に安全かつ迅速な避難誘導が行えるよう、次の事項を内容と

した避難計画を策定する。 

ア 避難準備情報、避難勧告、避難指示を発令する状況 

イ 避難準備情報、避難勧告、避難指示の伝達方法 

  ウ～キ 略 

２ 避難場所 
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 修正後 修正前 

⑥ （１）避難場所の区分 

区分 避難場所の性格 指定主体 具体的な場所 

指定緊急避難場

所 

異常な現象の種類ごとに政令で定

める基準に適合した安全が確保で

きる場所または施設 

国の定める基

準により市が

指定 

資料3-3 

一時避難場所 

災害の発生により、まず避難して、

災害の状況と住民同士の安否を確

認し、地域内で助け合う拠点とな

る場所 

各自主防災会

が指定 

近くの公園、空地、学校等

のオープンスペース 

広域避難場所 

大火災の発生という最悪の状況下

で、火災が延焼拡大しても輻射熱

や煙に冒されることなく安全が確

保できる場所 

県の定める基

準により市が

指定 

資料3-2 

指
定
避
難
所 

避
難
生
活 

施
設 

災害に伴い家屋の倒壊、焼失によ

り帰宅できない被災者が臨時に生

活を行う収容施設 

市が指定 資料3-3 

特
定
指
定
避
難

所 避難生活施設に収容することが困

難な要配慮者等を収容するための

施設 
市が指定 資料3-3 

一時滞在施設 

帰宅困難者に休憩場所や情報の提

供を実施する受け入れ施設 

市が指定 

やまと芸術文化ホール 

各学習センター 

（林間を除く）及び協定締

結先の市内事業所 

※草柳小学校 

 

※一時滞在施設としての草柳小学校は、東海地震警戒宣言発令時のみとする。 

（１）避難場所の区分 

区分 避難場所の性格 指定主体 具体的な場所 

指定緊急避難場

所 

異常な現象の種類ごとに政令で定

める基準に適合した安全が確保で

きる場所または施設 

国の定める基

準により市が

指定 

資料3-4 

一時避難場所 

災害の発生により、まず避難して、

災害の状況と住民同士の安否を確

認し、地域内で助け合う拠点とな

る場所 

各自主防災会

が指定 

近くの公園、空地、学校等

のオープンスペース 

広域避難場所 

大火災の発生という最悪の状況下

で、火災が延焼拡大しても輻射熱

や煙に冒されることなく安全が確

保できる場所 

県の定める基

準により市が

指定 

資料3-3 

指
定
避
難
所 

避
難
生
活 

施
設 

災害に伴い家屋の倒壊、焼失によ

り帰宅できない被災者が臨時に生

活を行う収容施設 

市が指定 資料3-2 

特
定
指
定
避
難

所 避難生活施設に収容することが困

難な要配慮者等を収容するための

施設 
市が指定 資料3-4 

一時滞在施設 

帰宅困難者に休憩場所や情報の提

供を実施する受け入れ施設 
市が指定 

草柳小学校 

各学習センター 

（林間を除く）及び協定締

結先の市内事業所 
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 修正後 修正前 

 

 

 

⑥ 

 

 

 

 

 

 

⑥ 

（２）略 

３ 避難場所の指定 

（１）～（５）略 

（６）防災協力農地 

   災害時に、市民が緊急的に逃げ込める避難空間として活用できる農地であ

る。本制度の趣旨に賛同いただけた農地の所有者の協力により、対象となる

農地を事前に登録する。登録農地には、現地看板を設置している。 

４ 略 

５ 帰宅困難者への支援 

（１）略 

（２）関係機関との連携 

ア～イ 略 

ウ 市内の各駅における帰宅困難者に対し必要な支援を行うことを目的と

し、県、鉄道事業者、警察、駅周辺事業者等を構成員とする大和市帰宅困

難者協議会を設立する。 

エ 大和駅・中央林間駅を中心に、大和市帰宅困難者等対策協議会におい

て、帰宅困難者が発生した場合の対応の検討・協議に取り組む。 

オ  鉄道事業者との情報伝達体制を確保するとともに、帰宅困難者に対して携

帯電話やインターネット等を活用し迅速に鉄道運行状況、市内の被害状況、

一時滞在施設の開設等の情報を提供できるよう、対策の検討を行う。 

 

第９節 緊急輸送道路の指定 

１～２ 略 

（２）略 

３ 避難場所の指定 

（１）～（５）略 

（６）新設 

 

 

 

４ 略 

５ 帰宅困難者への支援 

（１）略 

（２）関係機関との連携 

ア～イ 略 

ウ 大和駅・中央林間駅を中心に、県、鉄道事業者、警察、駅周辺事業者等

と連携して設置する地域協議会で、帰宅困難者が発生した場合の対応の検

討・協議に取り組む。 

エ  鉄道事業者との情報伝達体制を確保するとともに、帰宅困難者に対して携

帯電話やインターネット等を活用し迅速に鉄道運行状況、市内の被害状況、

一時滞在施設の開設等の情報を提供できるよう、対策の検討を行う。 

 

 

 

第９節 緊急輸送道路の指定 

１～２ 略 
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 修正後 修正前 

 

 

 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 

 

３ ヘリコプター臨時離着陸場 

 緊急航空輸送を確保するため、臨時離着陸場を指定する。指定場所は次のと

おりである。 

（１）市指定ヘリコプター臨時離着陸場 

名  称 所 在 地 面積（㎡） 

大和学園聖セシリア 

総合グラウンド 

林間二丁目 6 番 11

号 
13,832 

大和中学校グラウンド 
深見西七丁目5番1

号 
16,200 

 

※ 大和中学校グラウンドは、災害医療拠点病院である大和市立病院の医

療機関隣接ヘリコプター臨時離着陸場である。 

（２）消防相互応援協定によるヘリコプター臨時離着陸場 

名  称 所 在 地 面積（㎡） 

大和スポーツセンター競技場  
上草柳一丁目 1 番 1

号 
18,840 

引地台公園多目的広場 
柳橋四丁目 5001 番

地 
7,000 

 

 

３ ヘリコプター臨時離着陸場 

 緊急航空輸送を確保するため、臨時離着陸場を指定する。指定場所は次のと

おりである。 

（１）市指定ヘリコプター臨時離着陸場 

名  称 所 在 地 面積（㎡） 

大和学園聖セシリア 

女子短期大学グラウンド 
林間二丁目 6－11 13,832 

大和中学校グラウンド 深見西 7－5 16,200 

 

※ 大和中学校グラウンドは、災害医療拠点病院である大和市立病院の医

療機関隣接ヘリコプター臨時離着陸場である。 

（２）消防相互応援協定によるヘリコプター臨時離着陸場 

名  称 所 在 地 面積（㎡） 

大和スポーツセンター競技場  上草柳一丁目 1－1 18,840 

引地台公園多目的広場 柳橋四丁目 5001 7,000 
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 修正後 修正前 

 

 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０節 防災資機材・飲料水等の整備、備蓄 

１～３ 略 

４ 食料、生活物資の備蓄 

災害が発生した際の市民の生活確保のため、食料、携帯トイレなど、物資の備

蓄を図る。また備蓄に際して、高齢者、障がい者等の要配慮者に配慮した備蓄品

目の整備を図る。 

 市民に対しては災害発生から最低 3 日分、推奨１週間分の食料及び携帯トイ

レなどの生活必需品の備蓄に努めるよう、啓発する。 

（１）備蓄の方法と役割分担 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

第１０節 防災資機材・飲料水等の整備、備蓄 

１～３ 略 

４ 食糧、生活物資の備蓄 

災害が発生した際の市民の生活確保のため、食糧、携帯トイレなど、物資の備

蓄を図る。また備蓄に際して、高齢者、障がい者等の要配慮者に配慮した備蓄品

目の整備を図る。 

 市民に対しては災害発生から 3 日分の食糧及び携帯トイレなどの生活必需品

の備蓄に努めるよう、啓発する。 

（１）備蓄の方法と役割分担 
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 修正後 修正前 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 

（２）備蓄計画 

ア 流通在庫利用による備蓄 

 災害時における全ての被災者用の食料や生活物資を、市独自で備蓄する

ことには、備蓄場所や経費等の関係上限界があるため、流通在庫を利用し

た業者等との協定による備蓄をもって目標数量を確保する。 

イ 家庭内備蓄 

自己の生活確保のため最小限必要な食料、携帯トイレなどの生活物資につ

いては、自助努力による家庭内備蓄を行うように啓発する。 

５ 略 

 

第１１節～第１２節 略 

第１３節 広域応援体制等の拡充 

１ 略 

２ 相互応援協定の締結等 

（１）～（２）略 

（３）応援の種類 

  ア 略 

イ 食料・飲料水・その他生活必需品等の物資及びそれらを提供するために

必要な機材の提供 

ウ～カ 略 

３～４ 略 

 

（２）備蓄計画 

ア 流通在庫利用による備蓄 

 災害時における全ての被災者用の食糧や生活物資を、市独自で備蓄する

ことには、備蓄場所や経費等の関係上限界があるため、流通在庫を利用し

た業者等との協定による備蓄をもって目標数量を確保する。 

イ 家庭内備蓄 

自己の生活確保のため最小限必要な食糧、携帯トイレなどの生活物資につ

いては、自助努力による家庭内備蓄を行うように啓発する。 

５ 略 

 

第１１節～第１２節 略 

第１３節 広域応援体制等の拡充 

１ 略 

２ 相互応援協定の締結等 

（１）～（２）略 

（３）応援の種類 

  ア 略 

イ 食糧・飲料水・その他生活必需品等の物資及びそれらを提供するために

必要な機材の提供 

ウ～カ 略 

３～４ 略 
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 修正後 修正前 

 

 

 

 

 

 

⑤ 

⑦ 

第１４節 防災知識の普及 

１ 防災知識の普及 

（１）～（９）略 

（10）防災広報 

  ア 略 

イ 防災関係機関が行う広報 

○東京電力パワーグリッド株式会社 

２ 市民の心得 （役割） 

（１）平常時 

  ア～サ 略 

  シ 非常用食料、救急用品、携帯トイレ等の非常持出品を準備する。 

  ス～セ 略 

（２）略 

（３）避難時 

  ア 略 

  イ 食料、水、ハンカチ、ティッシュ、着替え、肌着、ラジオ、懐中電灯等を

携帯する。ただし持出品は最小限にする。 

  ウ～ケ 略 

（４）東海地震の警戒宣言発令時 

  ア～オ 略 

  カ 飲料水、非常用食料、救急用品、非常持出品を点検する。 

  キ～ケ 略 

 

 

 

第１４節 防災知識の普及 

１ 防災知識の普及 

（１）～（９）略 

（10）防災広報 

  ア 略 

イ 防災関係機関が行う広報 

○東京電力㈱ 

２ 市民の心得（役割） 

（１）平常時 

  ア～サ 略 

  シ 非常用食糧、救急用品、携帯トイレ等の非常持出品を準備する。 

  ス～セ 略 

（２）略 

（３）避難時 

  ア 略 

  イ 食糧、水、ハンカチ、ティッシュ、着替え、肌着、ラジオ、懐中電灯等を

携帯する。ただし持出品は最小限にする。 

  ウ～ケ 略 

（４）東海地震の警戒宣言発令時 

  ア～オ 略 

  カ 飲料水、非常用食糧、救急用品、非常持出品を点検する。 

  キ～ケ 略 
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 修正後 修正前 

 

 

 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 

第１５節 防災訓練 

１ 略 

２ 訓練の内容 

（１）総合防災訓練 

  ア 訓練項目 

（ア）～（エ）略 

（オ）避難生活施設等運営訓練 

（カ）～（タ）略 

イ 略 

（２）～（６）略 

 

第１６節 自主防災活動の充実強化 

１～２ 略 

３ 自主防災組織の活動基準 

（１）略 

（２）警戒宣言発令時及び災害時の活動 

  ア～エ 略 

オ 給食・救援物資の配布及びその協力 

 被災の状況によっては、避難が長期間にわたり、被災者に対する食料や

飲料水等の救援物資の支給が必要となってくる。 

    これらの活動を円滑に行うためには、組織的な活動がどうしても必要と

なってくるので、自主防災組織としてもそれぞれが保有している食料等の

配布を行うほか、市が実施する救援物資の配布活動に協力する。 

（３）略 

４～６ 略 

第１５節 防災訓練 

１ 略 

２ 訓練の内容 

（１）総合防災訓練 

  ア 訓練項目 

（ア）～（エ）略 

（オ）避難所運営訓練 

（カ）～（タ）略 

イ 略 

（２）～（６）略 

 

第１６節 自主防災活動の充実強化 

１～２ 略 

３ 自主防災組織の活動基準 

（１）略 

（２）警戒宣言発令時及び災害時の活動 

  ア～エ 略 

オ 給食・救援物資の配布及びその協力 

 被災の状況によっては、避難が長期間にわたり、被災者に対する食糧や

飲料水等の救援物資の支給が必要となってくる。 

    これらの活動を円滑に行うためには、組織的な活動がどうしても必要と

なってくるので、自主防災組織としてもそれぞれが保有している食糧等の

配布を行うほか、市が実施する救援物資の配布活動に協力する。 

（３）略 

４～６ 略 
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 修正後 修正前 

 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 

第１７節 ボランティアの受け入れ 

１ ボランティアの役割 

生活支援に関する業務 

（一般ボランティアが行う業務） 

（１）避難施設の運営 

（２）炊き出し、食料等の配布 

（３）救援物資等の仕分け、輸送 

（４）高齢者、障がい者等の介護補助 

（５）清掃活動 

（６）その他被災地での軽作業 

専門的な知識・技術を要する業務 

（専門ボランティアが行う業務） 

（１）救護所等での医療、看護 

（２）外国人のための通訳 

（３）被災者へのメンタルヘルスケア 

（４）高齢者、障がい者等の介護 

（５）アマチュア無線等を活用した情報通信手段 

（６）公共土木施設の調査等 

（７）その他専門な技術・知識が必要な業務 

 

２～４ 略 

５ 専門ボランティアの連携・協力体制の整備 

災害時のボランティア活動のうち、一定の経験や資格を必要とする業務を行

う専門ボランティアについては、災害時に対応ができるよう登録制度の導入検

討など、ネットワーク化の整備に努める。 

 

 

 

 

第１７節 ボランティアの受け入れ 

１ ボランティアの役割 

生活支援に関する業務 

（一般ボランティアが行う業務） 

（１）避難施設の運営 

（２）炊き出し、食糧等の配布 

（３）救援物資等の仕分け、輸送 

（４）高齢者、障がい者等の介護補助 

（５）清掃活動 

（６）その他被災地での軽作業 

専門的な知識・技術を要する業務 

（専門ボランティアが行う業務） 

（１）救護所等での医療、看護 

（２）外国人のための通訳 

（３）被災者へのメンタルヘルスケア 

（４）高齢者、障がい者等の介護 

（５）アマチュア無線等を活用した情報通信手段 

（６）公共土木施設の調査等 

（７）その他専門な技術・知識が必要な業務 

 

２～４ 略 

５ 専門ボランティアの連携・協力体制の整備 

災害時のボランティア活動のうち、一定の経験や資格を必要とする業務を行

う専門ボランティアについては、災害時に即自的対応ができるよう登録制度の

導入検討など、ネットワーク化の整備に努める。 
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 修正後 修正前 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

⑧ 

第１８節 要配慮者・避難行動要支援者対策 

１ 社会福祉施設等の対策 

（１）～（４）略 

（５）社会福祉施設の土砂災害防止対策 

   社会福祉施設を土砂災害から守るために、市は、県と協力し、施設の管理

者に対して危険箇所、土砂災害警戒区域、危険区域避難場所及び警戒避難基

準等の情報を提供し、警戒、避難体制の確立等の防災体制整備に努めるよう

指導する。 

２ 略 

３ 要配慮者・避難行動要支援者支援体制の整備 

（１）情報伝達の多様性 

   避難行動要支援者の中には、避難等に必要な情報を入手できれば、自ら避

難行動をとることが可能な者もいる。そのため、緊急かつ着実な避難勧告等

が伝達されるよう、各種情報伝達の特徴を踏まえ、防災行政無線や広報車に

よる情報伝達に加え、市ホームページ、Yahoo!サービス、FM やまと、J:COM

チャンネル、やまと PS メールや緊急速報メールなど、避難行動要支援者に合

わせた伝達手段の確保に努める。 

４ 略 

５ 避難生活施設等の対策 

（１）市は、避難生活施設等において高齢者、障がい者等が安心して生活ができる

ようバリアフリー化の推進及び支援体制の整備に努める。 

（２）市は、避難生活施設等の指定にあたっては、集団生活や一般的な設備での

生活に適応できない高齢者、障がい者等の要配慮者が必要な支援を受け、安

心して生活ができる体制を整備した福祉避難所（特定指定避難所）の指定に

努める。 

第１９節 略 

 

 

第１８節 要配慮者・避難行動要支援者対策 

１ 社会福祉施設等の対策 

（１）～（４）略 

（５）社会福祉施設の土砂災害防止対策 

   社会福祉施設を土砂災害から守るために、市は、県と協力し、施設の管理

者に対して危険箇所、及び危険区域避難場所、警戒避難基準等の情報を提供

し、警戒、避難体制の確立等の防災体制整備に努めるよう指導する。 

 

２ 略 

３ 要配慮者・避難行動要支援者支援体制の整備 

（１）情報伝達の多様性 

   避難行動要支援者の中には、避難等に必要な情報を入手できれば、自ら避

難行動をとることが可能な者もいる。そのため、緊急かつ着実な避難指示が伝達

されるよう、各種情報伝達の特徴を踏まえ、防災行政無線や広報車による情報伝

達に加え、市ホームページ、Yahoo!サービス、FM やまと、J:COM チャンネル、

PS メールや緊急速報メールなど、避難行動要支援者に合わせた伝達手段の確保に

努める。 

４ 略 

５ 避難所対策 

（１）市は、避難所において高齢者、障がい者等が安心して生活ができるようバリ

アフリー化の推進及び支援体制の整備に努める。 

（２）市は、避難所の指定にあたっては、集団生活や一般的な設備での生活に適

応できない高齢者、障がい者等の要配慮者が必要な支援を受け、安心して生

活ができる体制を整備した避難所（特定指定避難所）の指定に努める。 

 

第１９節 略 



 

- 33 - 

 修正後 修正前 

 

 

 

 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 

第２章 災害応急対策計画 

第１節 応急活動体制 

１ 災害対策本部 

（１）～（２）略 

（３）災害対策本部の組織 

災害対策本部の組織は、大和市災害対策本部条例（昭和 39 年大和市条例第

34 号）及び大和市災害対策本部要領の定めるところによる。 

災害対策本部が設置された場合に本部機能を補完するため、必要に応じて

地域活動拠点を設置する。地域活動拠点では、各地域内における避難生活施

設等からの情報をとりまとめ、必要とされる応急活動、物資、情報についての

連絡、要請を本部に対して行う。また、各拠点周辺に生活必需物資集積センタ

ーを設置し、物資の受入れと避難生活施設への物資供給を実施する。 

２ 災害対策本部の動員体制 

（１）～（３）略 

（４）動員基準 

 地震災害における動員は災害非常配備基準に基づいて実施し、地震の報道

を聴取したとき、又は地震を感じた後、報道を聴取する以前に市内に大規模

な被害の発生を確認したときに、あらかじめ指定された場所に招集命令を待

つことなく参集する。ただし、指定場所に参集が困難な場合は、至近の避難

生活施設に参集する。 

 

 

第２章 災害応急対策計画 

第１節 応急活動体制 

１ 災害対策本部 

（１）～（２）略 

（３）災害対策本部の組織 

災害対策本部の組織は、大和市災害対策本部条例（昭和 39 年大和市条例第

34 号）及び大和市災害対策本部要領の定めるところによる。 

災害対策本部が設置された場合に本部機能を補完するため、必要に応じて

地域活動拠点を設置する。地域活動拠点では、各地域内における避難所等か

らの情報をとりまとめ、必要とされる応急活動、物資、情報についての連絡、

要請を本部に対して行う。また、各拠点周辺に生活必需物資集積センターを

設置し、物資の受入れと避難所への物資供給を実施する。 

２ 災害対策本部の動員体制 

（１）～（３）略 

（４）動員基準 

 地震災害における動員は災害非常配備基準に基づいて実施し、地震の報道

を聴取したとき、又は地震を感じた後、報道を聴取する以前に市内に大規模

な被害の発生を確認したときに、あらかじめ指定された場所に招集命令を待

つことなく参集する。ただし、指定場所に参集が困難な場合は、至近の避難

所に参集する。 
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 修正後 修正前 

⑥ 【災 害 非 常 配 備 基 準            】 

  区分 災害警戒本部 災害対策本部 

体制 警戒体制 第１号配備 第２号配備 第３号配備 

 

 

 

 

配 

 

 

 

備 

 

 

 

基 

 

 

 

準 

風 水 害 

市域において被害

が発生、または発生が

予想されるとき 

＜具体的事例＞ 

・水防警報が発表され、

河川水位が避難判

断水位を超えるこ

とが予想されると

き 

被害が拡大し、

災害対策本部への

移行が必要とされ

るとき 

＜具体的事例＞ 

・河川水位が氾濫

危険水位を超

え、大きな被害

が発生すること

が予想されると

き 

被害が拡大し、

第２号配備体制へ

の移行が必要とさ

れるとき 

被害が拡大し、

全組織、全職員の

活動力が必要とさ

れるとき 

特別警報が発表

されたとき 

地震災害 

本市において震度

４以上を観測したと

き 

 

東海地震に関連す

る調査情報（臨時）が

発表されたとき 

本市において震度５弱以上を観測し

たとき 

 

東海地震注意情報が発表されたとき 

本市において震

度６弱以上を観測

したとき 

 

東海地震予知情

報が発表されたと

き 

特殊災害 
災害が発生したと

き 

災害警戒本部の決定による 

 

 

（５）略 

３～４ 略 

 

 

【災 害 非 常 配 備 基 準            】 

  区分 災害警戒本部 災害対策本部 

体制 警戒体制 第１号配備 第２号配備 第３号配備 

 

 

 

 

配 

 

 

 

備 

 

 

 

基 

 

 

 

準 

風 水 害 

市域において被害

が発生、または発生が

予想されるとき 

＜具体的事例＞ 

・水防警報が発表され、

河川水位が避難判

断水位を超えるこ

とが予想されると

き 

被害が拡大し、

災害対策本部への

移行が必要とされ

るとき 

＜具体的事例＞ 

・河川水位が氾濫

危険水位を超

え、大きな被害

が発生すること

が予想されると

き 

被害が拡大し、

第２号配備体制へ

の移行が必要とさ

れるとき 

被害が拡大し、

全組織、全職員の

活動力が必要とさ

れるとき 

特別警報が発表

されたとき 

地震災害 

本市において震度

４を観測したとき 

 

東海地震に関連す

る調査情報（臨時）が

発表されたとき 

 
本市において震

度５（強・弱）を観

測したとき 

 

東海地震注意情

報が発表されたと

き 

本市において震

度６弱以上を観測

したとき 

 

東海地震予知情

報が発表されたと

き 

特殊災害 
災害が発生したと

き 

災害警戒本部の決定による 

 

 

（５）略 

３～４ 略 
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 修正後 修正前 

 

 

 

⑦ 

 

 

 

⑤ 

 

 

 

 

 

⑦ 

第２節 相互協力体制 

１～４ 略 

５ 民間団体との協力 

（１）民間団体の協力業務 

  ア～オ 略 

  カ 食料・生活必需品の調達 

  キ～ク 略 

（２）民間団体とは、次のとおりである。 

  ア～カ 略 

  キ 神奈川県トラック協会県央サービスセンター 

  ク～タ 略 

（３）～（４）略 

６～７ 略 

第３節 災害救助法の適用 

市長は、大規模な災害の発生により災害救助法に基づく災害応急対策を実施す

る必要があると認める時は、知事に対しその旨要請する。 

 災害救助法による救助は、災害に際して飲料水、食料、医療等の応急的・一時的

救助を行うことにより、被災者の保護と社会秩序の保全を目的として実施するも

のである。 

１～４ 略 

 

第２節 相互協力体制 

１～４ 略 

５ 民間団体との協力 

（１）民間団体の協力業務 

  ア～オ 略 

  カ 食糧・生活必需品の調達 

  キ～ク 略 

（２）民間団体とは、次のとおりである。 

  ア～カ 略 

  キ 神奈川県トラック協会相模支部 

  ク～タ 略 

（３）～（４）略 

６～７ 略 

第３節 災害救助法の適用 

市長は、大規模な災害の発生により災害救助法に基づく災害応急対策を実施す

る必要があると認める時は、知事に対しその旨要請する。 

 災害救助法による救助は、災害に際して飲料水、食糧、医療等の応急的・一時的

救助を行うことにより、被災者の保護と社会秩序の保全を目的として実施するも

のである。 

１～４ 略 
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 修正後 修正前 

 

 

 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 

第４節 地震情報等の収集、伝達 

１ 略 

２ 地震情報等の受理伝達 

（１）県から市への地震情報等伝達基準 

【地震情報受理伝達図】 

 

 

第５節 略 

 

第６節 通信の確保 

１～２ 略 

３ 通信の統制 

（１）重要通信の優先（救助、避難勧告等の重要性の高い通信を優先する。） 

（２）～（５）略 

４～７ 略 

 

第４節 地震情報等の収集、伝達 

１ 略 

２ 地震情報等の受理伝達 

（１）県から市への地震情報等伝達基準 

【地震情報受理伝達図】 

 

 

第５節 略 

 

第６節 通信の確保 

１～２ 略 

３ 通信の統制 

（１）重要通信の優先（救助、避難指示等の重要性の高い通信を優先する。） 

（２）～（５）略 

４～７ 略 
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 修正後 修正前 

⑧ 

⑨ 

第７節 災害広報 

１ 実施機関と広報内容 

機 関 名 広 報・報 道 内 容 

大 和 市 

１ 災害の状況に関すること 

（１）地震の規模 

２ 避難に関すること 

（１）避難準備・高齢者避難開始、避難勧告、避難

指示（緊急） 

（２）避難場所・避難生活施設 

３ 応急対策活動の状況に関すること 

（１）医療救護所の管理・運営 

（２）交通、道路、電気、水道等の復旧 

４ 市民生活に関すること 

（１）給水、給食 

（２）電気、ガス、水道等の二次災害の防止 

（３）防疫 

（４）臨時災害相談所の開設 

（５）安否情報 

大  和  市 

（ 消 防 本 部 ） 

１ 出火防止、初期消火に関すること 

２ 避難に関すること 

大 和 警 察 署 

１ 交通規制に関すること 

２ 警備活動に関すること 

３ 避難に関すること 

防 災 関 係 機 関 

１ 電気、ガス等の二次災害の防止に関すること 

２ 所管業務の被害状況、復旧状況に関すること 

３ 避難に関すること 

 

 

第７節 災害広報 

１ 実施機関と広報内容 

機 関 名 広 報・報 道 内 容 

大 和 市 

１ 災害の状況に関すること 

（１）地震の規模 

２ 避難に関すること 

（１）避難準備情報、勧告、指示 

（２）避難場所・避難所 

３ 応急対策活動の状況に関すること 

（１）救護所の管理・運営 

（２）交通、道路、電気、水道等の復旧 

４ 市民生活に関すること 

（１）給水、給食 

（２）電気、ガス、水道等の二次災害の防止 

（３）防疫 

（４）臨時災害相談所の開設 

（５）安否情報 

大  和  市 

（ 消 防 本 部 ） 

１ 出火防止、初期消火に関すること 

２ 避難に関すること 

大 和 警 察 署 

１ 交通規制に関すること 

２ 警備活動に関すること 

３ 避難に関すること 

防 災 関 係 機 関 

１ 電気、ガス等の二次災害の防止に関すること 

２ 所管業務の被害状況、復旧状況に関すること 

３ 避難に関すること 
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 修正後 修正前 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 

 

⑧ 

２ 災害広報の伝達 

（１）～（４）略 

（５）インターネット（市ホームページ及びヤフー株式会社との協定によるYahoo!サ

ービス）  

（６）～（９）略 

（10）大和市広報 PR ボード 

（11）略 

３～４ 略 

第８節～第９節 

第１０節 警備対策 

１ 略 

２ 災害応急対策の実施 

（１）～（２）略 

（３）避難勧告等 

（４）～（５）略 

（６）防犯対策 

被災地の無人化した住宅街、商店街等における窃盗犯や援助物資の搬送路

及び集積地における混乱、避難生活施設等におけるトラブル等を防止するた

め、被災地及びその周辺におけるパトロールの強化、避難生活施設等の定期

的な巡回を行う。 

 また、被災地において発生しがちな悪質商法等の生活経済事犯、窃盗犯、

粗暴犯、暴力団による民事介入暴力等の取締りを重点的に行い、被災地の社

会秩序の維持に努める。 

（７）～（８）略 

２ 災害広報の伝達 

（１）～（４）略 

（５）インターネット（市ホームページ、市防災情報システム及びヤフー株式会社との

協定によるYahoo!サービス）  

（６）～（９）略 

（10）市内 PR ボード 

（11）略 

３～４ 略 

第８節～第９節 

第１０節 警備対策 

１ 略 

２ 災害応急対策の実施 

（１）～（２）略 

（３）避難指示等 

（４）～（５）略 

（６）防犯対策 

被災地の無人化した住宅街、商店街等における窃盗犯や援助物資の搬送路

及び集積地における混乱、避難所におけるトラブル等を防止するため、被災

地及びその周辺におけるパトロールの強化、避難所等の定期的な巡回を行

う。 

 また、被災地において発生しがちな悪質商法等の生活経済事犯、窃盗犯、

粗暴犯、暴力団による民事介入暴力等の取締りを重点的に行い、被災地の社

会秩序の維持に努める。 

（７）～（８）略 
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 修正後 修正前 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

⑨ 

第１１節 避難対策 

地震等の災害の発生に伴い、地震火災等の二次災害を被るおそれがある場合、

被災者を安全な地域に一時避難させ、又は安全な施設に収容保護することにより、

人命の安全を確保しなければならない。このような場合の避難誘導、避難勧告等、

避難生活施設等の開設等について必要な事項を定める。これらの場合には、災害

時の男女のニーズの違い等、双方の視点に十分配慮するように努める。 

１～２ 略 

３ 避難に関する措置 

（１）避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急） 

 災害から人命、身体を保護し、又は被害の拡大防止を図るため特に必要があ

ると認められる場合に、市長等は、危険地域の居住者に対し、速やかに避難勧告

等を行う。 

 また、高齢者、障がい者、乳幼児などのうち、いわゆる避難行動要支援者に対し

ては、避難支援等関係者が避難支援を開始するのに十分な時間的余裕を与えるもの

となるよう、早期に情報の伝達を行う体制を確保する。 

ア 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）の性格 

（ア）避難準備・高齢者等避難開始の性格 

    避難準備・高齢者等避難開始とは、災害の拡大等により安全な避難地に

避難しなくてはならない状況下において、特に避難行動に時間を要する避

難行動要支援者の方々に、その行動に必要となる十分な時間的余裕を与え

るものとなるよう、避難勧告よりも早い段階で発表する避難情報である。 

 

第１１節 避難対策 

地震等の災害の発生に伴い、地震火災等の二次災害を被るおそれがある場合、

被災者を安全な地域に一時避難させ、又は安全な施設に収容保護することにより、

人命の安全を確保しなければならない。このような場合の避難誘導、避難勧告・

指示、避難所の開設等について必要な事項を定める。これらの場合には、災害時

の男女のニーズの違い等、双方の視点に十分配慮するように努める。 

１～２ 略 

３ 避難に関する措置 

（１）避難準備情報、避難勧告、避難指示 

 災害から人命、身体を保護し、又は被害の拡大防止を図るため特に必要があ

ると認められる場合に、市長等は、危険地域の居住者に対し、速やかに避難の勧

告、指示を行う。 

 また、高齢者、障がい者、乳幼児などのうち、いわゆる避難行動要支援者に対し

ては、避難支援等関係者が避難支援を開始するのに十分な時間的余裕を与えるもの

となるよう、早期に情報の伝達を行う体制を確保する。 

ア 避難準備情報、避難勧告、避難指示の性格 

（ア）避難準備情報の性格 

    避難準備情報とは、災害の拡大等により安全な避難地に避難しなくては

ならない状況下において、特に避難行動に時間を要する避難行動要支援者

の方々に、その行動に必要となる十分な時間的余裕を与えるものとなるよ

う、避難勧告よりも早い段階で発表する避難情報である。 
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 修正後 修正前 

 （イ）避難勧告と避難指示（緊急）の性格 

   避難勧告とは、その地域の居住者等を拘束するものではないが、居住

者等がその勧告を尊重することを期待して、避難のための立ち退きを勧

め又は促す行為である。 

   これに対し避難指示（緊急）とは、被害の危険は目前に切迫している場

合で、勧告よりも拘束力が強い。しかし、指示に従わない者に対しての強

制は、時期的に手早い段階で実施すべきものではない。 

イ 避難準備・高齢者等避難開始、災害対策基本法による避難勧告等を発令

する者 

（ア）避難準備・高齢者等避難開始は、市長が発令する。 

（イ）避難勧告等を行う者 

災害対策基本法による避難勧告等を行う者は、次のとおりである。 

市 長 市民の生命、身体に危険を及ぼすと認めるとき、第一義的に実施する。 

知 事 市長が避難勧告等をすることができなくなったとき、市長に代わって実施する。 

警察官 

市長が避難勧告等をすることができないと認めるとき､又は市長から要求が

あったとき実施し、人命若しくは身体に危険を及ぼすおそれがある場合、そ

の場に居合わせた者に対して、職権で避難の措置を実施する。 

自衛官 
災害派遣を命ぜられた部隊の自衛官は、危険な事態が生じ、警察官がその場

にいないときに実施する。 
 

（イ）避難勧告と避難指示の性格 

   勧告とは、その地域の居住者等を拘束するものではないが、居住者等

がその勧告を尊重することを期待して、避難のための立ち退きを勧め又

は促す行為である。 

   これに対し指示とは、被害の危険は目前に切迫している場合で、勧告

よりも拘束力が強い。しかし、指示に従わない者に対しての強制は、時期

的に手早い段階で実施すべきものではない。 

イ 避難準備情報、避難勧告、避難指示を発令する者 

（ア）避難準備情報は、市長が発令する。 

（イ）避難の勧告又は指示を行う者 

災害対策基本法による避難の勧告又は指示を行う者は、次のとおりである。 

 

市 長 市民の生命、身体に危険を及ぼすと認めるとき、第一義的に実施する。 

知 事 市長が避難の指示等をすることができなくなったとき、市長に代わって実施する。 

警察官 

市長が避難指示をすることができないと認めるとき､又は市長から要求があ

ったとき実施し、人命若しくは身体に危険を及ぼすおそれがある場合、その

場に居合わせた者に対して、職権で避難の措置を実施する。 

自衛官 
災害派遣を命ぜられた部隊の自衛官は、危険な事態が生じ、警察官がその場

にいないときに実施する。 
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 修正後 修正前 

 ウ 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告等の内容 

  市長の避難準備・高齢者等避難開始、災害対策基本法による避難勧告等

を発する者は、次の内容を明示して行う。 

（ア）～（オ）略 

エ 避難措置の報告 

  避難勧告等を行った者は、次により必要な事項を報告又は連絡する。 

（ア）～（ウ）略 

（２）～（３）略 

 

 

ウ 避難準備情報、勧告、指示の内容 

  市長の避難準備情報、勧告、指示を実施する者は、次の内容を明示して行

う。 

（ア）～（オ）略 

エ 避難措置の報告 

  避難勧告又は指示を行った者は、次により必要な事項を報告又は連絡す

る。 

（ア）～（ウ）略 

（２）～（３）略 
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 修正後 修正前 

⑨ ４ 避難計画 

（１）避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）を行う状況 

本市の場合には、地理的な関係から実際に避難準備・高齢者等避難開始、避難 

勧告、避難指示（緊急）を行う場合及び状況は、おおむね次の場合と考えられ 

る。 

ア～イ 略 

 発令時の状況 市民に求める行動 

避難準備・ 

高齢者等 

避難開始 

 

・避難行動に時間を要する避難

行動要支援者が、その行動を開

始しなければならない段階で

あり、人的被害の発生する可能

性が高まった状況 

・避難行動に時間を要する避難行動要支

援者は、計画された避難場所への避難

行動を開始する。 

・避難行動要支援者の避難支援等関係者

は、当該避難行動要支援者への支援行

動を行う。 

・上記以外の者は、災害情報に注意する

とともに、家族等との連絡、非常持出

品の用意等、避難準備を開始する。 

避難勧告 

・通常の避難行動をできる者が

避難行動を開始しなければな

らない段階であり、人的被害の

発生する可能性が明らかに高

まった状況 

・通常の避難行動ができる者は、指定さ

れた避難場所等への避難行動を開始す

る。 

避難指示 

（緊急） 

・前兆現象の発生や、災害の切迫

した状況から、人的災害の発生

する危険性が非常に高いと判

断された状況 

・人的被害が発生した状況 

・計画された避難場所等への避難行動を開

始する。 

 

４ 避難計画 

（１）避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）を行う状況 

本市の場合には、地理的な関係から実際に避難準備・高齢者等避難開始、避難 

勧告、避難指示（緊急）を行う場合及び状況は、おおむね次の場合と考えられ 

る。 

ア～イ 略 

 発令時の状況 市民に求める行動 

避難準備情

報 

・避難行動に時間を要する避難

行動要支援者が、その行動を開

始しなければならない段階で

あり、人的被害の発生する可能

性が高まった状況 

・避難行動に時間を要する避難行動要支

援者は、計画された避難場所への避難

行動を開始する。 

・避難行動要支援者の避難支援等関係者

は、当該避難行動要支援者への支援行

動を行う。 

・上記以外の者は、災害情報に注意する

とともに、家族等との連絡、非常持出

品の用意等、避難準備を開始する。 

避難勧告 

・通常の避難行動をできる者が

避難行動を開始しなければな

らない段階であり、人的被害の

発生する可能性が明らかに高

まった状況 

・通常の避難行動ができる者は、指定さ

れた避難場所等への避難行動を開始す

る。 

避難指示 

・前兆現象の発生や、災害の切迫

した状況から、人的災害の発生

する危険性が非常に高いと判

断された状況 

・人的被害が発生した状況 

・計画された避難場所等への避難行動を開

始する。 
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 修正後 修正前 

 

 

 

⑧ 

 

 

 

⑧ 

 

⑨ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 

（２）避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）の伝達方法 

避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）を決定したとき

は、市長は直ちに所轄警察署に報告し、警備の要請を行うとともに、避難の対

象となる地域の市民等に対しては、第７節 ２災害広報の伝達に掲げる方法

により周知するほか、警察官、消防機関及び自主防災組織等の協力を得て情

報伝達の徹底を図る。 

（３）略 

（４）避難地（施設）の名称、所在地、対象地区及び収容人数 

   避難地（施設）の名称、所在地、対象地区及び収容人数は、資料編 3-2 広域

避難場所一覧表、3-3 指定緊急避難場所・指定避難所一覧表に示す。 

（５）避難地（施設）への経路及び避難誘導 

  ア～イ 略 

  ウ 避難者の誘導先 

（ア）大規模な市街地火災のとき（緊急避難・収容避難） 

 必要に応じて一時避難場所に避難するか、直接広域避難場所へ誘導す

る。臨時に一時避難場所に集合した場合においても、なるべく早い時点

で広域避難場所へ移動する。 

火災がおさまり安全が確認されたら、避難勧告等を解除し、生活の拠

点を失った者を避難所に誘導する。 

  （イ）略 

（６）略 

（７）避難の心得、知識の普及啓発に関する事項 

  ア～エ 略 

  オ 飲料水、食料、ハンカチ、ティッシュ、着替え、肌着、ラジオ、懐中電灯

等を携帯する。ただし持出品は最小限にする。 

カ～シ 略 

（２）避難準備情報、避難勧告、避難指示の伝達方法 

避難準備情報、避難勧告、避難指示を決定したときは、市長は直ちに所轄警

察署に報告し、警備の要請を行うとともに、避難の対象となる地域の市民等

に対しては、防災行政無線、広報車の巡回等により周知するほか、警察官、消

防機関及び自主防災組織等の協力を得て情報伝達の徹底を図る。 

（３）略 

（４）避難地（施設）の名称、所在地、対象地区及び収容人数 

   避難地（施設）の名称、所在地、対象地区及び収容人数は、3-2 避難生活施

設一覧表 3-3、広域避難場所一覧表、資料編 3-4 指定緊急避難場所・指定避難

所一覧表に示す。 

（５）避難地（施設）への経路及び避難誘導 

  ア～イ 略 

  ウ 避難者の誘導先 

（ア）大規模な市街地火災のとき（緊急避難・収容避難） 

 必要に応じて一時避難場所に避難するか、直接広域避難場所へ誘導す

る。臨時に一時避難場所に集合した場合においても、なるべく早い時点

で広域避難場所へ移動する。 

火災がおさまり安全が確認されたら、避難指示を解除し、生活の拠点

を失った者を避難所に誘導する。 

  （イ）略 

（６）略 

（７）避難の心得、知識の普及啓発に関する事項 

  ア～エ 略 

  オ 飲料水、食糧、ハンカチ、ティッシュ、着替え、肌着、ラジオ、懐中電灯

等を携帯する。ただし持出品は最小限にする。 

カ～シ 略 
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 修正後 修正前 

⑧ 

 

 

 

５ 避難生活施設等の開設 

市長は、被災者に対する救援措置を行うため、必要に応じて避難生活施設等を

開設する。 

（１）開設の方法等 

 避難生活施設は、あらかじめ指定した避難生活施設等のうちから、災害対策本

部長が災害の状況及び規模を勘案して、安全適切な場所を選定のうえ担当部に開

設させる。 

 ただし、緊急を要する場合で、災害対策本部による選定の猶予がないとき

は、担当部の判断により避難生活施設等を開設することができるものとする

が、判断を下した担当部等は、施設及び周囲の安全に十分配慮して決定する。 

 なお、特定指定避難所となる市の施設の施設管理者である指定管理者は、

施設管理に関する契約・協定等に避難所運営等に関する特別の定めがある場

合は、その定めるところにより行う。 

（２）開設の報告 

 担当部は、避難生活施設等開設に関わる次の事項を災害対策本部に報告し

なければならない。 

ア 避難生活施設名 

イ～エ 略 

（３）開設の周知 

 市長は、避難生活施設等を開設した場合において、速やかに地域住民に周

知するとともに、県、警察、自衛隊等関係機関に連絡する。 

（４）略 

（５）避難生活施設等内の区画の設定 

  ア～イ 略 

 

５ 避難所の開設 

市長は、被災者に対する救援措置を行うため、必要に応じて避難所を開設する。 

 

（１）開設の方法等 

 避難所は、あらかじめ指定した避難所（以下「指定避難所」という）のうちから、

災害対策本部長が災害の状況及び規模を勘案して、安全適切な場所を選定のうえ

担当部に開設させる。 

 ただし、緊急を要する場合で、災害対策本部による選定の猶予がないとき

は、担当部の判断により避難所を開設することができるものとするが、判断

を下した担当部等は、施設及び周囲の安全に十分配慮して決定する。 

 なお、特定指定避難所となる市の施設の施設管理者である指定管理者は、

施設管理に関する契約・協定等に避難所運営等に関する特別の定めがある場

合は、その定めるところにより行う。 

（２）開設の報告 

 担当部は、避難所開設に関わる次の事項を災害対策本部に報告しなければ

ならない。 

ア 避難所名 

イ～エ 略 

（３）開設の周知 

 市長は、避難所を開設した場合において、速やかに地域住民に周知すると

ともに、県、警察、自衛隊等関係機関に連絡する。 

（４）略 

（５）避難所内の区画の設定 

ア～イ 略 
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 修正後 修正前 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 

 

 

 

⑦ 

６ 避難生活施設等の運営 

避難生活施設等は、大規模地震発生時に地域住民（避難者）が、一定期間、臨

時の生活拠点として利用するところである。 

 避難生活施設が避難者にとって秩序のとれた臨時の生活拠点として機能する

ためには、自主防災組織等の代表、施設管理者及び市職員からなる避難生活施

設運営組織による自主的な運営が重要である。 

 避難生活施設運営組織の在り方及び避難生活施設の運営方法については、「避

難生活施設運営マニュアル」として別途作成する。 

  なお、避難生活施設に従事する市職員は、避難生活施設運営組織の各構成員

との連携のもと、（１）に示す業務に従事する。 

（１）避難所従事者の職務内容 

  ア～イ 略 

ウ ＭＣＡ無線を活用して、災害対策本部と連絡をとり、避難生活施設の状

況の報告と避難者の支援に関する情報収集に努める。 

エ 避難生活施設内の衛生管理に特に留意し、必要な措置を講じるときは、

所属長の指示を仰ぐ。 

オ 略 

カ 避難生活施設の安全に常に注意し、危険と判断した場合には災害対策本

部に報告し、避難者を他の安全な場所へ誘導する。 

キ 食料、その他生活必需物資の配分については、自主防災組織及び災害ボ

ランティア等の協力を得て公平に行う。なお、物資の管理については、

物品受払簿（様式 2）に記帳することにより行う。 

 

 

 

６ 避難所の運営 

避難所は、大規模地震発生時に地域住民（避難者）が、一定期間、臨時の生活

拠点として利用するところである。 

 避難所が避難者にとって秩序のとれた臨時の生活拠点として機能するために

は、自主防災組織等の代表、施設管理者及び市職員からなる避難所運営組織に

よる自主的な運営が重要である。 

 避難所運営組織の在り方及び避難所の運営方法については、「避難所運営マニ

ュアル」として別途作成する。 

  なお、避難所に従事する市職員は、避難所運営組織の各構成員との連携のも

と、（１）に示す業務に従事する。 

（１）避難所従事者の職務内容 

  ア～イ 略 

ウ ＭＣＡ無線を活用して、災害対策本部と連絡をとり、避難所の状況の報

告と避難者の支援に関する情報収集に努める。 

エ 避難所内の衛生管理に特に留意し、必要な措置を講じるときは、担当部

長の指示を仰ぐ。 

オ 略 

カ 避難所の安全に常に注意し、危険と判断した場合には災害対策本部に報

告し、避難者を他の安全な場所へ誘導する。 

キ 食糧、その他生活必需物資の配分については、自主防災組織及び災害ボ

ランティア等の協力を得て公平に行う。なお、物資の管理については、

物品受払簿（様式 2）に記帳することにより行う。 
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 修正後 修正前 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 

⑧ 

 

 

 

 

 

⑧ 

ク 避難者名簿を確認し、情報の公開に同意している避難者に限り、訪問者

等からの安否確認等の問い合わせに対応する。 

ケ 避難生活施設の運営に当たっては、努めて融和を図り、避難者の精神的

負担を和らげるようにする。 

コ 避難生活施設の運営状況について、特段の異常がなくとも 1日に 1回午

前 10時に担当部を経由して災害対策本部へ報告するとともに、避難所日

誌（様式 3）に記録する。 

（２）避難生活施設の使用及び管理 

ア 避難生活施設の管理者は、平常時における当該施設の管理者とする。 

イ 避難生活施設の使用（設備、備品等を含む。）及び管理は、すべて施設の

管理者及びその他の責任者の承諾と協力を得て行う。 

（３）避難生活施設の開設期間 

 避難生活施設の開設期間は、災害発生の日から 7 日以内とする。 

 ただし、被害の状況、住宅の応急修理の状況及び応急仮設住宅の建設状況

を勘案し、県を通して内閣総理大臣と協議（災害救助法適用時）並びに施設管

理者との調整により延長できる。 

７ 私設避難所 

（１）略 

（２）対策 

   市災害対策本部は、私設避難所についても、避難生活施設と同様に避難住

民の名簿を作成し、必要な物資や支援が行き届くよう配慮する。その際には、

当該避難住民から協力を得て、代表者を選任させるなど、運営体制を組織す

るように努める。また、情報伝達には、身近な情報入手手段として、大和市広

報 PR ボードを積極的に活用する。 

８～９ 略 

ク 訪問者等からの安否確認等の問い合わせに対応する。 

 

ケ 避難所の運営に当たっては、努めて融和を図り、避難者の精神的負担を

和らげるようにする。 

コ 避難所の運営状況について、特段の異常がなくとも 1日に 1回午前 10

時に担当部を経由して災害対策本部へ報告するとともに、避難所日誌（様

式 3）に記録する。 

（２）避難所の使用及び管理 

ア 避難所の管理者は、平常時における当該施設の管理者とする。 

イ 避難所の使用（設備、備品等を含む。）及び管理は、すべて施設の管理者

及びその他の責任者の承諾と協力を得て行う。 

（３）避難所の開設期間 

 避難所の開設期間は、災害発生の日から 7 日以内とする。 

 ただし、被害の状況、住宅の応急修理の状況及び応急仮設住宅の建設状況

を勘案し、県を通して厚生労働大臣と協議（災害救助法適用時）並びに施設管

理者との調整により延長できる。 

７ 私設避難所 

（１）略 

（２）対策 

   市災害対策本部は、私設避難所についても、指定避難所と同様に避難住民

の名簿を作成し、必要な物資や支援が行き届くよう配慮する。その際には、当

該避難住民から協力を得て、代表者を選任させるなど、運営体制を組織する

ように努める。また、情報伝達には、身近な情報入手手段として、市内 PR ボ

ードを積極的に活用する 

８～９ 略 
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 修正後 修正前 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 

第１２節 交通対策 

１～４ 略 

５ 緊急通行車両の確認手続き 

災害応急対策の従事者及び緊急物資輸送車両等については、県知事又は県公

安委員会が交付する確認標章及び緊急通行車両確認証明書により、通行禁止又

は制限の対象外とする。 

（１）略 

（２）緊急通行車両の確認 

 災害対策基本法第 76 条第 1 項に規定する緊急通行車両であることの確認

並びに同法施行令第 33 条に規定する確認標章及び確認証明書の交付事務手

続きは、県公安委員会（神奈川県警察本部交通規制課、第一交通機動隊、第二

交通機動隊、高速道路交通警察隊、各警察署及び交通検問所）で行う。 

【緊急通行車両の確認標章】 

 

第１３節 緊急輸送対策 

１ 緊急輸送道路の確保 

（１）緊急輸送の範囲 

  ア～オ 略 

  カ 食料、飲料水、生活必需品等の救援用物資 

  キ～ク 略 

（２）略 

（３）輸送対象の想定 

  ア 略 

  イ 第 2 段階 

  （ア）略 

第１２節 交通対策 

１～４ 略 

５ 緊急通行車両の確認手続き 

災害応急対策の従事者及び緊急物資輸送車両等については、県知事又は県公

安委員会が交付する標章及び緊急通行車両確認証明書により、通行禁止又は制

限の対象外とする。 

（１）略 

（２）緊急通行車両の確認 

 災害対策基本法第 76 条第 1 項に規定する緊急通行車両であることの確認

並びに同法施行令第 33 条に規定する標章及び証明書の交付事務手続きは、県

公安委員会（神奈川県警察本部交通規制課、第一交通機動隊、第二交通機動

隊、高速道路交通警察隊、各警察署及び交通検問所）で行う。 

【緊急通行車両の標章】 

 

第１３節 緊急輸送対策 

１ 緊急輸送道路の確保 

（１）緊急輸送の範囲 

  ア～オ 略 

  カ 食糧、飲料水、生活必需品等の救援用物資 

  キ～ク 略 

（２）略 

（３）輸送対象の想定 

  ア 略 

  イ 第 2 段階 

  （ア）略 
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 修正後 修正前 

⑦ 

 

 

 

⑦ 

   （イ）食料、飲料水等生命維持に必要な物資 

   （ウ）～（エ）略 

  ウ 略 

２～４ 略 

５ 緊急通行（輸送）車両の確認 

（１）あらかじめ緊急通行（輸送）車両の事前届出により「事前届出済証」の交付及び

確認証明書の事前の交付を受けている市所有車両ついて、大和警察署（若しくは

県警察本部、交通部三隊、県災害対策課、各地域県政総合センター、交通検問所に

おいても受けることができる。）に緊急通行（輸送）車両の確認申請を行い、災害

対策基本法施行規則第6条に規定する確認標章の交付を受け、車両に配置する。 

 なお、事前届出のない車両を緊急通行（輸送）車両として使用するときは、

緊急通行（輸送）車両確認申請を速やかに提出し、標章及び証明書の交付を受

けて使用する。 

（２）略 

６ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）食糧、飲料水等生命維持に必要な物資 

   （ウ）～（エ）略 

  ウ 略 

２～４ 略 

５ 緊急通行（輸送）車両の確認 

（１）あらかじめ緊急通行（輸送）車両の事前届出により「届出済証」を受けている市

所有車両ついて、大和警察署（若しくは県警察本部、交通検問所においても受ける

ことができる。）に緊急通行（輸送）車両の確認申請を行い、災害対策基本法施行

規則第6条に規定する標章及び証明書の交付を受け、車両に配置する。 

 なお、事前届出のない車両を緊急通行（輸送）車両として使用するときは、

緊急通行（輸送）車両確認申請を速やかに提出し、標章及び証明書の交付を受

けて使用する。 

（２）略 

６ 略 
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 修正後 修正前 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 

 

 

 

 

第１４節 医療及び助産対策 

災害によって多数の傷病者が発生したとき、又は医療機関の一時的混乱により

その機能が停止したときにおいて、救急救護、医療、助産を実施し被災者の迅速

な救護を図る。この節では、医療救護と助産をあわせて「医療救護」という。 

 これらの医療救護に伴う初動医療体制、搬送及び後方医療体制、情報連絡体

制、医薬品及び資機材の確保について、それぞれ施策を定める。 

 医療救護に際しては、県及び災害拠点病院や神奈川DMAT指定病院などの関係

機関と相互に密接な連携を保ち、市医師会等との「災害時における医療活動に関

する協定」に基づき実施する。災害救助法の適用後は、県に対し救護を要請す

る。 

 

１ 医療救護対策 

（注）： 後方医療施設とは、災害時の負傷者の受け入れ、救護班の派遣など医療救

護活動の中心的役割を担う施設であり、県は災害拠点病院として33箇所を指

定している。そのうち県央医療圏では、大和市立病院と厚木市立病院が災害

拠点病院に指定されている。 

（１）～（２）略 

２ 医薬品、資器材の確保 

（１）市における対応 

  ア 略 

  イ 市は医療救護所を開設する避難生活施設等に、十分な医薬品等が供給さ

れるまでの間に対応できる医薬品、資器材を備蓄する。 

（２）略 

 

 

第１４節 医療及び助産対策 

災害によって多数の傷病者が発生したとき、又は医療機関の一時的混乱により

その機能が停止したときにおいて、救急救護、医療、助産を実施し被災者の迅速

な救護を図る。この節では、医療救護と助産をあわせて「医療救護」という。 

 これらの医療救護に伴う初動医療体制、搬送及び後方医療体制、情報連絡体

制、医薬品及び資機材の確保について、それぞれ施策を定める。 

 医療救護に際しては、県及び災害医療拠点病院や神奈川DMAT指定病院などの

関係機関と相互に密接な連携を保ち、市医師会等との「災害時における医療活動

に関する協定」に基づき実施する。災害救助法の適用後は、県に対し救護を要請

する。 

１ 医療救護対策 

（注）： 後方医療施設とは、災害時の負傷者の受け入れ、救護班の派遣など医療救

護活動の中心的役割を担う施設であり、県は災害医療拠点病院として33箇所

を指定している。そのうち県央医療圏では、大和市立病院と厚木市立病院が

災害医療拠点病院に指定されている。 

（１）～（２）略 

２ 医薬品、資器材の確保 

（１）市における対応 

  ア 略 

  イ 市は医療救護所を開設する避難所等に、十分な医薬品等が供給されるま

での間に対応できる医薬品、資器材を備蓄する。 

（２）略 
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 修正後 修正前 

⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 

第１５節 行方不明者の捜索及び遺体の収容、対策、埋・火葬 

 災害により行方不明あるいは死亡したと推定される者が発生したときは、捜

索、収容、対策及び埋・火葬について各関係機関と連携をとり、遅滞なく実施

し、人心の安定を図る。 

 災害時において死亡していると推定される者の捜索、収容及び埋葬は市長が実

施する。ただし、災害救助法が適用された場合は、同法の規定に基づき知事から

の事務委任により行う。 

１ 略 

２ 遺体対策 

（１）遺体対策方法 

 遺体対策は、警察等と協力して担当部が次により行う。 

  ア～カ 略 

  キ 遺体の引き渡し 

    市は、警察による検視等及び医師による検案が終了し、身元が明らかに

なった遺体を遺族又は関係者に引き渡す。 

    身元が確認できない遺体については、市が遺体対策及び引き取りを行

う。なお、この場合、市と警察は遺体の引き渡し作業を協力して行う。 

  ク～ケ 略 

（２）遺体対策の機関 

   災害発生の日から 10 日以内。ただし、内閣総理大臣と協議のうえ、延長

することができる。 

３ 遺体の埋・火葬 

  遺体の引き取り人がない場合、又は引取人があっても災害による混乱のため

遺体対策ができない場合、火葬及び焼骨の一時保管を応急的に実施する。 

  

第１５節 行方不明者の捜索及び遺体の収容、処理、埋・火葬 

災害により行方不明あるいは死亡したと推定される者が発生したときは、捜

索、収容、処理及び埋・火葬について各関係機関と連携をとり、遅滞なく実施

し、人心の安定を図る。 

 災害時において死亡していると推定される者の捜索、収容及び埋葬は市長が実

施する。ただし、災害救助法が適用された場合は、同法の規定に基づき知事から

の事務委任により行う。 

１ 略 

２ 遺体の処理 

（１）遺体の処理方法 

遺体の処理は、警察等と協力して担当部が次により行う。 

  ア～カ 略 

  キ 遺体の引き渡し 

    市は、警察による検視等及び医師による検案が終了し、身元が明らかに

なった遺体を遺族又は関係者に引き渡す。 

    身元が確認できない遺体については、市が遺体処理及び引き取りを行

う。なお、この場合、市と警察は遺体の引き渡し作業を協力して行う。 

  ク～ケ 略 

（２）遺体処理の機関 

   災害発生の日から 10 日以内。ただし、厚生労働大臣と協議のうえ、延長

することができる。 

３ 遺体の埋・火葬 

遺体の引き取り人がない場合、又は引取人があっても災害による混乱のため

遺体処理ができない場合、火葬及び焼骨の一時保管を応急的に実施する。 
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 修正後 修正前 

 

⑦ 

 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 

（１）～（３）略 

（４）災害発生の日から 10 日以内。ただし、内閣総理大臣と協議のうえ、延長

することができる。 

（５）埋・火葬の場所 

区  分 施  設  名 所  在  地 電話番号 

焼骨の一時保管 

各寺院 市内  

大和市無縁納骨堂 大和市柳橋五丁目 1 番  

火  葬 大和斎場 大和市西鶴間八丁目 10 番 8 号 264－5566 

 

第１６節 応急給水対策 

１～４ 略 

５ 応急給水活動 

（１）給水所の指定 

   給水は、市があらかじめ指定した給水所、原則として医療救護所、医療機

関、福祉施設、避難生活施設において行う集中給水方式とする。給水所を指

定したときは、当該地にその旨を表示するとともに、県営水道並びに大和市

管工事協同組合等に対し通知する。 

（２）水源の確保 

ア 県営水道の災害用指定配水池 

【大和市周辺の県営水道の配水池】 

 

配水池 所 在 地 有効容量 確保水量 所管水道営業所 

大和配水池 大和市上草柳 1846 番地 20,000ｍ３ 11,000ｍ３ 大和水道営業所 

上今泉配水池 海老名市上今泉四丁目 22 番 19,020ｍ３ 8,550ｍ３ 海老名水道営業所 
 

（１）～（３）略 

（４）災害発生の日から 10 日以内。ただし、厚生労働大臣と協議のうえ、延長

することができる。 

（５）埋・火葬の場所 

区  分 施  設  名 所  在  地 電話番号 

焼骨の一時保管 

各寺院 市内  

大和市無縁納骨堂 大和市柳橋 5―1  

火  葬 大和斎場 大和市西鶴間 8―10―8 264－5566 

 

第１６節 応急給水対策 

１～４ 略 

５ 応急給水活動 

（１）給水所の指定 

   給水は、市があらかじめ指定した給水所、原則として医療救護所、医療機

関、福祉施設、指定避難所において行う集中給水方式とする。給水所を指定

したときは、当該地にその旨を表示するとともに、県営水道並びに大和市管

工事協同組合等に対し通知する。 

（２）水源の確保 

ア 県営水道の災害用指定配水池 

【大和市周辺の県営水道の配水池】 

 

配水池 所 在 地 有効容量 確保水量 所管水道営業所 

大和配水池 大和市上草柳 1846 20,000ｍ３ 11,000ｍ３ 大和水道営業所 

上今泉配水池 海老名市上今泉 4-22 19,020ｍ３ 8,550ｍ３ 海老名水道営業所 
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 修正後 修正前 

 

 

 

 

 

⑥ 

 

 

 

 

 

⑦ 

イ～ウ 略 

エ 避難生活施設のプール・井戸水 

各避難生活施設に整備されているプールの水は、ろ水機を活用して、生活

用水として使用する。避難生活施設に井戸が整備されている場合も同様に井

戸水を使用する。 

  オ 井戸水（個人保有井戸、農業用深井戸、企業用深井戸） 

   原則的に生活用水として使用する。（削除） 

   

カ 略 

（３）～（４）略 

 

第１７節 食料供給対策 

災害により市民が食料や自炊手段を失ったときに、被災者及び救助活動に従事

する者に対して食料の応急供給を行う。 

 食料の供給は、被災者及び救助活動に従事する者の年齢、体調等を考慮して品

目を決定し、適切な応急供給を行う 

１ 給食需要の把握 

（１）食料の応急供給 

  ア 略 

  イ 応急供給対象者 

   （ア）避難している者 

   （イ）～（カ）略 

  ウ 略 

 

 

イ～ウ 略 

エ 学校のプール・井戸水 

各学校に整備されているプールの水は、ろ水機を活用して、生活用水と

して使用する。学校に井戸が整備されている場合も同様に井戸水を使用す

る。 

  オ 井戸水（個人保有井戸、農業用深井戸、企業用深井戸） 

   原則的に生活用水として使用する。飲料水として用いる場合には事前に水

質検査を実施する。 

  カ 略 

 

（３）～（４）略 

 

第１７節 食糧供給対策 

災害により市民が食糧や自炊手段を失ったときに、被災者及び救助活動に従事

する者に対して食糧の応急供給を行う。 

 食糧の供給は、被災者及び救助活動に従事する者の年齢、体調等を考慮して品

目を決定し、適切な応急供給を行う 

１ 給食需要の把握 

（１）食糧の応急供給 

  ア 略 

  イ 応急供給対象者 

   （ア）避難所に収容された者 

   （イ）～（カ）略 

  ウ 略 
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 修正後 修正前 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 

 

２ 給食能力の把握 

（１）給食関係施設の被害状況の把握 

ア 食料集積センターにおける給食施設（給食調理場）について、炊き出し可

能かどうかを把握する。 

イ 略 

（２）市備蓄・業者調達可能量の把握 

【市が備蓄する食料】 

【食料・米穀等を取り扱う業者】 

 名    称 所  在  地 電話番号 

食料 株式会社ゼンショー 東京都港区港南二丁目 18 番 1 号 03-6833-1600 

米穀 

北相米穀株式会社 相模原市中央区清新六丁目 15 番 13 号 042-772-7311 

木徳神糧株式会社 東京都千代田区神田小川町二丁目 8 号 03-3233-5121 

食料 

・ 

米 

生活協同組合コープかながわ 

生活協同組合連合会ユーコープ 

事業連合 

横浜市港北区新横浜二丁目 5 番 11 号 

045-472-7911 

045-472-0011 

 

３ 応急供給の方針 

（１）応急供給品目 

 応急供給品目は、市が調達する米穀及び備蓄する保存食料と、協定締結事

業者や自治体等から供給される各種食料とし、特に乳幼児や高齢者等に対し

ては年齢や健康状態等に配慮して決定すること。 

 

 

 

 

２ 給食能力の把握 

（１）給食関係施設の被害状況の把握 

ア 食糧集積センターにおける給食施設（給食調理場）について、炊き出し可

能かどうかを把握する。 

イ 略 

（２）市備蓄・業者調達可能量の把握 

【市が備蓄する食糧】 

【食糧・米穀等を取り扱う業者】 

 名    称 所  在  地 電話番号 

食糧 株式会社ゼンショー 東京都港区港南 2-18-1 045-316-6996 

米穀 

北相米穀株式会社 相模原市中央区清新 6-15-13 0427-72-7311 

木徳神糧株式会社 東京都江戸川区西瑞江 2-14-6 045-621-5844 

食糧 

・ 

米 

生活協同組合コープかながわ 

生活協同組合連合会ユーコープ 

事業連合 

横浜市港北区新横浜 2-5-11 

045-472-7911 

045-472-0011 

 

３ 応急供給の方針 

（１）応急供給品目 

 応急供給品目は、市が調達する米穀及び備蓄する保存食糧と、協定締結事

業者や自治体等から供給される各種食糧とし、特に乳幼児や高齢者等に対し

ては年齢や健康状態等に配慮して決定すること。 
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 修正後 修正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）応急供給の数量 

供 給 対 象 

１食当り精

米換算供給

限度量 

供 給 方 法 備  考 

 被災者に対し、

炊き出しによる

供給を行う必要

がある場合 

 

200ｇ／食

の範囲内 

 市長は給食又は供

給を行わせることを

適当と認める責任者

を指定して、供給又は

給食を実施させる。 

 知事は災害の状況

により必要と認めた

場合は、速やかに災害

発生状況又は給食を

必要とする事情及び

これに伴う給食に必

要な米穀（応急用米

穀）の数量等を農林水

産省（生産局農産部貿

易業務課）に要請す

る。 

  

 災害救助法が発動され

た場合、政府所有食料の供

給に関して、知事に供給を

要請する。 

 市長は、交通、通信の途

絶のため、災害救助用米穀

の引取りに関する知事の

指示を受けられない場合

には、農林水産省（生産局

農産部貿易業務課）に要請

する。 

 被災により供

給機関が通常の

供給を行うこと

ができないため、

その機関を通じ

ないで供給を行

う場合 

 

 

400ｇ／食

の範囲内 

 災害現場にお

ける救助作業、急

迫した災害の防

止及び緊急復旧

作業に従事する

ものに対して給

食を行う場合 

 

 

300ｇ／食

の範囲内 

 

（２）応急供給の数量 

供 給 対 象 

１食当り精

米換算供給

限度量 

供 給 方 法 備  考 

 被災者に対し、

炊き出しによる

供給を行う必要

がある場合 

 

200ｇ／食

の範囲内 

 市長は給食又は供

給を行わせることを

適当と認める責任者

を指定して、供給又は

給食を実施させる。 

 知事は災害の状況

により必要と認めた

場合は、速やかに災害

発生状況又は給食を

必要とする事情及び

これに伴う給食に必

要な米穀（応急用米

穀）の数量等を農林水

産省（生産局農産部貿

易業務課）に要請す

る。 

  

 災害救助法が発動され

た場合、政府所有食糧の供

給に関して、知事に供給を

要請する。 

 市長は、交通、通信の途

絶のため、災害救助用米穀

の引取りに関する知事の

指示を受けられない場合

には、農林水産省（生産局

農産部貿易業務課）に要請

する。 

 被災により供

給機関が通常の

供給を行うこと

ができないため、

その機関を通じ

ないで供給を行

う場合 

 

 

400ｇ／食

の範囲内 

 災害現場にお

ける救助作業、急

迫した災害の防

止及び緊急復旧

作業に従事する

ものに対して給

食を行う場合 

 

 

300ｇ／食

の範囲内 

 



 

- 55 - 

 修正後 修正前 

 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 

⑧ 

 

４ 給食活動の実施 

（１）食料等の調達 

  ア 米穀 

（ア）食料確保担当部は、給食活動の必要が生じたときは、速やかに把握し

た量を小売業又は卸売業者の保有分により調達する。 

（イ）略 

イ パン缶、アルファ米等 

 炊き出しに至るまでの応急食料として、市備蓄のもので対応する 

ウ 略 

エ 供給食料の受け入れ 

    県から供給される食料は、総合防災センター及び県広域防災活動拠点で

受け入れる。 

   （総合防災センター） 

    厚木市下津古久 280 番地 

   （本市に対する広域防災活動拠点） 

    相模原市中央区弥栄三丁目 1番 8号 県立弥栄高等学校 

（２）食料等の輸送 

 食料確保担当部は、市が調達する食料及び県から給付を受けた食料を食料

集積センターに集め、緊急輸送車両で、避難生活施設等の供給地へ輸送する。 

 災害の状況によっては、調達先からの配給地への直接輸送や、調達先の業

者による直接輸送等を考慮し実施する。 

 

 

 

 

４ 給食活動の実施 

（１）食糧等の調達 

  ア 米穀 

（ア）食糧確保担当部は、給食活動の必要が生じたときは、速やかに把握し

た量を小売業又は卸売業者の保有分により調達する。 

（イ）略 

イ パン缶、アルファ米等 

 炊き出しに至るまでの応急食糧として、市備蓄のもので対応する 

ウ 略 

エ 供給食糧の受け入れ 

    県から供給される食糧は、総合防災センターおよび県広域防災活動拠点

で受け入れる。 

   （総合防災センター） 

    厚木市下津古久 280 

   （本市に対する広域防災活動拠点） 

    相模原市中央区弥栄 3-1-8 県立弥栄高等学校 

（２）食糧等の輸送 

 食糧確保担当部は、市が調達する食糧及び県から給付を受けた食糧を食糧

集積センターに集め、緊急輸送車両で、指定避難所等の供給地へ輸送する。 

 災害の状況によっては、調達先からの配給地への直接輸送や、調達先の業

者による直接輸送等を考慮し実施する。 
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 修正後 修正前 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 

（３）炊き出しの実施 

ア 米飯の炊き出しは、原則として食料集積センターの給食共同調理場施設

を使用する。 

イ 炊き出しの従事者は、食料確保担当部炊き出し担当員及び調理場職員、

大規模災害時食料供給業務に関する協定による調理委託業者をもって充て

るが、必要と認めるときは自主防災組織、地域の団体、日赤奉仕団、自衛

隊、その他ボランティアの協力を得て実施する。 

（食料集積センター） 

 北部地区 ― 北部学校給食共同調理場 

 中部地区 ― 中部学校給食共同調理場 

 南部地区 ― 南部学校給食共同調理場 

５ 災害救助法が適用された場合の留意事項 

（１）略 

（２）炊き出し期間 

 炊き出しその他による食品の給与を実施できる期間は、災害発生の日から

7 日以内とする。 

 ただし、内閣総理大臣と協議のうえ延長することができる。 

【応急食料の系統図】 

 

 

 

 

 

 

 

（３）炊き出しの実施 

ア 米飯の炊き出しは、原則として食糧集積センターの給食共同調理場施設

を使用する。 

イ 炊き出しの従事者は、食糧確保担当部炊き出し担当員及び調理場職員、

大規模災害時食糧供給業務に関する協定による調理委託業者をもって充て

るが、必要と認めるときは自主防災組織、地域の団体、日赤奉仕団、自衛

隊、その他ボランティアの協力を得て実施する。 

（食糧集積センター） 

 北部地区 ― 北部学校給食共同調理場 

 中部地区 ― 中部学校給食共同調理場 

 南部地区 ― 南部学校給食共同調理場 

５ 災害救助法が適用された場合の留意事項 

（１）略 

（２）炊き出し期間 

 炊き出しその他による食品の給与を実施できる期間は、災害発生の日から

7 日以内とする。 

 ただし、厚生労働大臣と協議のうえ延長することができる。 

【応急食糧の系統図】 
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 修正後 修正前 

 

 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

⑦ 

 

第１８節 生活必需物資供給対策 

１～３ 略 

４ 生活必需物資の調達 

 備蓄物資とあらかじめ協定を締結した生活必需物資等の販売業者から調達す

る。ただし、市で調達が困難な場合は、県に対して支援の要請を行う。県から供

給される物資は、総合防災センター及び広域防災活動拠点で受け入れる。 

 調達した生活必需物資については、物資調達台帳に記入し整理する。（第 2 号

様式） 

（総合防災センター） 

厚木市下津古久 280 番地 

（本市に対する広域防災活動拠点） 

相模原市中央区弥栄三丁目 1 番 8 号 県立弥栄高等学校 

５ 生活必需物資の調達 

  生活必需物資確保担当部は、市が調達する生活必需物資及び県から給付を受

けた生活必需物資を生活必需物資集積センターに集め、緊急輸送車両で避難生

活施設等の供給地に輸送する。 

  災害の状況によっては、調達先から配給地への直接輸送や、調達先の業者に

よる直接輸送等を考慮し実施する。供給を行った生活必需物資については、物

資供給状況書に記入し整理する。（第 1号様式） 

６ 災害救助法が適用された場合の留意事項 

（１）略 

（２）災害発生の日から 10 日以内とする。ただし内閣総理大臣と協議のうえ延長す

ることができる。 

第１８節 生活必需物資供給対策 

１～３ 略 

４ 生活必需物資の調達 

 備蓄物資とあらかじめ協定を締結した生活必需物資等の販売業者から調達す

る。ただし、市で調達が困難な場合は、県に対して支援の要請を行う。県から供

給される物資は、総合防災センター及び広域防災活動拠点で受け入れる。 

 調達した生活必需物資については、物資調達台帳に記入し整理する。（第 2 号

様式） 

（総合防災センター） 

厚木市下津古久 280 

（本市に対する広域防災活動拠点） 

相模原市中央区弥栄 3-1-8 県立弥栄高等学校 

５ 生活必需物資の調達 

  生活必需物資確保担当部は、市が調達する生活必需物資及び県から給付を受

けた生活必需物資を生活必需物資集積センターに集め、緊急輸送車両で指定避

難所等の供給地に輸送する。 

  災害の状況によっては、調達先から配給地への直接輸送や、調達先の業者に

よる直接輸送等を考慮し実施する。供給を行った生活必需物資については、物

資供給状況書に記入し整理する。（第 1号様式） 

 

６ 災害救助法が適用された場合の留意事項 

（１）略 

（２）災害発生の日から 10 日以内とする。ただし厚生労働大臣と協議のうえ延長す

ることができる。 
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 修正後 修正前 

 

 

 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 

第１９節 生活確保対策 

１ 略 

２ 応急危険度判定 

（１）活動の内容 

  被災した建築物（一般住宅を含む。）が、引き続き安全に使用できるか否か

を所有者等に対して判定標識等によって知らせることにより、被災建築物の二

次的災害の防止に努める。 

  判定は、防災基幹施設、避難生活施設、公共施設等を優先して行い、一般住

宅等の建築物へ移行する。 

（２）～（３）略 

３ 略 

４ 応急仮設住宅の建設、住宅の応急修理 

（１）略 

（２）応急仮設住宅の建設 

  ア～ウ 略 

  エ 着工、完成の期間 

  （ア）略 

  （イ）着工期間の延長は、大震災等で 20 日以内に着工できない場合は、事

前に内閣総理大臣と協議のうえ必要最小限度の期間を延長することがあ

る。 

  オ 略 

（３）～（４）略 

５ 略 

   

第１９節 生活確保対策 

１ 略 

２ 応急危険度判定 

（１）活動の内容 

  被災した建築物（一般住宅を含む。）が、引き続き安全に使用できるか否か

を所有者等に対して判定標識等によって知らせることにより、被災建築物の二

次的災害の防止に努める。 

  判定は、防災基幹施設、指定避難所、公共施設等を優先して行い、一般住宅

等の建築物へ移行する。 

（２）～（３）略 

３ 略 

４ 応急仮設住宅の建設、住宅の応急修理 

（１）略 

（２）応急仮設住宅の建設 

  ア～ウ 略 

  エ 着工、完成の期間 

  （ア）略 

  （イ）着工期間の延長は、大震災等で 20 日以内に着工できない場合は、事

前に厚生労働大臣と協議のうえ必要最小限度の期間を延長することがあ

る。 

  オ 略 

（３）～（４）略 

５ 略 
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 修正後 修正前 

⑤ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 

６ 防疫及び保健衛生 

災害により感染症等の疾病の発生が多分に予想されるので、被災地域の環境

衛生保持の万全と健康維持を期するため、防疫及び保健衛生活動を実施する。 

 活動に際しては、市単独では困難なため、厚木保健福祉事務所大和センター

等関係機関に協力を要請し、適切に進める。 

（１）略 

（２）保健衛生 

  ア 衛生活動 

（ア）被災者に対する衛生指導 

 厚木保健福祉事務所大和センターと連携して被災地、特に避難所等にお

いては、生活環境を確保するため、被災住民等に対して常に良好な衛生状

態を保つように、衛生管理、消毒、手洗いの励行等を指導する。また必要

に応じて、食中毒を防止するため、必要な措置を県に依頼する。加えて、

避難の長期化等の必要に応じて、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗

濯等の頻度、ごみ処理の状況など、衛生状態の把握に努め、必要な措置を

講じる。 

７ 略 

８ ペットの管理 

（１）飼主の義務 

  ペットは、原則として動物飼育者が管理を行う。飼主は、災害時に備えて、ペ

ットのしつけ、健康管理、迷子にならないための対策、ペット用の避難用品、備

蓄品の確保等の対策を行う。 

 

 

６ 防疫及び保健衛生 

災害により感染症等の疾病の発生が多分に予想されるので、被災地域の環境

衛生保持の万全と健康維持を期するため、防疫及び保健衛生活動を実施する。 

 活動に際しては、市単独では困難なため、保健福祉事務所等関係機関に協力

を要請し、適切に進める。 

（１）略 

（２）保健衛生 

  ア 衛生活動 

（ア）被災者に対する衛生指導 

 保健福祉事務所と連携して被災地、特に避難所等においては、生活環境

を確保するため、被災住民等に対して常に良好な衛生状態を保つように、

衛生管理、消毒、手洗いの励行等を指導する。また必要に応じて、食中毒

を防止するため、必要な措置を県に依頼する。加えて、避難の長期化等の

必要に応じて、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、ごみ処

理の状況など、衛生状態の把握に努め、必要な措置を講じる。 

 

７ 略 

８ 飼育動物（ペット）の管理 

  飼育動物は、原則として動物飼育者が管理を行う。市は、災害時に備えてペ

ットの飼主が平常時から備えておくべき事項等の普及啓発と避難所におけるペ

ットのためのスペース確保に努める。 

  市は、被災地における飼育動物の保護、人畜共通感染症の予防及び動物によ

る咬傷事故等を予防するため、必要に応じて獣医師会、動物愛護協会、ボランテ

ィア等に協力を求め、被災動物の保護収容等の措置を講ずる。 
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 修正後 修正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）市の取り組み 

  ア 感染症等の予防 

   市は、被災地におけるペットの保護、人畜共通感染症の予防及び動物によ

る咬傷事故等を予防するため、必要に応じて獣医師会、動物愛護協会、ボラン

ティア等に協力を求め、被災動物の保護収容等の措置を講ずる。 

  イ 避難生活施設 

   市は、災害時に備えてペットの飼主が平時から備えておくべき事項等の普

及啓発と避難生活施設におけるペットのためのスペース確保に努める。 

９ 略 

１０ 災害相談・広聴対策 

（１）災害相談 

  ア 略 

  イ 相談業務の内容 

  （ア）略 

（イ）避難生活、救援食料・水・生活必需品等の問い合わせ 

（ウ）～（キ）略 

ウ 略 

（２）略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 略 

１０ 災害相談・広聴対策 

（１）災害相談 

  ア 略 

  イ 相談業務の内容 

  （ア）略 

（イ）避難所生活、救援食糧・水・生活必需品等の問い合わせ 

（ウ）～（キ）略 

ウ 略 

（２）略 
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 修正後 修正前 

 

 

⑤ 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 

⑧ 

第２０節 ライフライン施設の応急対策（上下水道・電気・ガス・電話・鉄道） 

１～２ 略 

３ 電気施設応急対策 

 地震災害により電気施設に被害があった場合は、二次災害の発生を防止し、

速やかに応急復旧を行い電気供給施設としての機能を維持する。 

（東京電力パワーグリッド株式会社相模原支社） 

４ 略 

５ 電話（通信）施設等応急対応 

《電話（通信）の確保》 略 

《電話（通信）の応急措置》 

（１）略 

（２）応急措置 

  ア～イ 略 

  ウ 罹災者が利用する避難生活施設に特設公衆電話の設置に努める。 

（３）略 

６ 略 

第２０節 ライフライン施設の応急対策（上下水道・電気・ガス・電話・鉄道） 

１～２ 略 

３ 電気施設応急対策 

 地震災害により電気施設に被害があった場合は、二次災害の発生を防止し、

速やかに応急復旧を行い電気供給施設としての機能を維持する。 

（東京電力㈱相模原支社） 

４ 略 

５ 電話（通信）施設等応急対応 

《電話（通信）の確保》 略 

《電話（通信）の応急措置》 

（１）略 

（２）応急措置 

  ア～イ 略 

  ウ り災者が利用する避難所に特設公衆電話の設置に努める。 

（３）略 

６ 略 
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 修正後 修正前 

 

 

 

 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 

⑧ 

第２１節 文教対策 

１ 略 

２ 応急教育対策 

（１）～（３）略 

（４）学用品の給与 

ア 災害救助法が適用された場合には、同法の基準に基づき学用品の給与を

行う。 

 同法が適用されない場合には、災害の規模範囲及び被害の程度等により、

災害救助法の基準に準じた給与を行う。 

 この場合、市教育委員会は、調達及び支給にあたっては校長と協議する。 

イ 給与の期間 

 被災した児童等に対する学用品の給与は、教科書及び教材については災

害発生の日から 1 ケ月以内、文房具及び通学用品については 15 日以内に完

了する。 

 

（５）給食 

  ア 給食の実施方法 

    学校施設を避難生活施設として使用した場合、給食調理場等給食施設は、

応急炊き出し給食用施設として利用され、通常給食施設としての使用がで

きなくなる。したがって、児童等の給食は、災害時の応急炊き出し用食料と

同様な配給を受け、給食を実施する。 

（６）略 

３～５ 略 

 

 

第２１節 文教対策 

１ 略 

２ 応急教育対策 

（１）～（３）略 

（４）学用品の支給 

ア 災害救助法が適用された場合には、同法の基準に基づき学用品の給与を

行う。 

 同法が適用されない場合には、災害の規模範囲及び被害の程度等により、

災害救助法の基準に準じた支給を行う。 

 この場合、市教育委員会は、調達及び支給にあたっては校長と協議する。 

イ 支給の期間 

 被災した児童等に対する学用品の給与は、教科書及び教材については災

害発生の日から 1 ケ月以内、文房具及び通学用品については 15 日以内に完

了する。 

 

（５）給食 

  ア 給食の実施方法 

    学校施設を避難所として使用した場合、給食調理場等給食施設は、応急

炊き出し給食用施設として利用され、通常給食施設としての使用ができな

くなる。したがって、児童等の給食は、災害時の応急炊き出し用食糧と同様

な配給を受け、給食を実施する。 

（６）略 

３～５ 略 
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 修正後 修正前 

 

 

 

⑧ 

第２２節 略 

第２３節 要配慮者・避難行動要支援者対策 

１ 略 

２ 要配慮者への生活支援 

  市は、要配慮者等の生活を支援するため、以下の対策を講じる。 

（１）避難生活施設等の運営 

ア 要配慮者に配慮したうえで避難生活施設等の運営に当たるものとし、緊急

物資を優先的に提供するよう努める。 

イ 女性に配慮した避難生活施設等運営を行うため、避難生活施設運営委員会

には複数の女性を参加させるように努める。 

ウ 女性や乳幼児に配慮した、授乳室、男女別更衣室、物干し場などの設置に

努める。生理用品、女性用下着の女性による配布など、女性の生活環境を良

好に保つとともに、安全性を確保し、女性や子育て家庭のニーズに配慮して

避難生活施設等を運営する。 

 エ～カ 略 

（２）～（４）略 

３～４ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２２節 略 

第２３節 要配慮者・避難行動要支援者対策 

１ 略 

２ 要配慮者への生活支援 

  市は、要配慮者等の生活を支援するため、以下の対策を講じる。 

（１）避難所の運営 

ア 要配慮者に配慮したうえで避難所の運営に当たるものとし、緊急物資を優

先的に提供するよう努める。 

イ 女性に配慮した避難所運営を行うため、避難生活施設運営委員会には複数

の女性を参加させるように努める。 

ウ 女性や乳幼児に配慮した、授乳室、男女別更衣室、物干し場などの設置に

努める。生理用品、女性用下着の女性による配布など、女性の生活環境を良

好に保つとともに、安全性を確保し、女性や子育て家庭のニーズに配慮して

避難所を運営する。 

 エ～カ 略 

（２）～（４）略 

３～４ 略 
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 修正後 修正前 

⑥ 第３章 災害復旧・復興対策計画 

第１節～第２節 略 

 

第３節 復旧・復興に関する調査 

１～３ 略 

４ 生活再建支援に係る調査 

（１）罹災証明用住宅被災状況調査 

市は、災害見舞金を支給するために必要な罹災証明を発行するため、「全壊、

焼失、半壊建築物数及びデータ」等を基に、罹災証明の根拠となる住宅の被災

状況を把握するとともに、情報が不足している地域等については補足調査を

行う。 

（２）～（４）略 

５～６ 略 

 

第４節～第１０節 略 

 

第１１節 市税の減免等 

 罹災した納税義務者に対して、大和市市税条例等の規定により減免等の措置を

講じる。 

１～２ 略 

 

 

 

 

 

第３章 災害復旧・復興対策計画 

第１節～第２節 略 

 

第３節 復旧・復興に関する調査 

１～３ 略 

４ 生活再建支援に係る調査 

（１）り災証明用住宅被災状況調査 

市は、災害見舞金を支給するために必要なり災証明を発行するため、「全壊、

焼失、半壊建築物数及びデータ」等を基に、り災証明の根拠となる住宅の被災

状況を把握するとともに、情報が不足している地域等については補足調査を

行う。 

（２）～（４）略 

５～６ 略 

 

第４節～第１０節 略 

 

第１１節 市税の減免等 

 り災した納税義務者に対して、大和市市税条例等の規定により減免等の措置を

講じる。 

１～２ 略 
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 修正後 修正前 

⑥ 第１２節 罹災証明書の発行 

罹災証明は、災害対策基本法第九十条の二に基づき、災害により被災した住家

等について、その被害の程度を証明したものである。災害救助法等による各種施

策や市税の減免等、各種保険の請求等を行うに当たって必要となるため、被災者

の応急的な救済を目的に、早期かつ適切に発行する。 

１ 発行手続き 

（１）被害調査の実施 

市は、罹災証明書の発行に先立ち住民基本台帳を利用するなどして、必要な

被害情報の調査を行う。この場合、専門的な確認等を必要とするときなどに

おいては、関係各部または関係団体等の協力を得て行う。罹災証明が、被災者

支援を実施するうえで重要な役割を果たすことから、協定先自治体等から必

要な人員を確保して遅滞なく調査を実施する。 

（２）略 

（３）罹災証明書の発行事務 

市は、被災者の「罹災証明書」発行申請を受けた場合に、上記被災者台帳で

被害状況を確認し、発行できるよう、必要な人員を確保する。また、市内の被

災状況によっては、郵送による受付・発行も行う。 

２ 証明の範囲 

罹災証明書を発行する被害の種類は、次のものとする。 

（１）～（２）略 

３ 罹災証明発行の実施に関する広報 

  市本部は、罹災証明の実施方針の確認ができ次第、速やかにその内容を広報

する。罹災証明を必要とする各種施策の広報が必要な場合は、担当部との連携

を図る。また、応急危険度判定との違いについて説明する。 

 

第１２節 り災証明書の発行 

り災証明は、災害救助法等による各種施策や市税の減免等、各種保険の請求等

を行うに当たって必要となるため、被災者の応急的な救済を目的に、早期かつ適

切に発行する。 

 

１ 発行手続き 

（１）被害調査の実施 

市は、り災証明書の発行に先立ち住民基本台帳を利用するなどして、必要な

被害情報の調査を行う。この場合、専門的な確認等を必要とするときなどに

おいては、関係各部または関係団体等の協力を得て行う。り災証明が、被災者

支援を実施するうえで重要な役割を果たすことから、協定先自治体等から必

要な人員を確保して遅滞なく調査を実施する。 

（２）略 

（３）り災証明書の発行事務 

市は、被災者の「り災証明書」発行申請を受けた場合に、上記被災者台帳で

被害状況を確認し、発行できるよう、必要な人員を確保する。また、市内の被

災状況によっては、郵送による受付・発行も行う。 

２ 証明の範囲 

り災証明書を発行する災害の種類は、次のものとする。 

（１）～（２）略 

３ り災証明発行の実施に関する広報 

  市本部は、り災証明の実施方針の確認ができ次第、速やかにその内容を広報

する。り災証明を必要とする各種施策の広報が必要な場合は、担当部との連携

を図る。また、応急危険度判定との違いについて説明する。 
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 修正後 修正前 

⑦ 第１３節 市民生活安定のための措置 

１～５ 略 

６ 応急金融対策の実施 

（１）日本銀行横浜支店の措置 

  ア 銀行券の発行並びに通貨及び金融の調節 

  （ア）通貨の円滑な供給の確保 

     日本銀行横浜支店は、被災地における金融機関の現金保有状況の把握 

に努め、必要に応じ被災地所在の金融機関に臨時に発行元銀行券を寄託 

し、あるいは既存の寄託発行元銀行券の活用を図るほか、金融機関の所 

要現金の確保について必要な措置を講ずるなど、通貨の円滑な供給の確 

保に万全の措置を講じる。 

     なお、被災地における損傷日本銀行券及び損傷貨幣の引換えについて 

は、状況に応じ職員を現地に派遣する等必要な措置を講じる。 

  （イ）輸送、通信手段の確保 

     日本銀行横浜支店は、被災地における現金供給のため緊急に現金を輸 

送し、又は通信を行う必要があるときは、関係行政機関等と密接に連絡 

のうえ、各種輸送、通信手段の活用を図る。 

  （ウ）通貨及び金融の調節 

     日本銀行横浜支店は、災害発生時等において、必要に応じ適切な通貨 

及び金融の調節を行う。 

     

  イ 資金決済の円滑の確保を通じ信用秩序の維持に資するための措置 

  （ア）決済システムの安定的な運行に係る措置 

     日本銀行横浜支店は、災害発生時において、金融機関の間で行われる資金 

決済の円滑な確保を図るため、必要に応じ、日本銀行金融ネットワークシ 

ステムその他の決済システムの安定的な運行に係る措置を実施する。ま 

た、必要に応じ、関連する決済システムの運営者等に対し、参加者の業務に 

支障が出ないように考慮し適切な措置を講ずることを要請する。 

第１３節 市民生活安定のための措置 

１～５ 略 

６ 応急金融対策の実施 

（１）日本銀行横浜支店の措置 

  ア 通貨の円滑な供給の確保 

    被災地における金融機関の現金保有状況の把握に努め、必要に応じ被災

地所在の金融機関に臨時に発行元銀行券を寄託し、あるいは既存の寄託発

行元銀行券の活用を図るほか、金融機関の所要現金の確保について必要な

指導、補助を行う等により、通貨の円滑な供給の確保に万全の措置を講ず

る。 

  イ 輸送、通信手段の確保 

    被災地における現金供給のため、緊急に現金を輸送し、又は通信を行う

必要があるときは、関係行政機関等と密接に連絡のうえ、各種輸送、通信手

段の活用を図る。 

  ウ 金融機関の業務運営の確保 

    関係行政機関と協議のうえ被災金融機関が早急に営業開始ができるよう

あっ旋、指導等を行う。また、必要に応じて、金融機関相互の申し合わせな

どにより、営業時間の延長及び休日臨時営業の措置をとるよう指導する。 

    日本銀行は、災害の状況に応じ、必要の範囲で適宜営業時間の延長及び休日臨

時営業を行う。 
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 （イ）資金の貸付け 

     日本銀行横浜支店は、災害発生時等において、金融機関の間で行われる資 

金決済の円滑の確保を図るため、必要に応じ、資金の貸付けを行う。 

  ウ 金融機関の業務運営の確保に係る措置 

日本銀行横浜支店は、関係行政機関と協議のうえ、被災金融機関が早急に営 

業開始を行い得るよう必要な措置を講ずるほか、必要に応じて金融機関に対し、

営業時間の延長又は休日臨時営業の実施に配慮するよう要請する。 

日本銀行横浜支店は、災害の状況に応じて、必要な範囲で適宜営業時間の延 

長及び休日臨時営業を行う。 

  エ 金融機関による金融措置の実施に係る要請 

     関東財務局横浜財務事務所と日本銀行横浜支店は、被災地の便宜を図るた

め、金融機関に対し、以下に掲げる措置をとるよう要請する。 

  （ア）災害関係の融資に関する措置 

     災害の状況、応急資金の需要等を勘案して融資相談所の開設、審査手続き 

の簡便化、貸出の迅速化、貸出金の返済猶予など災害被災者の便宜を考慮し 

た措置を講ずること。 

  （イ）預金の払戻及び中途解約に関する措置 

     預金通帳、届出印鑑等を滅（紛）失した場合でも、災害被災者の被災状況 

等を踏まえた確認方法をもって預金者であることを確認して払戻に応ずる 

こと。 

     また、事情によっては、定期預金、定期積金等の期限前の払戻しや、当該 

預金等を担保とする貸出に応ずること。 

  （ウ）手形交換、休日営業等に関する措置 

     災害による障害のため、支払期日が経過した手形については関係金融機関 

と適宜話し合いのうえ取立ができることとすること。 

     災害のため支払いができない手形・小切手について、不渡報告への掲載及 

び取引停止に対する配慮を行うこと。また、電子記録債権の取引停止処分又 

は利用契約の解除等についても同様に配慮すること。 

     休日営業又は平常時間外の営業について適宜配慮すること。また、窓口に 

おける営業ができない場合でも、顧客及び従業員の安全に十分配慮した上で 

現金自動預払機等において預金の払戻しを行う等災害被災者の便宜を考慮 

した措置を講ずること。 

エ 金融機関による非常金融措置の実施 

    被災地の便宜を図るため、必要に応じ関係行政機関と協議のうえ、金融

機関相互の申し合わせなどにより、次のような非常措置として、あっ旋、指

導を行う。 

（ア）預金通帳等を滅（紛）失した預貯金者に対し、預貯金の便宜払い戻し

の取り扱いを行うこと。 

（イ）被災地に対して定期預金、定期積立金等の期限前払い戻し、又は預貯

金を担保とする貸出等の特別扱いを行うこと。 

（ウ）被災地の手形交換所において被災関係手形につき、呈示期間経過後の

交換持出を認めるほか、不渡り処分の猶予等の特別措置をとること。 

（エ）損傷日銀行券、貨幣の引換えについて、実情に応じ必要な措置をとる

こと。 

（オ）各種金融措置に関する広報 

上記災害応急対策のうち、金融機関の営業開始、休日臨時営業、預貯金の便

宜払戻措置並びに損傷日本銀行券、貨幣の引換措置等については、関係行政機

関と協議のうえ、金融機関と協力して速やかにその周知徹底を図り、人心の安

定及び災害の復旧に資する。 
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 （エ）損傷した紙幣や貨幣に関する措置 

   損傷した紙幣や貨幣の引換えに応ずること。 

（オ）営業停止等における対応に関する措置 

   営業停止等の措置を講じた営業店舗名等及び継続して現金自動預払機を稼 

働させる店舗名等を、速やかにポスターの店頭掲示等の手段を用いて告示す 

るとともに、その旨を新聞やインターネットのホームページに掲載し、取引 

者に周知徹底すること。 

  オ 各種措置に関する広報 

    関東財務局横浜財務事務所と日本銀行横浜支店は、上記災害応急対策につい 

て、金融機関お及び放送事業者と協力して速やかにその周知徹底を図り、人心 

の安定及び災害の復旧に役立てる。 

 

第１４節 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１４節 略 
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 修正後 修正前 

 

 

 

⑦ 

第４章 東海地震に関する事前対策計画 

第１節 計画の目的 

１～２ 略 

３ 東海地震に関連する情報 

情報の区分 情報の内容 

東海地震 

に関連する

調査情報 

（臨時） 

観測データに通常とは異なる変化が観測された場合、

その変化の原因についての調査の状況を発表するもの。 

東海地震 

注意情報 

 観測された現象が、東海地震の前兆である可能性が高

いものと認められた場合に発表する情報で、おおむね2箇

所のひずみ計における有意な変化が、プレスリップであ

る可能性が高まったと認められた場合などに発表するも

の。 

東海地震 

予知情報 

 東海地震が発生する恐れがあると認められた場合に発

表する情報で、おおむね 3 箇所のひずみ計における有意

な変化が、プレスリップによるものと認められた場合な

どに発表するもの。 

 

第２節 略 

 

 

第４章 東海地震に関する事前対策計画 

第１節 計画の目的 

１～２ 略 

３ 東海地震に関連する情報 

情報の区分 情報の内容 

東海地震 

に関連する

調査情報 

（臨時） 

観測データに通常とは異なる変化が観測された場合、

その変化の原因についての調査の状況を発表するもの。 

東海地震 

注意情報 

 観測された現象が、東海地震の前兆である可能性が高

いものと認められた場合に発表する情報で、おおむね2

箇所の歪み計における有意な変化が、プレスリップによ

るものと認められる場合などに発表するもの。 

東海地震 

予知情報 

 東海地震が発生する恐れがあると認められた場合に

発表する情報で、おおむね 3 箇所の歪み計における有意

な変化が、プレスリップによるものと認められる場合な

どに発表するもの。 

 

 

第２節 略 
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 修正後 修正前 

 

 

 

 

⑦ 

第３節 大和市の対応 

１～７ 略 

８ 生活関連対策 

（１）～（４）略 

（５）食料等生活必需品等の売り惜しみ又は買い占め、物価の高騰が生じないよ

う、関係する生産者及び流通業者に対して、必要な要請・指導等を行う。 

９～12 略 

 

第４節 略 

第３節 大和市の対応 

１～７ 略 

８ 生活関連対策 

（１）～（４）略 

（５）食糧等生活必需品等の売り惜しみ又は買い占め、物価の高騰が生じないよ

う、関係する生産者及び流通業者に対して、必要な要請・指導等を行う。 

９～12 略 

 

第４節 略 
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⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 

第５節 市民への周知 

１～２ 略 

３ 広報手段 

広報は、防災行政無線、地震防災信号、広報車、FM やまと、J:COM チャン

ネル、インターネット等（市ホームページ、やまと PS メール、緊急速報メー

ル、市防災情報システム及びヤフー株式会社との協定による Yahoo!サービス）、

本市の保有する手段及び協力を得られる各機関等のあらゆる手段を用いて実施

するほか、自主防災組織や自衛消防組織に対して協力を要請する。 

 なお、政府及び神奈川県では、報道機関の協力を得て実施することとなって

いる。 

第６節 鉄道折り返し駅及び周辺の混乱防止対策 

１ 略 

２ 関係機関の措置 

（１）～（３）略 

（４）本市 

  ア 略 

イ 一時滞在施設の開設、隣接市の避難施設 

 帰宅困難者に対して、一時滞在施設（やまと芸術文化ホール、林間を除

く各学習センター及び草柳小学校、並びに協定締結先の市内事業所）を開

設し保護する。 

 さらに、隣接市の協力を得て、隣接市が開設する避難施設への案内も実

施する。 

３ 略 

第７節～第１１節 略 

 

第５節 市民への周知 

１～２ 略 

３ 広報手段 

広報は、防災行政無線、地震防災信号、広報車、FM やまと、J:COM チャン

ネル、インターネット等（市ホームページ、PS メール、緊急速報メール、市防

災情報システム及びヤフー株式会社との協定による Yahoo!サービス）、本市の

保有する手段及び協力を得られる各機関等のあらゆる手段を用いて実施するほ

か、自主防災組織や自衛消防組織に対して協力を要請する。 

 なお、政府及び神奈川県では、報道機関の協力を得て実施することとなって

いる。 

第６節 鉄道折り返し駅及び周辺の混乱防止対策 

１ 略 

２ 関係機関の措置 

（１）～（３）略 

（４）本市 

  ア 略 

イ 一時滞在施設の開設、隣接市の避難施設 

 帰宅困難者に対して、一時滞在施設（林間を除く各学習センター及び草

柳小学校、並びに協定締結先の市内事業所）を開設し保護する。 

 さらに、隣接市の協力を得て、隣接市が開設する避難施設への案内も実

施する。 

 

３ 略 

第７節～第１１節 略 
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 修正後 修正前 

 

 

 

⑥ 

第３編 風水害対策計画編 

第１章 災害予防対策計画 

第１節 略 

第２節 都市の防災対策 

１ 略 

２ 公園・緑地等の確保 

都市公園・緑地等は、平常時においては市民の憩いの場であるが、災害時 

には避難場所等として防災上重要な機能を果す。よって、防災機能を持った

施設の整備・拡充を行うとともに、延焼遮断帯としての機能を有する樹木等

の緑を配置するなど、避難路として機能する道路の緑化も含めて、防災空間

（オープンスペース）の確保と整備に努める。 

   また、生産緑地についても防災上貴重な資源となることから、その保全に努め

る。 

 

 

第３編 風水害対策計画編 

第１章 災害予防対策計画 

第１節 略 

第２節 都市の防災対策 

１ 略 

２ 公園・緑地等の確保 

都市公園・緑地等は、平常時においては市民の憩いの場であるが、災害時 

には避難場所等として防災上重要な機能を果す。よって、延焼遮断帯として

の機能を有する樹木等の緑を配置するなど、避難路として機能する道路の緑

化も含めて、防災空間（オープンスペース）の確保と整備に努める。 

   また、生産緑地についても防災上貴重な資源となることから、その保全に努め

る。 
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 ３ 防火地域、準防火地域の指定 

平成 28 年 10 月 

種  類 面 積 対  象 構  造 

防火地域 

約 45ha 

階数が３以上又は延べ面積が 100 ㎡

を超えるもの 
耐火建築物 

 商業地域 
階数が２以下かつ延べ面積が 100 ㎡

以下のもの 
耐火建築物又は準耐火建築物 

準防火地域 

約 879ha 

地階を除く階数が４以上又は延べ面

積が 1,500 ㎡を超えるもの 
耐火建築物 

 

近隣商業地域 

準住居地域 

第一種・第二種住居

地域 

第一種中高層住居

専用地域 

延べ面積が 500 ㎡を超え、1,500 ㎡以

下のもの 
耐火建築物又は準耐火建築物 

地階を除く階数が 3 であるもの 
耐火建築物、準耐火建築物又は

（注 1）開口部制限木造建築物 

上記以外の木造建築物の外壁及び軒

裏で延焼のおそれがある部分 
防火構造 

４～６ 略 

７ 市街地の整備 

（１）～（３）略 

（４）不燃化の促進 

火災の延焼を減少、遮断させるため、防火・準防火地域の指定と併せて建築

物の不燃化を促進する。また、木造住宅が密集している地域での延焼被害の

拡大を防ぐため、防火対策の施されていない住宅については、建物の不燃化

工事や建て替えを促すなど、不燃化の必要性について、啓発を図る。 

 なお、防火・準防火地域内の、大型店舗、ホテル等の不特定多数の人が集ま

る既存建築物については、建築基準法第 12 条の規定に基づく定期報告制度を

活用して必要な改善指導を行い防火の促進を図る。 

８～１０ 略 

３ 防火地域、準防火地域の指定 

平成 24 年 3 月 

種  類 面 積 対  象 構  造 

防火地域 

約 45ha 

階数が３以上又は延べ面積が 100 ㎡

を超えるもの 
耐火建築物 

 商業地域 
階数が２以下かつ延べ面積が 100 ㎡

以下のもの 
耐火建築物又は準耐火建築物 

準防火地域 

約 878ha 

地階を除く階数が４以上又は延べ面

積が 1,500 ㎡を超えるもの 
耐火建築物 

 

近隣商業地域 

準住居地域 

第一種・第二種住居

地域 

第一種中高層住居

専用地域 

延べ面積が 500 ㎡を超え、1,500 ㎡以

下のもの 
耐火建築物又は準耐火建築物 

地階を除く階数が 3 であるもの 
耐火建築物、準耐火建築物又は

（注 1）開口部制限木造建築物 

上記以外の木造建築物の外壁及び軒

裏で延焼のおそれがある部分 
防火構造 

４～６ 略 

７ 市街地の整備 

（１）～（３）略 

（４）不燃化の促進 

火災の延焼を減少、遮断させるため、防火・準防火地域の指定と併せて建築

物の不燃化を促進する。また、木造住宅が密集している地域での延焼被害の

拡大を防ぐため、防火対策の施されていない住宅については建て替えを促す

など、不燃化の必要性について、啓発を図る。 

 なお、防火・準防火地域内の、大型店舗、ホテル等の不特定多数の人が集ま

る既存建築物については、建築基準法第 12 条の規定に基づく定期報告制度を

活用して必要な改善指導を行い防火の促進を図る。 

８～１０ 略 
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③ 

 

第３節 水害予防対策 

１ 治水対策 

（１）～（２）略 

（３）危険箇所等の周知 

市は、県が公表する浸水想定区域、土砂災害警戒区域等をハザードマップ作成等

により市民に周知し、避難体制の整備に努める。 

２ 崩壊危険地の災害防止 

（１）急傾斜地崩壊区域等 

 ア 急傾斜地崩壊危険区域 

 本市には、神奈川県が「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭

和 44 年 7 月 1 日法律第 57 号」により指定する区域はない。 

 イ 急傾斜地崩壊危険箇所 

本市に所在する急傾斜地崩壊危険箇所は、平成 14 年度の県の調査において

は 12 箇所が該当しており、その後、よう壁等の安全対策を市で講じ、現在 11

箇所となっている。 

これら危険箇所に対しては、防災パトロール等を実施し、必要に応じて適

正な改善措置あるいは避難措置の対策を講ずる。 

（２）土砂災害警戒区域 

   神奈川県は、土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12 年 5 月 18 日

法律第 57 号。以下、「土砂災害防止法」という。）第七条第一項に基づき、市

域内 41 区域を土砂災害警戒区域として指定した。いずれも「急傾斜地の崩

壊」に該当する斜面として指定されている。 

（３）住民等に対する措置 

急傾斜地崩壊危険箇所及び土砂災害警戒区域について、その土地管理者等に対

して必要に応じて防災措置をとることを指導する。また、周辺住民に対し、危険

箇所及び避難所等の情報を提供し、災害の防止に努める。 

３ 略 

 

第３節 水害予防対策 

１ 治水対策 

（１）～（２）略 

（３）危険箇所等の周知 

市は、県が公表する浸水想定区域、土砂災害危険箇所等をハザードマップ

作成等により市民に周知し、避難体制の整備に努める。 

２ 崩壊危険地の災害防止 

（１）危険箇所の把握 

   現在、本市には、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に基づき

指定された急傾 斜地はないが、当該基準に該当する危険箇所は、平成 14年

度の県の調査においては 12 箇所が該当しており、その後、よう壁等の安全

対策を市で講じ、現在 11箇所となっている。 

これらの危険箇所に対しては、防災パトロール等を実施し、必要に応じて

適正な改善措置あるいは避難措置の対策を講ずる。 

（２）所有者等に対する措置 

危険箇所について、その土地管理者等に対して必要に応じて防災措置をと

ることを指導する。また、周辺住民に対し、危険箇所及び避難所等の情報を提

供し、災害の防止に努める。 

 

 

 

 

 

３ 略 
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 修正後 修正前 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 

第４節 略 

第５節 土砂災害予防対策 

１ 略 

２ 土砂災害警戒区域対策 

  神奈川県は、土砂災害防止法第七条第１項に基づき、市域内の 41 区域を土砂

災害警戒区域として指定した。いずれも「急傾斜地の崩壊」に該当する斜面とし

て指定されている。 

  市は、土砂災害警戒区域ごとに、警戒避難体制を整備する。 

３ 警戒避難体制の整備 

 

第６節 危険物等の災害の予防対策 

１ 危険物・高圧ガス・有毒物対策 

（１）～（２）略 

（３）その他の危険物施設に対する予防対策 

その他の危険物施設（高圧ガス、毒物・劇物などを取扱う工場や各種研究機

関）の事業者に対しては、県が施設・設備の耐震化を促進するとともに、保安体

制の充実、防災教育、防災訓練等の実施など、必要な安全対策を講じるよう指導

する。 

また、都市ガスの事業者は、施設の耐震化に努めることとする。 

第４節 略 

第５節 土砂災害予防対策 

１ 略 

２ 警戒避難体制の整備 

 

 

 

 

 

 

第６節 危険物等の災害の予防対策 

１ 危険物・高圧ガス・有毒物対策 

（１）～（２）略 

（３）その他の危険物施設に対する予防対策 

その他の危険物施設（高圧ガスや都市ガス、毒物・劇物などを取扱う工場や各

種研究機関）の事業者に対しては、県が施設・設備の耐震化を促進するととも

に、保安体制の充実、防災教育、防災訓練等の実施など、必要な安全対策を講じ

るよう指導する。 
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 修正後 修正前 

 

 

⑤ 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 

第７節 公共施設等の安全確保 

１～４ 略 

５ 電気施設の整備 

東京電力パワーグリット株式会社は災害に強い電力設備づくりとして、送電

系統の二重三重のネットワーク化を進めるとともに、安全強化対策をさらに推

進に努める。 

また、防災性の向上に一層取り組むと同時に、あらかじめ被災時の復旧システム

の充実強化に取り組む。 

６～８ 略 

第８節 災害時情報の収集・提供体制の拡充 

１ 防災通信網の整備 

（１）防災行政無線 

市民に対する災害広報を即時かつ一斉に実施するための同報無線であり、

各受信所の個別やグループごとでの放送が可能である。また、放送した内容

は自動音声応答装置により、フリーダイヤルにて確認することができる。難

聴地域対策と伝達情報の汎用性向上のため、市は防災行政無線（固定系）のデ

ジタル化を行った。 

また、ＡＭ、ＦＭラジオと併せて、防災行政無線（固定系）での伝達情報

を、戸別に受信し、聴くことができる２８０ＭＨｚ戸別受信機を整備した。従

来設置していた防災行政無線戸別受信機の代替機として整備するとともに、

災害時の自主防災活動における情報収集に役立てるよう、自主防災会への貸

与を行っている。 

 

 

 

第７節 公共施設等の安全確保 

１～４ 略 

５ 電気施設の整備 

東京電力㈱は災害に強い電力設備づくりとして、送電系統の二重三重のネッ

トワーク化を進めるとともに、安全強化対策をさらに推進に努める。 

また、防災性の向上に一層取り組むと同時に、あらかじめ被災時の復旧システム

の充実強化に取り組む。 

 

６～８ 略 

第８節 災害時情報の収集・提供体制の拡充 

１ 防災通信網の整備 

（１）防災行政無線 

市民に対する災害広報を即時かつ一斉に実施するための同報無線であり、

各受信所の個別やグループごとでの放送が可能である。また、放送した内容

は自動音声応答装置により、フリーダイヤルにて確認することができる。難

聴地域対策と伝達情報の汎用性向上のため、市は防災行政無線（固定系）のデ

ジタル化に取り組む。 

 

 



 

- 77 - 

 修正後 修正前 

⑧ 

 

 

 

 

 

⑦ 

 

 

 

 

 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）デジタルＭＣＡ無線 

デジタル MCA 無線は、災害現場や防災関係機関との通信を確保するため

の無線である。災害対策本部と避難生活施設ほか各設置施設及び情報収集職

員間との通信を確保するために使用する。安定した電波状況を確保して、全

施設へ一斉通信することなどが、可能である。 

（３）略 

（４）非常無線通信 

   市は防災関係機関と連携し、災害時等に、加入電話又は自己の所有する無

線が使用できない場合又は利用が困難となった場合に対処するため、電波法

第 52 条の規定に基づく非常無線通信の活用を図るものとし、関東地方非常通

信協議会の活動を通して、非常無線通信体制の整備充実に努める。 

（５）略 

（６）その他の通信網 

  ア～イ 略 

  ウ CATV・インターネット等 

市は、市民等へ被災情報、避難所情報、安否情報、支援情報等を提供する

ため、CATV（株式会社ジェイコムイーストとの協定による J:COM チャン

ネル）・インターネット等（市ホームページ、やまと PS メール、緊急速報

メール及びヤフー株式会社との協定による Yahoo!サービス）を活用する。 

（２）デジタルＭＣＡ無線 

デジタル MCA 無線は、災害現場や防災関係機関との通信を確保するため

の無線である。災害対策本部と避難所ほか各設置施設及び情報収集職員間と

の通信を確保するために使用する。安定した電波状況を確保して、全施設へ

一斉通信することなどが、可能である。 

（３）略 

（４）非常無線通信 

   市は防災関係機関と連携し、災害時等に、加入電話又は自己の所有する無

線が使用できない場合又は利用が困難となった場合に対処するため、電波法

第 52 条の規定に基づく非常無線通信の活用を図るものとし、神奈川地区非常

通信協議会の活動を通して、非常無線通信体制の整備充実に努める。 

（５）略 

（６）その他の通信網 

  ア～イ 略 

  ウ CATV・インターネット等 

市は、市民等へ被災情報、避難所情報、安否情報、支援情報等を提供する

ため、CATV（株式会社ジェイコムイーストとの協定による J:COM チャン

ネル）・インターネット等（市ホームページ、PS メール、緊急速報メール、

市防災情報システム及びヤフー株式会社との協定による Yahoo!サービス）

を活用する。 
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 修正後 修正前 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 

 

 

 

 

 

 

２ 被災者支援情報システムの構築等 

（１）略 

（２）通信手段 

市は、一般市民や避難生活施設、地域活動拠点等への情報提供等について、

市ホームページや、やまと PS メール、MCA 無線、CATV、インターネット

等各種通信手段の活用を図る。 

 

第９節 災害対策本部等組織体制の拡充 

１～２ 略 

３ 業務継続計画（BCP）の策定 

市民等の生活・社会活動への影響を最小限に抑えるため、災害発生時の応急 

対策とあわせて、優先度の高い行政サービスを継続する必要がある。 

必要な人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体制

と事後の対応力の強化を図る必要があることから、市は業務継続計画（風水害

対策編）を策定する。また、実効性のある業務継続体制を確立するため、必要な

人員や資機材等の継続的な確保、定期的な教育・訓練・点検などを実施し、計画

の見直し、修正を行う。 

 

第１０節 避難対策 

１ 避難計画の策定 

（１）市は、災害時に安全かつ迅速な避難誘導が行えるよう、次の事項を内容と

した避難計画を策定する。 

ア 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）を発令する状況 

イ 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）の伝達方法 

ウ～ク 略 

２ 被災者支援情報システムの構築等 

（１）略 

（２）通信手段 

市は、一般市民や避難所、地域活動拠点等への情報提供等について、市ホー

ムページや PS メール、MCA 無線、CATV、インターネット等各種通信手段

の活用を図る。 

 

第９節 災害対策本部等組織体制の拡充 

１～２ 略 

３ 業務継続計画（BCP）の策定 

市民等の生活・社会活動への影響を最小限に抑えるため、災害発生時の応急 

対策とあわせて、優先度の高い行政サービスを継続する必要がある。 

必要な人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体制

と事後の対応力の強化を図る必要があることから、市は業務継続計画を策定す

る。また、実効性のある業務継続体制を確立するため、必要な人員や資機材等の

継続的な確保、定期的な教育・訓練・点検などを実施し、計画の見直し、修正を

行う。 

 

第１０節 避難対策 

１ 避難計画の策定 

（１）市は、災害時に安全かつ迅速な避難誘導が行えるよう、次の事項を内容と

した避難計画を策定する。 

ア 避難準備情報、避難勧告、避難指示を発令する状況 

イ 避難準備情報、避難勧告、避難指示の伝達方法 

ウ～ク 略 
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 修正後 修正前 

⑥ ２ 避難場所 

（１）避難場所の区分 

区分 避難場所の性格 指定主体 具体的な場所 

指定緊急避難場

所 

異常な現象の種類ごとに政令で定

める基準に適合した安全が確保で

きる場所または施設 

国の定める基

準により市が

指定 

資料3-3 

一時避難場所 

災害の発生により、まず避難して、

災害の状況と住民同士の安否を確

認し、地域内で助け合う拠点とな

る場所 

各自主防災会

が指定 

近くの公園、空地、学校等

のオープンスペース 

広域避難場所 

大火災の発生という最悪の状況下

で、火災が延焼拡大しても輻射熱

や煙に冒されることなく安全が確

保できる場所 

県の定める基

準により市が

指定 

資料3-2 

指
定
避
難
所 

避
難
生
活 

施
設 

災害に伴い家屋の倒壊、焼失によ

り帰宅できない被災者が臨時に生

活を行う収容施設 

市が指定 資料3-3 

特
定
指
定
避
難

所 避難生活施設に収容することが困

難な要配慮者等を収容するための

施設 
市が指定 資料3-3 

一時滞在施設 

帰宅困難者に休憩場所や情報の提

供を実施する受け入れ施設 
市が指定 

やまと芸術文化ホール 

各学習センター 

（林間を除く）及び協定締

結先の市内事業所 

（２）略 

３～４ 略 

２ 避難場所 

（１）避難場所の区分 

区分 避難場所の性格 指定主体 具体的な場所 

指定緊急避難場

所 

異常な現象の種類ごとに政令で定

める基準に適合した安全が確保で

きる場所または施設 

国の定める基

準により市が

指定 

資料3-4 

一時避難場所 

災害の発生により、まず避難して、

災害の状況と住民同士の安否を確

認し、地域内で助け合う拠点とな

る場所 

各自主防災会

が指定 

近くの公園、空地、学校等

のオープンスペース 

広域避難場所 

大火災の発生という最悪の状況下

で、火災が延焼拡大しても輻射熱

や煙に冒されることなく安全が確

保できる場所 

県の定める基

準により市が

指定 

資料3-3 

指
定
避
難
所 

避
難
生
活 

施
設 

災害に伴い家屋の倒壊、焼失によ

り帰宅できない被災者が臨時に生

活を行う収容施設 

市が指定 資料3-2 

特
定
指
定
避
難

所 避難生活施設に収容することが困

難な要配慮者等を収容するための

施設 
市が指定 資料3-4 

一時滞在施設 

帰宅困難者に休憩場所や情報の提

供を実施する受け入れ施設 
市が指定 

草柳小学校 

各学習センター 

（林間を除く）及び協定締

結先の市内事業所 

（２）略 

３～４ 略 
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 修正後 修正前 

④ ５ 浸水想定区域内に所在する地下街等・大規模工場等及び避難にあたって防災

上の配慮を要する施設 

（１）対象施設 

ア 地下街等 

本市においては、該当なし。 

イ 大規模工場等 

   本市においては、該当なし。 

ウ 要配慮者利用施設 

（ア）社会福祉施設 

  【境川浸水想定区域】 

番

号 

名     称 所   在   地 

1 大和あけぼの幼稚園 下和田 32 番地 

2 晃風園ぬくもり 深見 1736 番地 2 

3 下和田保育園 下和田 262 番地 

4 ル・リアンふかみ 深見 2106 番地 1 

5 生きがい工房上和田 上和田 2412 番地 

6 ワークステーション菜の

花 

深見 941 番地 1 

 

 

 

 

 

 

５ 浸水想定区域内に所在する地下街等・大規模工場等及び避難にあたって防災

上の配慮を要する施設 

（１）地下街等 

   本市においては、該当なし。 

（２）大規模工場等 

   本市においては、該当なし。 

（３）要配慮者施設 

  ア 浸水想定区域ごとの要配慮者施設 

【境川浸水想定区域】 

番

号 

名     称 所   在   地 

1 大和あけぼの幼稚園 下和田 32 番地 

2 晃風園ぬくもり 深見 1736-2 

3 下和田保育園 下和田 262 

４ ル・リアンふかみ 深見 2106-1 

【引地川浸水想定区域】 

番

号 

名     称 所   在   地 

1 渋谷保育園 福田 6002 番地 

2 げんきステーションより

道一休 

福田 5-26-10 

3 グループホーム欅 福田 1842 

4 モミヤマ幼稚園 福田 5-17-2 

5 もみの木保育園 福田 5-17-1 
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 【引地川浸水想定区域】 

番

号 

名     称 所   在   地 

1 渋谷保育園 福田 6002 番地 

2 げんきステーションより

道一休 

福田五丁目 26 番地 10 

3 グループホーム欅 福田 1842 番地 

4 モミヤマ幼稚園 福田五丁目 17 番地 2 

5 もみの木保育園 福田五丁目 17 番地 1 

6 ピンポンデイハッピー渋

谷 

福田 588 番地 1 

 

（イ）学校 

【境川浸水想定区域】 

番

号 

名     称 所   在   地 

1 大和東小学校 深見 1805 番地 

2 上和田中学校 上和田 1314 番地 1 

3 渋谷中学校 下和田 49 番地 

4 大和東高校 深見 1760 番地 
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③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【引地川浸水想定区域】 

番

号 

名     称 所   在   地 

1 福田小学校 福田五丁目 22 番地 1 

2 下福田小学校 福田 570 番地 

3 下福田中学校 福田 1569 番地 1 

（２） 洪水予報等の伝達 

   市は、浸水想定区域内の要配慮者利用施設の所有者又は管理者（自衛水防

組織を設置している場合はその構成員を含む）に対し、いち早く避難が行え

るよう洪水予報等の情報を電話、ファクシミリ、メール、防災行政無線等で伝

達する体制を整備する。 

６ 土砂災害警戒区域内に所在する社会福祉施設、学校、医療施設及びその他の

主として防災上の配慮を要する者が利用する施設 

  市は、土砂災害防止法第八条第四項に基づく土砂災害警戒区域内の社会福祉

施設、学校、医療施設及びその他の主として防災上の配慮を要する者が利用す

る施設であって、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における当該

施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難を確保する必要があると認められ

る施設について、次のとおり、防災対策を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 洪水予報等の伝達 

   市は、浸水想定区域内の要配慮者利用施設の所有者又は管理者（自衛水防

組織を設置している場合はその構成員を含む）に対し、いち早く避難が行え

るよう洪水予報等の情報を電話、ファクシミリ、メール、防災行政無線等で伝

達する体制を整備する。 

（新設） 
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 修正後 修正前 

 （１）対象施設 

  ア 土砂災害警戒区域の社会福祉施設の名称及び所在地 

番

号 

名     称 所   在   地 

1 ロゼホームつきみ野 下鶴間 418 番地 2 

2 特別養護老人ホーム和喜

園 

下和田 822 番地 1 

3 大和みどりが丘幼稚園 福田 1698 番地 1 

  イ 土砂災害警戒区域の学校 

番

号 

名     称 所   在   地 

1 つきみ野中学校 つきみ野三丁目 5 番地 1 

2 大和東小学校 深見 1805 番地 

3 引地台小学校 草柳三丁目 1 番 2 号 

4 大和東高等学校 深見 1760 番地 

5 大和南高等学校 上和田 2557 番地 

ウ 土砂災害警戒区域の医療機関 

本市においては、該当なし。 

（２）土砂災害警戒情報等の伝達 

市は、土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設の所有者又は管理者（自衛

水防組織を設置している場合はその構成員を含む）に対し、いち早く避難が

行えるよう土砂災害警戒情報等の情報を電話、ファクシミリ、メール、防災行

政無線等で伝達する体制を整備する。 

７ 帰宅困難者への支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 帰宅困難者への支援 
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 修正後 修正前 

⑧ 第１１節 緊急輸送道路の指定 

１～２ 略 

３ ヘリコプター臨時離着陸場 

 緊急航空輸送を確保するため、臨時離着陸場を指定する。指定場所は次のと

おりである。 

（１）市指定ヘリコプター臨時離着陸場 

名  称 所 在 地 面積（㎡） 

大和学園聖セシリア 

総合グラウンド 

林間二丁目 6 番 11

号 
13,832 

大和中学校グラウンド 
深見西七丁目5番1

号 
16,200 

※ 大和中学校グラウンドは、災害医療拠点病院である大和市立病院の医

療機関隣接ヘリコプター臨時離着陸場である。 

（２）消防相互応援協定によるヘリコプター臨時離着陸場 

名  称 所 在 地 面積（㎡） 

大和スポーツセンター競技場  
上草柳一丁目 1 番 1

号 
18,840 

引地台公園多目的広場 
柳橋四丁目 5001 番

地 
7,000 

 

 

第１１節 緊急輸送道路の指定 

１～２ 略 

３ ヘリコプター臨時離着陸場 

 緊急航空輸送を確保するため、臨時離着陸場を指定する。指定場所は次のと

おりである。 

（１）市指定ヘリコプター臨時離着陸場 

名  称 所 在 地 面積（㎡） 

大和学園聖セシリア 

女子短期大学グラウンド 
林間二丁目 6－11 13,832 

大和中学校グラウンド 深見西 7－5 16,200 

※ 大和中学校グラウンドは、災害医療拠点病院である大和市立病院の医

療機関隣接ヘリコプター臨時離着陸場である。 

（２）消防相互応援協定によるヘリコプター臨時離着陸場 

名  称 所 在 地 面積（㎡） 

大和スポーツセンター競技場  上草柳一丁目 1－1 18,840 

引地台公園多目的広場 柳橋四丁目 5001 7,000 
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 修正後 修正前 

⑦ 第１２節 防災資機材・飲料水等の整備、備蓄 

１～３ 略 

４ 食料、生活物資の備蓄 

災害が発生した際の市民の生活確保のため、食料、携帯トイレなど、物資の備

蓄を図る。また備蓄に際して、高齢者、障がい者等の要配慮者に配慮した備蓄品

目の整備を図る。 

 市民に対しては災害発生から最低 3 日分、推奨１週間分の食料及び携帯トイ

レなどの生活必需品の備蓄に努めるよう、啓発する。 

（１）備蓄の方法と役割分担 

 

第１２節 防災資機材・飲料水等の整備、備蓄 

１～３ 略 

４ 食糧、生活物資の備蓄 

災害が発生した際の市民の生活確保のため、食糧、携帯トイレなど、物資の備

蓄を図る。また備蓄に際して、高齢者、障がい者等の要配慮者に配慮した備蓄品

目の整備を図る。 

 市民に対しては災害発生から 3 日分の食糧及び携帯トイレなどの生活必需品

の備蓄に努めるよう、啓発する。 

（１）備蓄の方法と役割分担 
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 修正後 修正前 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）備蓄計画 

ア 流通在庫利用による備蓄 

 災害時における全ての被災者用の食料や生活物資を、市独自で備蓄する

ことには、備蓄場所や経費等の関係上限界があるため、流通在庫を利用し

た業者等との協定による備蓄をもって目標数量を確保する。 

イ 家庭内備蓄 

自己の生活確保のため最小限必要な食料、携帯トイレなどの生活物資につ

いては、自助努力による家庭内備蓄を行うように啓発する。 

５ 略 

 

第１３節～第１４節 略 

 

（２）備蓄計画 

ア 流通在庫利用による備蓄 

 災害時における全ての被災者用の食糧や生活物資を、市独自で備蓄する

ことには、備蓄場所や経費等の関係上限界があるため、流通在庫を利用し

た業者等との協定による備蓄をもって目標数量を確保する。 

イ 家庭内備蓄 

自己の生活確保のため最小限必要な食糧、携帯トイレなどの生活物資につ

いては、自助努力による家庭内備蓄を行うように啓発する。 

５ 略 

 

第１３節～第１４節 略 
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 修正後 修正前 

 

 

 

 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 

 

⑦ 

第１５節 広域応援体制等の拡充 

１ 略 

２ 相互応援協定の締結等 

（１）～（２）略 

（３）応援の種類 

  ア 略 

  イ 食料・飲料水・その他生活必需品等の物資及びそれらを提供するために必

要な機材の提供 

  ウ～カ 略 

３～４ 略 

第１６節 防災知識の普及 

１ 防災知識の普及 

（１）～（９）略 

（10）防災広報 

○東京電力パワーグリット株式会社 

２ 市民の心得（役割） 

（１）平常時 

  ア～キ 略 

  ク 非常用食料、救急用品、携帯トイレ等の非常持出品を準備する。 

  ケ～コ 略 

（２）避難時 

  ア 略 

  イ 食料、水、ハンカチ、ティッシュ、着替え、肌着、ラジオ、懐中電灯等を

携帯する。ただし持出品は最小限にする。 

  ウ～ク 略 

第１５節 広域応援体制等の拡充 

１ 略 

２ 相互応援協定の締結等 

（１）～（２）略 

（３）応援の種類 

  ア 略 

  イ 食糧・飲料水・その他生活必需品等の物資及びそれらを提供するために必

要な機材の提供 

  ウ～カ 略 

３～４ 略 

第１６節 防災知識の普及 

１ 防災知識の普及 

（１）～（９）略 

（10）防災広報 

○東京電力㈱ 

２ 市民の心得（役割） 

（１）平常時 

  ア～キ 略 

  ク 非常用食糧、救急用品、携帯トイレ等の非常持出品を準備する。 

  ケ～コ 略 

（２）避難時 

  ア 略 

  イ 食糧、水、ハンカチ、ティッシュ、着替え、肌着、ラジオ、懐中電灯等を

携帯する。ただし持出品は最小限にする。 

  ウ～ク 略 
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 修正後 修正前 

 

 

⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 

（３）大雨・台風時 

  ア～ウ 略 

エ 特別警報が発表されたとき 

（ア）ただちに、命を守る行動をとる。 

（イ）避難情報に従う等、適切な行動をとる。 

（ウ）直ちに避難場所へ避難するか、外出することが危険である場合は、家の

中でも２階などの高く安全な場所にとどまる。 

（４）略 

第１７節 防災訓練 

１ 略 

２ 訓練の内容 

（１）総合防災訓練 

  ア 訓練項目 

（ア）～（エ）略 

（オ）避難生活施設等運営訓練 

（カ）～（タ）略 

イ 略 

（２）～（６）略 

 

 

（３）大雨・台風時 

  ア～ウ 略 

  エ （新設） 

 

 

 

 

（４）略 

 

 

 

 

第１７節 防災訓練 

１ 略 

２ 訓練の内容 

（１）総合防災訓練 

  ア 訓練項目 

（ア）～（エ）略 

（オ）避難所運営訓練 

（カ）～（タ）略 

イ 略 

（２）～（６）略 
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 修正後 修正前 

⑦ 第１８節 自主防災活動の充実強化 

１～２ 略 

３ 自主防災組織の活動基準 

（１）略 

（２）警戒宣言発令時及び災害時の活動 

  ア～エ 略 

オ 給食・救援物資の配布及びその協力 

 被災の状況によっては、避難が長期間にわたり、被災者に対する食料や

飲料水等の救援物資の支給が必要となってくる。 

    これらの活動を円滑に行うためには、組織的な活動がどうしても必要と

なってくるので、自主防災組織としてもそれぞれが保有している食料等の

配布を行うほか、市が実施する救援物資の配布活動に協力する。 

（３）略 

４～６ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１８節 自主防災活動の充実強化 

１～２ 略 

３ 自主防災組織の活動基準 

（１）略 

（２）警戒宣言発令時及び災害時の活動 

  ア～エ 略 

オ 給食・救援物資の配布及びその協力 

 被災の状況によっては、避難が長期間にわたり、被災者に対する食糧や

飲料水等の救援物資の支給が必要となってくる。 

    これらの活動を円滑に行うためには、組織的な活動がどうしても必要と

なってくるので、自主防災組織としてもそれぞれが保有している食糧等の

配布を行うほか、市が実施する救援物資の配布活動に協力する。 

（３）略 

４～６ 略 
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 修正後 修正前 

 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 

第１９節 ボランティアの受け入れ 

１ ボランティアの役割 

生活支援に関する業務 

（一般ボランティアが行う業務） 

（１）避難施設の運営 

（２）炊き出し、食料等の配布 

（３）救援物資等の仕分け、輸送 

（４）高齢者、障がい者等の介護補助 

（５）清掃活動 

（６）その他被災地での軽作業 

専門的な知識・技術を要する業務 

（専門ボランティアが行う業務） 

（１）救護所等での医療、看護 

（２）外国人のための通訳 

（３）被災者へのメンタルヘルスケア 

（４）高齢者、障がい者等の介護 

（５）アマチュア無線等を活用した情報通信手段 

（６）公共土木施設の調査等 

（７）その他専門な技術・知識が必要な業務 

 

２～４ 略 

５ 専門ボランティアの連携・協力体制の整備 

災害時のボランティア活動のうち、一定の経験や資格を必要とする業務を行 

う専門ボランティアについては、災害時に対応ができるよう登録制度の導入検

討など、ネットワーク化の整備に努める 

 

第２０節 要配慮者・避難行動要支援者対策 

１ 社会福祉施設等の対策 

（１）～（４）略 

第１９節 ボランティアの受け入れ 

１ ボランティアの役割 

生活支援に関する業務 

（一般ボランティアが行う業務） 

（１）避難施設の運営 

（２）炊き出し、食糧等の配布 

（３）救援物資等の仕分け、輸送 

（４）高齢者、障がい者等の介護補助 

（５）清掃活動 

（６）その他被災地での軽作業 

専門的な知識・技術を要する業務 

（専門ボランティアが行う業務） 

（１）救護所等での医療、看護 

（２）外国人のための通訳 

（３）被災者へのメンタルヘルスケア 

（４）高齢者、障がい者等の介護 

（５）アマチュア無線等を活用した情報通信手段 

（６）公共土木施設の調査等 

（７）その他専門な技術・知識が必要な業務 

 

２～４ 略 

５ 専門ボランティアの連携・協力体制の整備 

災害時のボランティア活動のうち、一定の経験や資格を必要とする業務を行

う専門ボランティアについては、災害時に即自的対応ができるよう登録制度の

導入検討など、ネットワーク化の整備に努める。 

 

第２０節 要配慮者・避難行動要支援者対策 

１ 社会福祉施設等の対策 

（１）～（４）略 
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 修正後 修正前 

③ 

 

 

 

 

 

⑨ 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 

（５）社会福祉施設の土砂災害防止対策 

   社会福祉施設を土砂災害から守るために、市は、県と協力し、施設の管理

者に対して危険箇所、土砂災害警戒区域、危険区域避難場所及び警戒避難基

準等の情報を提供し、警戒、避難体制の確立等の防災体制整備に努めるよう

指導する。 

２ 略 

３ 要配慮者・避難行動要支援者支援体制の整備 

（１）情報伝達の多様性 

避難行動要支援者の中には、避難等に必要な情報を入手できれば、自ら避

難行動をとることが可能な者もいる。そのため、緊急かつ着実な避難勧告等

が伝達されるよう、各種情報伝達の特徴を踏まえ、防災行政無線や広報車に

よる情報伝達に加え、市ホームページ、Yahoo!サービス、FM やまと、J:COM

チャンネル、やまと PS メールや緊急速報メールなど、避難行動要支援者に合

わせた伝達手段の確保に努める。 

（２）略 

４ 略 

５ 避難生活施設等の対策 

（１）市は、避難生活施設等において高齢者、障がい者等が安心して生活ができる

ようバリアフリー化の推進及び支援体制の整備に努める。 

（２）市は、避難生活施設等の指定にあたっては、集団生活や一般的な設備での

生活に適応できない高齢者、障がい者等の要配慮者が必要な支援を受け、安

心して生活ができる体制を整備した福祉避難所（特定指定避難所）の指定に

努める。 

第２１節 略 

 

（５）社会福祉施設の土砂災害防止対策 

   社会福祉施設を土砂災害から守るために、市は、県と協力し、施設の管理

者に対して危険箇所及び危険区域避難場所、警戒避難基準等の情報を提供し、

警戒、避難体制の確立等の防災体制整備に努めるよう指導する。 

 

２ 略 

３ 要配慮者・避難行動要支援者支援体制の整備 

（１）情報伝達の多様性 

避難行動要支援者の中には、避難等に必要な情報を入手できれば、自ら避

難行動をとることが可能な者もいる。そのため、緊急かつ着実な避難指示が

伝達されるよう、各種情報伝達の特徴を踏まえ、防災行政無線や広報車によ

る情報伝達に加え、市ホームページ、Yahoo!サービス、FM やまと、J:COM

チャンネル、PS メールや緊急速報メールなど、避難行動要支援者に合わせた

伝達手段の確保に努める。 

（２）略 

４ 略 

５ 避難所対策 

（１）市は、避難所において高齢者、障がい者等が安心して生活ができるようバリ

アフリー化の推進及び支援体制の整備に努める。 

（２）市は、避難所の指定にあたっては、集団生活や一般的な設備での生活に適

応できない高齢者、障がい者等の要配慮者が必要な支援を受け、安心して生

活ができる体制を整備した避難所（特定指定避難所）の指定に努める。 

第２１節 略 
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 修正後 修正前 

 

 

 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

⑧ 

第２章 災害応急対策計画 

第１節 災害発生直前の対策 

１～２ 略 

３ 避難生活施設の開設 

市長は、災害の発生のおそれがある場合には、必要に応じ避難生活施設を開

設し、速やかに地域住民に周知する。 

４ 略 

第２節 応急活動体制 

１ 災害対策本部 

（１）～（２）略 

（３）災害対策本部の組織 

災害対策本部の組織は、大和市災害対策本部条例（昭和 39 年大和市条例第

34 号）及び大和市災害対策本部要領の定めるところによる。 

災害対策本部が設置された場合に本部機能を補完するため、必要に応じて

地域活動拠点を設置する。地域活動拠点では、各地域内における避難生活施

設等からの情報をとりまとめ、必要とされる応急活動、物資、情報についての

連絡、要請を本部に対して行う。また、各拠点周辺に生活必需物資集積センタ

ーを設置し、物資の受入れと避難生活施設への物資供給を実施する。 

２ 災害対策本部の動員体制 

（１）～（３）略 

（４）動員基準 

   風水害における動員は災害非常配備基準に基づいて実施し、参集場所は原

則として勤務場所とする。 

 

 

第２章 災害応急対策計画 

第１節 災害発生直前の対策 

１～２ 略 

３ 避難所の開設 

市長は、災害の発生のおそれがある場合には、必要に応じ避難所を開設し、速

やかに地域住民に周知する。 

４ 略 

第２節 応急活動体制 

１ 災害対策本部 

（１）～（２）略 

（３）災害対策本部の組織 

災害対策本部の組織は、大和市災害対策本部条例（昭和 39 年大和市条例第

34 号）及び大和市災害対策本部要領の定めるところによる。 

災害対策本部が設置された場合に本部機能を補完するため、必要に応じて

地域活動拠点を設置する。地域活動拠点では、各地域内における避難所等か

らの情報をとりまとめ、必要とされる応急活動、物資、情報についての連絡、

要請を本部に対して行う。また、各拠点周辺に生活必需物資集積センターを

設置し、物資の受入れと避難所への物資供給を実施する。 

２ 災害対策本部の動員体制 

（１）～（３）略 

（４）動員基準 

   風水害における動員は災害非常配備基準に基づいて実施し、参集場所は原

則として勤務場所とする。 
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 修正後 修正前 

⑥ 【災 害 非 常 配 備 基 準            】 

  区分 災害警戒本部 災害対策本部 

体制 警戒体制 第１号配備 第２号配備 第３号配備 

 

 

 

 

配 

 

 

 

備 

 

 

 

基 

 

 

 

準 

風 水 害 

市域において被害

が発生、または発生が

予想されるとき 

＜具体的事例＞ 

・水防警報が発表され、

河川水位が避難判

断水位を超えるこ

とが予想されると

き 

被害が拡大し、

災害対策本部への

移行が必要とされ

るとき 

＜具体的事例＞ 

・河川水位が氾濫

危険水位を超

え、大きな被害

が発生すること

が予想されると

き 

被害が拡大し、

第２号配備体制へ

の移行が必要とさ

れるとき 

被害が拡大し、

全組織、全職員の

活動力が必要とさ

れるとき 

特別警報が発表

されたとき 

地震災害 

本市において震度

４以上を観測したと

き 

 

東海地震に関連す

る調査情報（臨時）が

発表されたとき 

本市において震度５弱以上を観測し

たとき 

 

東海地震注意情報が発表されたとき 

本市において震

度６弱以上を観測

したとき 

 

東海地震予知情

報が発表されたと

き 

特殊災害 
災害が発生したと

き 

災害警戒本部の決定による 

 

（５）略 

３～４ 略 

 

 

 

【災 害 非 常 配 備 基 準            】 

  区分 災害警戒本部 災害対策本部 

体制 警戒体制 第１号配備 第２号配備 第３号配備 

 

 

 

 

配 

 

 

 

備 

 

 

 

基 

 

 

 

準 

風 水 害 

市域において被害

が発生、または発生が

予想されるとき 

＜具体的事例＞ 

・水防警報が発表され、

河川水位が避難判

断水位を超えるこ

とが予想されると

き 

被害が拡大し、

災害対策本部への

移行が必要とされ

るとき 

＜具体的事例＞ 

・河川水位が氾濫

危険水位を超

え、大きな被害

が発生すること

が予想されると

き 

被害が拡大し、

第２号配備体制へ

の移行が必要とさ

れるとき 

被害が拡大し、

全組織、全職員の

活動力が必要とさ

れるとき 

特別警報が発表

されたとき 

地震災害 

本市において震度

４を観測したとき 

 

東海地震に関連す

る調査情報（臨時）が

発表されたとき 

 
本市において震

度５（強・弱）を観

測したとき 

 

東海地震注意情

報が発表されたと

き 

本市において震

度６弱以上を観測

したとき 

 

東海地震予知情

報が発表されたと

き 

特殊災害 
災害が発生したと

き 

災害警戒本部の決定による 

 

（５）略 

３～４ 略 
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 修正後 修正前 

 

 

 

⑦ 

 

 

⑤ 

 

 

 

 

 

 

⑦ 

第３節 相互協力体制 

１～４ 略 

５ 民間団体との協力 

（１）民間団体の協力業務 

  ア～オ 略 

  カ 食料・生活必需品の調達 

（２）民間団体とは、次のとおりである。 

  ア～カ 略 

  キ 神奈川県トラック協会県央サービスセンター 

  ク～タ 略 

（３）～（４）略 

６～７ 略 

 

第４節 災害救助法の適用 

市長は、大規模な災害の発生により災害救助法に基づく災害応急対策を実施す

る必要があると認める時は、知事に対しその旨要請する。 

 災害救助法による救助は、災害に際して飲料水、食料、医療等の応急的・一時的

救助を行うことにより、被災者の保護と社会秩序の保全を目的として実施するも

のである。 

１～４ 略 

 

 

第３節 相互協力体制 

１～４ 略 

５ 民間団体との協力 

（１）民間団体の協力業務 

  ア～オ 略 

  カ 食糧・生活必需品の調達 

（２）民間団体とは、次のとおりである。 

  ア～カ 略 

  キ 神奈川県トラック協会相模支部 

  ク～タ 略 

（３）～（４）略 

６～７ 略 

 

第４節 略 

市長は、大規模な災害の発生により災害救助法に基づく災害応急対策を実施す

る必要があると認める時は、知事に対しその旨要請する。 

 災害救助法による救助は、災害に際して飲料水、食糧、医療等の応急的・一時的

救助を行うことにより、被災者の保護と社会秩序の保全を目的として実施するも

のである。 

１～４ 略 
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 修正後 修正前 

 

 

⑦ 

第５節 気象情報等の収集、伝達 

１ 気象情報の受理、伝達 

（１）注意報及び警報 

横浜地方気象台は、県内及び沿岸海域において気象、洪水、高潮による災害

及び被害の発生するおそれのある場合に地域を分けて注意報または警報を発

表し、住民や防災関係機関の注意や警戒を喚起する。 

ア 一般の利用に適合する注意報及び警報の種類等 

横浜地方気象台が発表する注意報及び警報の種類及び運用の概要と主な

特別警報の指標は次のとおりである。 

特別警報は、警報の発表基準をはるかに超える豪雨や大津波等が予想さ

れ、重大な災害の危険性が著しく高まっている場合に発表される。警報は、

気象等の現象により、重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合

に行い、注意報は、気象等の現象により、災害が起こるおそれがあると予想

される場合に発表される。 

特別警報の種類は、大雨特別警報（土砂災害、浸水害）、暴風特別警報、

高潮特別警報、波浪特別警報、大雪特別警報、暴風雪特別警報である。 

警報の種類は、暴風警報、暴風雪警報、大雨警報、大雪警報、波浪警報、

洪水警報及び高潮警報である。このうち、波浪、洪水及び高潮を除く警報を

「気象警報」と総称する。また、地面現象及び浸水に関する警報事項は気象

警報に含めて行う。 

注意報の種類は、強風注意報、風雪注意報、大雨注意報、大雪注意報、濃

霧注意報、雷注意報、乾燥注意報、着氷注意報、着雪注意報、霜注意報、低

温注意報、波浪注意報、洪水注意報及び高潮注意報である。このうち、波

浪、洪水及び高潮を除く注意報を「気象注意報」と総称する。また、地面現

象及び浸水に関する注意報事項は、気象注意報に含めて行う。 

第５節 気象情報等の収集、伝達 

１ 気象情報の受理、伝達 

（１）注意報及び警報 

横浜地方気象台は、県内及び沿岸海域において気象、洪水、高潮による災害

及び被害の発生するおそれのある場合に地域を分けて注意報または警報を発

令し、住民や防災関係機関の注意や警戒を喚起する。 

ア 一般の利用に適合する注意報及び警報の種類等 

横浜地方気象台が発表する注意報及び警報の種類及び運用の概要と主な

特別警報の指標は次のとおりである。 

特別警報は、警報の発表基準をはるかに超える豪雨や大津波等が予想さ

れ、重大な災害の危険性が著しく高まっている場合に発表される。警報は、

気象等の現象により、重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合

に行い、注意報は、気象等の現象により、災害が起こるおそれがあると予想

される場合に発令される。 

特別警報の種類は、大雨特別警報（土砂災害、浸水害）、暴風特別警報、

高潮特別警報、波浪特別警報、大雪特別警報、暴風雪特別警報である。 

警報の種類は、暴風警報、暴風雪警報、大雨警報、大雪警報、波浪警報、

洪水警報及び高潮警報である。このうち、波浪、洪水及び高潮を除く警報を

「気象警報」と総称する。また、地面現象及び浸水に関する警報事項は気象

警報に含めて行う。 

注意報の種類は、強風注意報、風雪注意報、大雨注意報、大雪注意報、濃

霧注意報、雷注意報、乾燥注意報、着氷注意報、着雪注意報、霜注意報、低

温注意報、波浪注意報、洪水注意報及び高潮注意報である。このうち、波

浪、洪水及び高潮を除く注意報を「気象注意報」と総称する。また、地面現

象及び浸水に関する注意報事項は、気象注意報に含めて行う。 
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 修正後 修正前 

⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【気象・高潮・洪水・波浪に関する注意報・警報の種類及び発表基準】 

（平成 28 年 11 月 17 日現在） 

※修正該当箇所のみ記載。 

警報 大雪 降雪の深さ 12時間降雪の深さ10㎝ 

注意報 大雪 降雪の深さ 12時間降雪の深さ5㎝ 

【特別警報の指標】 

１ 雨を要因とする特別警報の指標（大雨特別警報） 

 以下の①又は②いずれかを満たすと予想され、かつ、さらに雨が降り続くと予

想される場合。 

①48 時間降水量及び土壌雨量指数において、50 年に一度の値以上（大和市では、 

48 時間降水量が 362mm、3 時間降水量 139mm、土壌雨量指数が 226）とな 

った 5km 格子が、共に府県程度の広がりの範囲内で 50 格子以上出現。 

② 略 

２ 略 

３ 雪を要因とする特別警報の指標 

  府県程度の広がりをもって 50 年に一度の積雪深（大和市では横浜での 32cm

が基準）となり、かつ、その後も警報級の降雪が丸一日程度以上続くと予想さ

れる場合。 

イ～エ 略 

（２）～（３）略 

 

第６節 略 

【気象・高潮・洪水・波浪に関する注意報・警報の種類及び発表基準】 

（平成 24 年 5 月 29 日現在） 

※修正該当箇所のみ記載。 

警報 大雪 降雪の深さ 24時間降雪の深さ10㎝ 

注意報 大雪 降雪の深さ 24時間降雪の深さ5㎝ 

【特別警報の指標】 

１ 雨を要因とする特別警報の指標（大雨特別警報） 

 以下の①又は②いずれかを満たすと予想され、かつ、さらに雨が降り続くと予

想される場合。 

①48 時間降水量及び土壌雨量指数において、50 年に一度の値以上（大和市では、 

48 時間降水量が 354mm、3 時間降水量 132mm、土壌雨量指数が 219）となっ 

た 5km 格子が、共に府県程度の広がりの範囲内で 50 格子以上出現。 

② 略 

２ 略 

３ 雪を要因とする特別警報の指標 

  府県程度の広がりをもって 50 年に一度の積雪深（大和市では横浜での 31cm

が基準）となり、かつ、その後も警報級の降雪が丸一日程度以上続くと予想さ

れる場合。 

イ～エ 略 

（２）～（３）略 

 

第６節 略 

 

 

 



 

- 97 - 

 修正後 修正前 

⑨ 第７節 通信の確保 

１～２ 略 

３ 通信の統制 

（１）重要通信の優先（救助、避難勧告等の重要性の高い通信を優先する。） 

（２）～（５）略 

４～７ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７節 通信の確保 

１～２ 略 

３ 通信の統制 

（１）重要通信の優先（救助、避難指示等の重要性の高い通信を優先する。） 

（２）～（５）略 

４～７ 略 
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 修正後 修正前 

 

 

 

 

 

⑨ 

 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８節 災害広報 

１ 実施機関と広報内容 

機 関 名 広 報・報 道 内 容 

大 和 市 

１ 災害の状況に関すること 

（１）地震の規模 

２ 避難に関すること 

（１）避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避

難指示（緊急） 

（２）避難場所・避難生活施設 

３ 応急対策活動の状況に関すること 

（１）医療救護所の管理・運営 

（２）交通、道路、電気、水道等の復旧 

４ 市民生活に関すること 

（１）給水、給食 

（２）電気、ガス、水道等の二次災害の防止 

（３）防疫 

（４）臨時災害相談所の開設 

（５）安否情報 

大  和  市 

（ 消 防 本 部 ） 

１ 出火防止、初期消火に関すること 

２ 避難に関すること 

大 和 警 察 署 

１ 交通規制に関すること 

２ 警備活動に関すること 

３ 避難に関すること 

防 災 関 係 機 関 

１ 電気、ガス等の二次災害の防止に関すること 

２ 所管業務の被害状況、復旧状況に関すること 

３ 避難に関すること 

 

 

第８節 災害広報 

１ 実施機関と広報内容 

機 関 名 広 報・報 道 内 容 

大 和 市 

１ 災害の状況に関すること 

（１）地震の規模 

２ 避難に関すること 

（１）避難準備情報、勧告、指示 

（２）避難場所・避難所 

３ 応急対策活動の状況に関すること 

（１）救護所の管理・運営 

（２）交通、道路、電気、水道等の復旧 

４ 市民生活に関すること 

（１）給水、給食 

（２）電気、ガス、水道等の二次災害の防止 

（３）防疫 

（４）臨時災害相談所の開設 

（５）安否情報 

大  和  市 

（ 消 防 本 部 ） 

１ 出火防止、初期消火に関すること 

２ 避難に関すること 

大 和 警 察 署 

１ 交通規制に関すること 

２ 警備活動に関すること 

３ 避難に関すること 

防 災 関 係 機 関 

１ 電気、ガス等の二次災害の防止に関すること 

２ 所管業務の被害状況、復旧状況に関すること 

３ 避難に関すること 
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 修正後 修正前 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 災害広報の伝達 

（１）～（４）略 

（５）インターネット（市ホームページ及びヤフー株式会社との協定によるYahoo!サ

ービス）  

（６）～（９）略 

（10）大和市広報 PR ボード 

（11）略 

第９節～第１０節 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 災害広報の伝達 

（１）～（４）略 

（５）インターネット（市ホームページ、市防災情報システム及びヤフー株式会社との

協定によるYahoo!サービス）  

（６）～（９）略 

（10）市内 PR ボード 

（11）略 

第９節～第１０節 略 
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⑧ 第１１節 水防対策 

１ 略 

２ 水防組織 

水防組織は、本編第 2 章、第 2 節「応急活動体制」による。ただし、厚木土

木事務所東部センター水防支部長より水防警報が発令され、災害の程度が市災

害対策本部を設置するに至らないときは、大和市災害警戒本部設置要領の規定

による。 

３ 監視警戒及び重要水防区域 

（１）～（２）略 

（３）重要水防区域及び箇所 

   市内の河川のうち、特に水防上警戒又は防御に重要性を有する区域は次の

とおりである。 

水 防

管 理

団 体

名 

河川名 

重  要  度 

左右 

岸別 
地 先 名 

延長 

(m) 
重要なる理由 

種  別 階級 

大和

市 

境 川 
水衡・洗

堀 
B 右 

大和市上和田

～下和田 
600 護岸洗掘 

〃 堤防断面 B 右 大和市深見 1000 流下能力不足 

引地川 堤防高 A 左 大和市福田 110 流下能力不足 

〃 〃 A 右 〃 50 〃 

〃 〃 A 左 〃 1,360 〃 

〃 〃 A 右 〃 780 〃 

合計 A 階級 4 件   〃 2,300  

 

４ 略 

 

第１１節 水防対策 

１ 略 

２ 水防組織 

水防組織は、本編第 3 章、第 2 節「応急活動体制」による。ただし、厚木土

木事務所東部センター水防支部長より水防警報が発令され、災害の程度が市災

害対策本部を設置するに至らないときは、大和市災害警戒本部設置要領の規定

による。 

３ 監視警戒及び重要水防区域 

（１）～（２）略 

（３）重要水防区域及び箇所 

   市内の河川のうち、特に水防上警戒又は防御に重要性を有する区域は次の

とおりである。 

水 防

管 理

団 体

名 

河川名 

重  要  度 

左右 

岸別 
地 先 名 

延長 

(m) 
重要なる理由 

種  別 階級 

大和

市 

境 川 
水衡・洗

堀 
B 右 

大和市上和田

～下和田 
600 護岸洗掘 

〃 堤防断面 B 右 大和市深見 1000 流下能力不足 

引地川 堤防高 A 左 大和市福田 110 堤防高不足 

〃 〃 A 右 〃 50 〃 

〃 〃 A 左 〃 1,380 〃 

〃 〃 A 右 〃 1,200 〃 

合計 A 階級 4 件   〃 2,740  

 

４ 略 
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 修正後 修正前 

 

 

⑧ 

⑨ 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 

４ 略 

第１２節 略 

第１３節 避難対策 

大雨による河川のはん濫等により、浸水または浸水のおそれがある場合や災害の発

生に伴い、火災等の二次災害を被るおそれがある場合などには被災者を安全な地域に

一時避難させ、又は安全な施設に収容保護することにより、人命の安全を確保しなけれ

ばならない。このような場合の避難誘導、避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避

難指示（緊急）、避難生活施設の開設等について必要な事項を定める。これらの場合に

は、災害時の男女のニーズの違い等、双方の視点に十分配慮するように努める。 

１～２ 略 

３ 避難に関する措置 

（１）避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急） 

 災害から人命、身体を保護し、又は被害の拡大防止を図るため特に必要があ

ると認められる場合に、市長等は、必要に応じて、横浜地方気象台、神奈川県等

に助言を求め、危険地域の居住者に対し、速やかに避難の勧告、指示を行う。 

  また、避難行動要支援者に対しては、避難支援等関係者に準備行動を開始す 

るのに十分な時間的余裕を与えるものとなるよう、早期に情報の伝達を行う体 

制を確保する。 

 市は、避難準備・高齢者避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）を行う基準を 

策定・公表し、迅速な避難活動の開始に備える。なお、必要に応じて、横浜地方 

気象台や神奈川県に避難勧告等に関する事項について、助言を求める。 

 

 

 

 

４ 略 

第１２節 略 

第１３節 避難対策 

大雨による河川の氾濫等により、浸水または浸水のおそれがある場合や災害の発生

に伴い、火災等の二次災害を被るおそれがある場合などには被災者を安全な地域に一

時避難させ、又は安全な施設に収容保護することにより、人命の安全を確保しなければ

ならない。このような場合の避難誘導、避難準備情報・勧告・指示、避難所の開設等に

ついて必要な事項を定める。これらの場合には、災害時の男女のニーズの違い等、双方

の視点に十分配慮するように努める。 

１～２ 略 

３ 避難に関する措置 

（１）避難準備情報、避難勧告、避難指示 

 災害から人命、身体を保護し、又は被害の拡大防止を図るため特に必要があ

ると認められる場合に、市長等は、必要に応じて、横浜地方気象台、神奈川県等

に助言を求め、危険地域の居住者に対し、速やかに避難の勧告、指示を行う。 

  また、避難行動要支援者に対しては、避難支援等関係者に準備行動を開始す 

るのに十分な時間的余裕を与えるものとなるよう、早期に情報の伝達を行う体 

制を確保する。 

 市は、避難準備情報、避難勧告、避難指示を行う基準を策定・公表し、迅速 

な避難活動の開始に備える。 
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② 

⑨ 

避難勧告等発令基準 

河川名 境   川 

避難準備・高齢

者等避難開始 

（右記のいずれ

かに該当する場

合） 

① 境橋水位観測地点における水位が、避難判断水位（３．

６０ｍ）に達し、その後も上流域に１０ｍｍ／ｈ以上の

雨量が数時間継続し、さらなる水位の上昇が予想される

とき。 

② ①以外の境川周辺地域においては、水位が概ね溢水水位

下２ｍに達したとき。 

③ 昭和橋、高橋、幸延寺橋のいずれかの観測地点において、

避難判断水位を超え、本市域においても水位の上昇が予

想されるとき。 

避難勧告 

（右記のいずれ

かに該当する場

合） 

① 境橋水位観測地点における水位がはん濫危険水位（４．

１０ｍ）を超え、かつ、その後も上流域に１０ｍｍ／ｈ

以上の雨量が数時間継続し、さらなる水位の上昇により

溢水水位に到達することが予想されるとき。 

② ①以外の境川周辺地域においては、水位が概ね溢水水位

下１ｍに達したとき 

避難指示（緊急） 

① 境橋水位観測地点における水位がはん濫危険水位（４．

１０ｍ）を超え、又は超えることが確実で、危険な状態

にあるとき。 

 

 

 

 

避難勧告等発令基準 

河川名 境   川 

避難準備情報 

（右記のいずれ

かに該当する場

合） 

① 境橋水位観測地点における水位が、避難判断水位（４．

１ｍ）に達し、その後も上流域に１０ｍｍ／ｈ以上の雨

量が数時間継続し、さらなる水位の上昇が予想されると

き。 

② ①以外の境川周辺地域においては、水位が概ね溢水水位

下１ｍに達したとき。 

③ 昭和橋、高橋、幸延寺橋のいずれかの観測地点において、

避難判断水位を超え、本市域においても水位の上昇が予

想されるとき。 

避難勧告 

（右記のいずれ

かに該当する場

合） 

② 境橋水位観測地点における水位が氾濫危険水位（５．１

ｍ）を超え、かつ、その後も上流域に１０ｍｍ／ｈ以上

の雨量が数時間継続し、さらなる水位の上昇により溢水

水位に到達することが予想されるとき。 

② ①以外の境川周辺地域においては、水位が概ね溢水水位

に達したとき 

避難指示 

② 境橋水位観測地点における水位が氾濫危険水位（５．１

ｍ）を超え、又は超えることが確実で、危険な状態にあ

るとき。 
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 河川名 引   地   川 

避難準備・高齢

者等避難開始 

（右記のいずれ

かに該当する場

合） 

① 八幡橋水位観測地点における水位が避難判断水位（１．

６５ｍ）に達し、その後も上流域に１０ｍｍ/ｈ以上の

雨量が数時間継続するなど、さらなる水位の上昇が予想

されるとき。 

② 大山橋水位観測地点における水位が避難判断水位（２．

００ｍ）に達し、その後も上流域に１０ｍｍ／ｈ以上の

雨量が数時間継続するなど、さらなる水位の上昇が予想

されるとき。 

③ ①以外の引地川周辺地域においては、水位が概ね溢水水

位下１ｍに達したとき。 

避難勧告 

（右記のいずれ

かに該当する場

合） 

① 八幡橋水位観測地点における水位がはん濫危険水位

（２．０５ｍ）を超え、その後も上流域に１０ｍｍ／ｈ

以上の雨量が数時間継続するなど、さらなる水位の上昇

により溢水水位に到達することが予想されるとき。 

② 大山橋水位観測地点における水位がはん濫危険水位

（２．２５ｍ）を超え、その後も上流域に１０ｍｍ／ｈ

以上の雨量が数時間継続するなど、さらなる水位の上昇

により溢水水位に到達することが予想されるとき。 

③ ①以外の引地川周辺地域においては、水位が概ね溢水水

位下０．８ｍに達したとき 

避難指示（緊急） 

①八幡橋・大山橋水位観測地点における水位がはん濫危険水

位（２．０５ｍ、２．２５ｍ）を超え、又は超えることが

確実で、危険な状態にあるとき。 
 

河川名 引   地   川 

避難準備情報 

（右記のいずれ

かに該当する場

合） 

① 八幡橋水位観測地点における水位が避難判断水位（1.78

ｍ）に達し、その後も上流域に１０ｍｍ/ｈ以上の雨量

が数時間継続するなど、さらなる水位の上昇が予想され

るとき。 

② 大山橋水位観測地点における水位が避難判断水位（2.28

ｍ）に達し、その後も上流域に１０ｍｍ／ｈ以上の雨量

が数時間継続するなど、さらなる水位の上昇が予想され

るとき。 

③ ①以外の引地川周辺地域においては、水位が概ね溢水水

位下１ｍに達したとき。 

避難勧告 

（右記のいずれ

かに該当する場

合） 

① 八幡橋水位観測地点における水位が氾濫危険水位（2.58

ｍ）を超え、その後も上流域に１０ｍｍ／ｈ以上の雨量

が数時間継続するなど、さらなる水位の上昇により溢水

水位に到達することが予想されるとき。 

② 大山橋水位観測地点における水位が氾濫危険水位（2.88

ｍ）を超え、その後も上流域に１０ｍｍ／ｈ以上の雨量

が数時間継続するなど、さらなる水位の上昇により溢水

水位に到達することが予想されるとき。 

③ ①以外の引地川周辺地域においては、水位が概ね溢水水

位に達したとき 

避難指示 

①八幡橋・大山橋水位観測地点における水位が氾濫危険水位

（2.58ｍ、2.88ｍ）を超え、又は超えることが確実で、危

険な状態にあるとき。 
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  土  砂  災  害 

避難準備・高齢者

等避難開始 

（右記のいずれ

かに該当する場

合） 

① 市内において大雨警報（土砂災害））が発表され、かつ、

土砂災害警戒判定メッシュ情報で大雨警報の土壌雨量

指数基準を超過した場合。 

② 連続降雨量が１２時間で１００ｍｍを超えた場合。 

避難勧告 

（右記のいずれ

かに該当する場

合） 

① 市内において土砂災害警戒情報が発表された場合 

② 大雨警報（土砂災害）が発表され、かつ、土砂災害警戒

メッシュ情報の予測値で土砂災害警戒情報の判定基準

を超過し、さらに降雨が継続する見込みである場合 

③ 大雨警報（土砂災害）が発表されている状況で、記録的

短時間大雨情報が発表された場合 

④ 土砂災害の前兆現象（湧水・地下水の濁り）が見られる

場合 

⑤ 連続降雨量が１２時間で１２０ｍｍを超え、かつ直近１

時間の降雨量が３０ｍｍを超えた場合。 

避難指示（緊急） 
① 土砂災害の前兆現象又は土砂災害が発生し、危険な状 

態にあるとき。 

ア 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）の性格 

（ア）避難準備・高齢者等避難開始の性格 

    避難準備・高齢者等避難開始とは、災害の拡大等により安全な避難地に

避難しなくてはならない状況下において、特に避難行動要支援者の方々へ

の支援に必要となる十分な時間的余裕を与えるものとなるよう、避難勧告

よりも早い段階で発表する避難情報である。 

 

 

 土  砂  災  害 

避難準備情報 

（右記のいずれ

かに該当する場

合） 

① 市内において大雨警報（土砂災害））が発表され、かつ、

土砂災害警戒判定メッシュ情報で大雨警報の土壌雨量

指数基準を超過した場合。 

② 連続降雨量が１２時間で１００ｍｍを超えた場合。 

避難勧告 

（右記のいずれ

かに該当する場

合） 

① 市内において土砂災害警戒情報が発表された場合 

② 大雨警報（土砂災害）が発表され、かつ、土砂災害警戒

メッシュ情報の予測値で土砂災害警戒情報の判定基準

を超過し、さらに降雨が継続する見込みである場合 

③ 大雨警報（土砂災害）が発表されている状況で、記録的

短時間大雨情報が発表された場合 

④ 土砂災害の前兆現象（湧水・地下水の濁り）が見られる

場合 

⑤ 連続降雨量が１２時間で１２０ｍｍを超え、かつ直近１

時間の降雨量が３０ｍｍを超えた場合。 

避難指示 
① 土砂災害の前兆現象又は土砂災害が発生し、危険な状 

態にあるとき。 

ア 避難準備情報、避難勧告、避難指示の性格 

（ア）避難準備情報の性格 

    避難準備情報とは、災害の拡大等により安全な避難地に避難しなくては

ならない状況下において、特に避難行動要支援者の方々への支援に必要と

なる十分な時間的余裕を与えるものとなるよう、避難勧告よりも早い段階

で発表する避難情報である。 
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（イ）避難勧告と避難指示（緊急）の性格 

   避難勧告とは、その地域の居住者等を拘束するものではないが、居住

者等がその勧告を尊重することを期待して、避難のための立ち退きを勧

め又は促す行為である。 

   これに対し避難指示（緊急）とは、被害の危険は目前に切迫している場

合で、勧告よりも拘束力が強い。しかし、指示に従わない者に対しての強

制は、時期的に手早い段階で実施すべきものではない。 

イ 避難準備・高齢者等避難開始、災害対策基本法による避難勧告等を発令

する者 

（ア）避難準備・高齢者等避難開始は、市長が発令する。 

（イ）避難勧告等を行う者 

市 長 市民の生命、身体に危険を及ぼすと認めるとき、第一義的に実施する。 

知 事 市長が避難勧告等をすることができなくなったとき、市長に代わって実施する。 

警察官 

市長が避難勧告等をすることができないと認めるとき､又は市長から要求が

あったとき実施し、人命若しくは身体に危険を及ぼすおそれがある場合、そ

の場に居合わせた者に対して、職権で避難の措置を実施する。 

自衛官 
災害派遣を命ぜられた部隊の自衛官は、危険な事態が生じ、警察官がその場

にいないときに実施する。 
 

（イ）避難勧告と避難指示の性格 

   勧告とは、その地域の居住者等を拘束するものではないが、居住者等

がその勧告を尊重することを期待して、避難のための立ち退きを勧め又

は促す行為である。 

   これに対し避難指示とは、被害の危険は目前に切迫している場合で、

勧告よりも拘束力が強い。しかし、指示に従わない者に対しての強制は、

時期的に手早い段階で実施すべきものではない。 

イ 避難準備情報、避難勧告、避難指示を発令する者 

（ア）避難準備情報は、市長が発令する。 

（イ）避難の勧告又は指示を行う者 

市 長 市民の生命、身体に危険を及ぼすと認めるとき、第一義的に実施する。 

知 事 市長が避難の指示等をすることができなくなったとき、市長に代わって実施する。 

警察官 

市長が避難指示をすることができないと認めるとき､又は市長から要求があ

ったとき実施し、人命若しくは身体に危険を及ぼすおそれがある場合、その

場に居合わせた者に対して、職権で避難の措置を実施する。 

自衛官 
災害派遣を命ぜられた部隊の自衛官は、危険な事態が生じ、警察官がその場

にいないときに実施する。 
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ウ 避難準備・高齢者等避難開始、災害対策基本法による避難勧告等の内容 

 市長の避難準備・高齢者避難開始、災害対策基本法による避難勧告等を実

施する者は、次の内容を明示して行う。 

  （ア）略 

（イ）避難先（指定緊急避難場所。なお、避難時の周辺の状況等により、指

定緊急避難場所への移動を行うことがかえって危険を伴う場合は、屋

内での待避により安全を確保する。） 

（ウ）～（オ）略 

エ 避難措置の報告 

  避難勧告等を行った者は、次により必要な事項を報告又は連絡する。 

（２）～（４）略 

４ 避難計画 

（１）避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）を行う状況 

本市の場合には、地理的な関係から実際に避難準備・高齢者等避難開始、避難 

勧告、避難指示（緊急）を行う場合及び状況は、おおむね次の場合と考えられ 

る。 

 

ウ 避難準備情報、避難勧告、避難指示の内容 

 市長の避難準備情報、勧告、指示を実施する者は、次の内容を明示して行

う。 

（ア）略 

（イ）避難先 

（ウ）～（オ）略 

エ 避難措置の報告 

  避難の勧告又は指示を行った者は、次により必要な事項を報告又は連絡する。 

（２）～（４）略 

４ 避難計画 

（１）避難準備情報、避難勧告、避難指示を行う状況 

本市の場合には、地理的な関係から実際に避難準備情報、勧告、指示を行う場 

合及び状況は、おおむね次の場合と考えられる。 
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ア～イ 略 

 発令時の状況 市民に求める行動 

避難準備・ 

高齢者等 

避難開始 

 

・避難行動に時間を要する避難

行動要支援者が、その行動を開

始しなければならない段階で

あり、人的被害の発生する可能

性が高まった状況 

・避難行動に時間を要する避難行動要支

援者は、計画された避難場所への避難

行動を開始する。 

・避難行動要支援者の避難支援等関係者

は、当該避難行動要支援者への支援行

動を行う。 

・上記以外の者は、災害情報に注意する

とともに、家族等との連絡、非常持出

品の用意等、避難準備を開始する。 

避難勧告 

・通常の避難行動をできる者が

避難行動を開始しなければな

らない段階であり、人的被害の

発生する可能性が明らかに高

まった状況 

・通常の避難行動ができる者は、指定さ

れた避難場所等への避難行動を開始す

る。 

避難指示 

（緊急） 

・前兆現象の発生や、災害の切迫

した状況から、人的災害の発生

する危険性が非常に高いと判

断された状況 

・人的被害が発生した状況 

・計画された避難場所等への避難行動を開

始する。 

（２）避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）の伝達方法 

避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）を決定したとき

は、市長は直ちに所轄警察署に報告し、警備の要請を行うとともに、避難の対

象となる地域の市民等に対しては、防災行政無線、広報車の巡回等により周

知するほか、警察官、消防機関及び自主防災組織等の協力を得て情報伝達の

徹底を図る。 

（３）略 

ア～イ 略 

 発令時の状況 市民に求める行動 

避難準備情

報 

・避難行動に時間を要する避難

行動要支援者が、その行動を開

始しなければならない段階で

あり、人的被害の発生する可能

性が高まった状況 

・避難行動に時間を要する避難行動要支

援者は、計画された避難場所への避難

行動を開始する。 

・避難行動要支援者の避難支援等関係者

は、当該避難行動要支援者への支援行

動を行う。 

・上記以外の者は、災害情報に注意する

とともに、家族等との連絡、非常持出

品の用意等、避難準備を開始する。 

避難勧告 

・通常の避難行動をできる者が

避難行動を開始しなければな

らない段階であり、人的被害の

発生する可能性が明らかに高

まった状況 

・通常の避難行動ができる者は、指定さ

れた避難場所等への避難行動を開始す

る。 

避難指示 

・前兆現象の発生や、災害の切迫

した状況から、人的災害の発生

する危険性が非常に高いと判

断された状況 

・人的被害が発生した状況 

・計画された避難場所等への避難行動を開

始する。 

（２）避難準備情報、避難勧告、避難指示の伝達方法 

避難準備情報、避難勧告、避難指示を決定したときは、市長は直ちに所轄警

察署に報告し、警備の要請を行うとともに、避難の対象となる地域の市民等

に対しては、防災行政無線、広報車の巡回等により周知するほか、警察官、消

防機関及び自主防災組織等の協力を得て情報伝達の徹底を図る。 

（３）略 
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④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）浸水想定区域内に所在する地下施設等及び避難に当たって防災上の配慮を

要する施設の名称及び所在地 

【境川浸水想定区域】 

（ア）社会福祉施設 

番

号 

名     称 所   在   地 

1 大和あけぼの幼稚園 下和田 32 番地 

2 晃風園ぬくもり 深見 1736 番地 2 

3 下和田保育園 下和田 262 番地 

4 ル・リアンふかみ 深見 2106 番地 1 

5 生きがい工房上和田 上和田 2412 番地 

6 ワークステーション菜の

花 

深見 941 番地 1 

 

（イ）学校 

番

号 

名     称 所   在   地 

1 大和東小学校 深見 1805 番地 

2 上和田中学校 上和田 1314 番地 1 

3 渋谷中学校 下和田 49 番地 

4 大和東高校 深見 1760 番地 
 

（４）浸水想定区域内に所在する地下施設等及び避難に当たって防災上の配慮を

要する施設の名称及び所在地 

【境川浸水想定区域】 

番

号 

名     称 所   在   地 

1 大和あけぼの幼稚園 下和田 32 番地 

2 晃風園ぬくもり 深見 1736-2 

3 下和田保育園 下和田 262 

4 ル・リアンふかみ 深見 2106-1 

 

【引地川浸水想定区域】 

番

号 

名     称 所   在   地 

1 渋谷保育園 福田 6002 番地 

2 げんきステーションより

道一休 

福田 5-26-10 

3 グループホーム欅 福田 1842 

4 モミヤマ幼稚園 福田 5-17-2 

5 もみの木保育園 福田 5-17-1 
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⑧ 

【引地川浸水想定区域】 

（ア）社会福祉施設  

番

号 

名     称 所   在   地 

1 渋谷保育園 福田 6002 番地 

2 げんきステーションより

道一休 

福田五丁目 26 番地 10 

3 グループホーム欅 福田 1842 番地 

4 モミヤマ幼稚園 福田五丁目 17 番地 2 

5 もみの木保育園 福田五丁目 17 番地 1 

6 ピンポンデイハッピー渋

谷 

福田 588 番地 1 

 

（イ）学校 

番

号 

名     称 所   在   地 

1 福田小学校 福田五丁目 22 番地 1 

2 下福田小学校 福田 570 番地 

3 下福田中学校 福田 1569 番地 1 

 

（５）避難地（施設）の名称、所在地、対象地区及び収容人員 

   避難地（施設）の名称、所在地、対象地区及び収容人員は資料編 3-2、広域

避難場所一覧、3-3 指定緊急避難場所・指定避難所一覧表に示す。 

（６）～（８）略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）避難地（施設）の名称、所在地、対象地区及び収容人員 

   避難地（施設）の名称、所在地、対象地区及び収容人員は 3-2 避難生活施

設一覧、3-3、広域避難場所一覧、資料編 3-4 指定緊急避難場所・指定避難所

一覧表に示す。 

（６）～（８）略 
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⑧ ５ 避難生活施設等の開設 

市長は、被災者に対する救援措置を行うため、必要に応じて避難生活施設等

を開設する。 

（１）開設の方法等 

避難生活施設は、あらかじめ指定した避難生活施設（以下「指定避難所」と

いう）のうちから、災害対策本部長が災害の状況及び規模を勘案して、浸水の

おそれのある指定避難所については風水害時には開設しないなど（代替施設

については下表参照）、安全適切な場所を選定のうえ担当部に開設させる。 

 ただし、緊急を要する場合で、災害対策本部による選定の猶予がないとき

は、担当部の判断により避難生活施設等を開設することができるものとする

が、判断を下した担当部等は、施設及び周囲の安全に十分配慮して決定する。 

なお、特定指定避難所となる市の施設の施設管理者である指定管理者は、

施設管理に関する契約・協定等に避難所運営等に関する特別の定めがある場

合は、その定めるところにより行う。 

（２）開設の報告 

 担当部は、避難生活施設等開設に関わる次の事項を災害対策本部に報告し

なければならない。 

  ア 避難生活施設名 

イ～エ 略 

（３）開設の周知 

市長は、避難生活施設等を開設した場合において、速やかに地域住民に周

知するとともに、県、警察、自衛隊等関係機関に連絡する。 

（４）略 

（５）避難生活施設等内の区画の設定 

  ア～イ 略 

５ 避難所の開設 

市長は、被災者に対する救援措置を行うため、必要に応じて避難所を開設す

る。 

（１）開設の方法等 

避難所は、あらかじめ指定した避難所（以下「指定避難所」という）のうち

から、災害対策本部長が災害の状況及び規模を勘案して、浸水のおそれのあ

る指定避難所については風水害時には開設しないなど（代替施設については

下表参照）、安全適切な場所を選定のうえ担当部に開設させる。 

 ただし、緊急を要する場合で、災害対策本部による選定の猶予がないとき

は、担当部の判断により避難所を開設することができるものとするが、判断

を下した担当部等は、施設及び周囲の安全に十分配慮して決定する。 

なお、特定指定避難所となる市の施設の施設管理者である指定管理者は、

施設管理に関する契約・協定等に避難所運営等に関する特別の定めがある場

合は、その定めるところにより行う。 

 

（２）開設の報告 

 担当部は、避難所開設に関わる次の事項を災害対策本部に報告しなければ

ならない。 

ア 避難所名 

イ～エ 略 

（３）開設の周知 

市長は、避難所を開設した場合において、速やかに地域住民に周知すると

ともに、県、警察、自衛隊等関係機関に連絡する。 

（４）略 

（５）避難所の区画の設定 

  ア～イ 略 
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 修正後 修正前 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 

６ 避難生活施設等の運営 

避難生活施設等は、大規模地震発生時に地域住民（避難者）が、一定期間、臨

時の生活拠点として利用するところである。 

 避難生活施設が避難者にとって秩序のとれた臨時の生活拠点として機能する

ためには、自主防災組織等の代表、施設管理者及び市職員からなる避難生活施

設運営組織による自主的な運営が重要である。 

 避難生活施設運営組織の在り方及び避難生活施設の運営方法については、「避

難生活施設運営マニュアル」として別途作成する。 

  なお、避難生活施設に従事する市職員は、避難生活施設運営組織の各構成員

との連携のもと、（１）に示す業務に従事する。 

（１）避難所従事者の職務内容 

  ア 避難者の掌握に努める。なお、避難生活施設収容台帳（様式１）を作成

し、直ちに災害対策本部に提出する。 

イ 略 

ウ ＭＣＡ無線を活用して、災害対策本部と連絡をとり、避難生活施設の状

況の報告と避難者の支援に関する情報収集に努める。 

エ 避難生活施設内の衛生管理に特に留意し、必要な措置を講じるときは、

担当部長の指示を仰ぐ。 

オ 略 

カ 避難生活施設の安全に常に注意し、危険と判断した場合には災害対策本

部に報告し、避難者を他の安全な場所へ誘導する。 

キ 食料、その他生活必需物資の配分については、自主防災組織及び災害ボ

ランティア等の協力を得て公平に行う。なお、物資の管理については、

物品受払簿（様式 2）に記帳することにより行う。 

 

６ 避難所の運営 

避難所は、大規模地震発生時に地域住民（避難者）が、一定期間、臨時の生活

拠点として利用するところである。 

 避難所が避難者にとって秩序のとれた臨時の生活拠点として機能するために

は、自主防災組織等の代表、施設管理者及び市職員からなる避難所運営組織に

よる自主的な運営が重要である。 

 避難所運営組織の在り方及び避難所の運営方法については、「避難所運営マニ

ュアル」として別途作成する。 

  なお、避難所に従事する市職員は、避難所運営組織の各構成員との連携のも

と、（１）に示す業務に従事する。 

（１）避難所従事者の職務内容 

  ア避難者の掌握に努める。なお、避難所収容台帳（様式１）を作成し、直ちに

災害対策本部に提出する。 

イ 略 

ウ ＭＣＡ無線を活用して、災害対策本部と連絡をとり、避難所の状況の報

告と避難者の支援に関する情報収集に努める。 

エ 避難所内の衛生管理に特に留意し、必要な措置を講じるときは、担当部

長の指示を仰ぐ。 

オ 略 

カ 避難所の安全に常に注意し、危険と判断した場合には災害対策本部に報

告し、避難者を他の安全な場所へ誘導する。 

キ 食糧、その他生活必需物資の配分については、自主防災組織及び災害ボ

ランティア等の協力を得て公平に行う。なお、物資の管理については、物品

受払簿（様式 2）に記帳することにより行う。 
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⑥ 

 

⑧ 

 

 

 

 

 

⑧ 

 

 

 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 

ク 避難者名簿を確認し、情報の公開に同意している避難者に限り、訪問者

等からの安否確認等の問い合わせに対応する。 

ケ 避難生活施設の運営に当たっては、努めて融和を図り、避難者の精神的

負担を和らげるようにする。 

コ 避難生活施設の運営状況について、特段の異常がなくとも 1日に 1回午

前 10時に担当部を経由して災害対策本部へ報告するとともに、避難所日

誌（様式 3）に記録する。 

（２）避難生活施設の使用及び管理 

ア 避難生活施設の管理者は、平常時における当該施設の管理者とする。 

イ 避難生活施設の使用（設備、備品等を含む。）及び管理は、すべて施設の

管理者及びその他の責任者の承諾と協力を得て行う。 

（３）避難生活施設の開設期間 

 避難生活施設の開設期間は、災害発生の日から 7 日以内とする。 

 ただし、被害の状況、住宅の応急修理の状況及び応急仮設住宅の建設状況

を勘案し、県を通して内閣総理大臣と協議（災害救助法適用時）並びに施設管

理者との調整により延長できる。 

７ 私設避難所 

（１）略 

（２）対策 

   市災害対策本部は、私設避難所についても、避難生活施設と同様に避難住

民の名簿を作成し、必要な物資や支援が行き届くよう配慮する。その際には、

当該避難住民から協力を得て、代表者を選任させるなど、運営体制を組織す

るように努める。また、情報伝達には、身近な情報入手手段として、大和市広

報 PR ボードを積極的に活用する。 

８～９ 略 

ク 訪問者等からの安否確認等の問い合わせに対応する。 

 

ケ 避難所の運営に当たっては、努めて融和を図り、避難者の精神的負担を

和らげるようにする。 

コ 避難所の運営状況について、特段の異常がなくとも 1日に 1回午前 10

時に担当部を経由して災害対策本部へ報告するとともに、避難所日誌（様

式 3）に記録する。 

（２）避難所の使用及び管理 

ア 避難所の管理者は、平常時における当該施設の管理者とする。 

イ 避難所の使用（設備、備品等を含む。）及び管理は、すべて施設の管理者

及びその他の責任者の承諾と協力を得て行う。 

（３）避難所の開設期間 

 避難所の開設期間は、災害発生の日から 7 日以内とする。 

 ただし、被害の状況、住宅の応急修理の状況及び応急仮設住宅の建設状況

を勘案し、県を通して厚生労働大臣と協議（災害救助法適用時）並びに施設管

理者との調整により延長できる。 

７ 私設避難所 

（１）略 

（２）対策 

   市災害対策本部は、私設避難所についても、指定避難所と同様に避難住民

の名簿を作成し、必要な物資や支援が行き届くよう配慮する。その際には、当

該避難住民から協力を得て、代表者を選任させるなど、運営体制を組織する

ように努める。また、情報伝達には、身近な情報入手手段として、市内 PR ボ

ードを積極的に活用する 

８～９ 略 
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 修正後 修正前 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１４節 交通対策 

１～４ 略 

５ 緊急通行車両の確認手続き 

災害応急対策の従事者及び緊急物資輸送車両等については、県知事又は県公

安委員会が交付する確認標章及び緊急通行車両確認証明書により、通行禁止又

は制限の対象外とする。 

（１）略 

（２）緊急通行車両の確認 

 災害対策基本法第 76 条第 1 項に規定する緊急通行車両であることの確認

並びに同法施行令第 33 条に規定する確認標章及び確認証明書の交付事務手

続きは、県公安委員会（神奈川県警察本部交通規制課、第一交通機動隊、第二

交通機動隊、高速道路交通警察隊、各警察署及び交通検問所）で行う。 

【緊急通行車両の確認標章】 

 

 

第１４節 交通対策 

１～４ 略 

５ 緊急通行車両の確認手続き 

災害応急対策の従事者及び緊急物資輸送車両等については、県知事又は県公

安委員会が交付する標章及び緊急通行車両確認証明書により、通行禁止又は制

限の対象外とする。 

（１）略 

（２）緊急通行車両の確認 

 災害対策基本法第 76 条第 1 項に規定する緊急通行車両であることの確認

並びに同法施行令第 33 条に規定する標章及び証明書の交付事務手続きは、県

公安委員会（神奈川県警察本部交通規制課、第一交通機動隊、第二交通機動

隊、高速道路交通警察隊、各警察署及び交通検問所）で行う。 

【緊急通行車両の標章】 
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 修正後 修正前 

⑦ 第１５節 緊急輸送対策 

１ 緊急輸送道路の確保 

（１）緊急輸送の範囲 

  ア～オ 略 

  カ 食料、飲料水、生活必需品等の救援用物資 

  キ～ク 略 

（２）略 

（３）輸送対象の想定 

  ア 第１段階 

  イ 第２段階 

  （ア）略 

（イ）食料、飲料水等生命維持に必要な物資 

  （ウ）～（エ）略 

  ウ 略 

２～６ 略 

 

 

第１５節 緊急輸送対策 

１ 緊急輸送道路の確保 

（１）緊急輸送の範囲 

  ア～オ 略 

  カ 食糧、飲料水、生活必需品等の救援用物資 

  キ～ク 略 

（２）略 

（３）輸送対象の想定 

  ア 第１段階 

  イ 第２段階 

  （ア）略 

（イ）食糧、飲料水等生命維持に必要な物資 

  （ウ）～（エ）略 

  ウ 略 

２～６ 略 
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 修正後 修正前 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 

第１６節 医療及び助産対策 

災害によって多数の傷病者が発生したとき、又は医療機関の一時的混乱により

その機能が停止したときにおいて、救急救護、医療、助産を実施し被災者の迅速

な救護を図る。この節では、医療救護と助産をあわせて「医療救護」という。 

 これらの医療救護に伴う初動医療体制、搬送及び後方医療体制、情報連絡体

制、医薬品及び資機材の確保について、それぞれ施策を定める。 

 医療救護に際しては、県及び災害拠点病院や神奈川DMAT指定病院などの関係

機関と相互に密接な連携を保ち、市医師会等との「災害時における医療活動に関

する協定」に基づき実施する。災害救助法の適用後は、県に対し救護を要請す

る。 

 

１ 医療救護対策 

（注）： 後方医療施設とは、災害時の負傷者の受け入れ、救護班の派遣など医療救

護活動の中心的役割を担う施設であり、県は災害拠点病院として33箇所を指

定している。そのうち県央医療圏では、大和市立病院と厚木市立病院が災害

拠点病院に指定されている。 

（１）～（２）略 

２ 医薬品、資器材の確保 

（１）市における対応 

  ア 略 

  イ 市は医療救護所を開設する避難生活施設等に、十分な医薬品等が供給さ

れるまでの間に対応できる医薬品、資器材を備蓄する。 

（２）略 

 

 

第１６節 医療及び助産対策 

災害によって多数の傷病者が発生したとき、又は医療機関の一時的混乱により

その機能が停止したときにおいて、救急救護、医療、助産を実施し被災者の迅速

な救護を図る。この節では、医療救護と助産をあわせて「医療救護」という。 

 これらの医療救護に伴う初動医療体制、搬送及び後方医療体制、情報連絡体

制、医薬品及び資機材の確保について、それぞれ施策を定める。 

 医療救護に際しては、県及び災害医療拠点病院や神奈川DMAT指定病院などの

関係機関と相互に密接な連携を保ち、市医師会等との「災害時における医療活動

に関する協定」に基づき実施する。災害救助法の適用後は、県に対し救護を要請

する。 

１ 医療救護対策 

（注）： 後方医療施設とは、災害時の負傷者の受け入れ、救護班の派遣など医療救

護活動の中心的役割を担う施設であり、県は災害医療拠点病院として33箇所

を指定している。そのうち県央医療圏では、大和市立病院と厚木市立病院が

災害医療拠点病院に指定されている。 

（１）～（２）略 

２ 医薬品、資器材の確保 

（１）市における対応 

  ア 略 

  イ 市は医療救護所を開設する避難所等に、十分な医薬品等が供給されるま

での間に対応できる医薬品、資器材を備蓄する。 

（２）略 
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 修正後 修正前 

⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 

 

 

⑥ 

第１７節 行方不明者の捜索及び遺体の収容、対策、埋・火葬 

災害により行方不明あるいは死亡したと推定される者が発生したときは、捜

索、収容、対策及び埋・火葬について各関係機関と連携をとり、遅滞なく実施

し、人心の安定を図る。 

 災害時において死亡していると推定される者の捜索、収容及び埋葬は市長が実

施する。ただし、災害救助法が適用された場合は、同法の規定に基づき知事から

の事務委任により行う。 

１ 略 

２ 遺体対策 

（１）遺体対策方法 

 遺体対策は、警察等と協力して担当部が次により行う。 

  ア～カ 略 

  キ 遺体の引き渡し 

    市は、警察による検視等及び医師による検案が終了し、身元が明らかに

なった遺体を遺族又は関係者に引き渡す。 

    身元が確認できない遺体については、市が遺体対策及び引き取りを行

う。なお、この場合、市と警察は遺体の引き渡し作業を協力して行う。 

  ク～ケ 略 

（２）遺体対策の機関 

   災害発生の日から 10 日以内。ただし、内閣総理大臣と協議のうえ、延長

することができる。 

３ 遺体の埋・火葬 

  遺体の引き取り人がない場合、又は引取人があっても災害による混乱のため

遺体対策ができない場合、火葬及び焼骨の一時保管を応急的に実施する。 

（１）～（３）略 

第１７節 行方不明者の捜索及び遺体の収容、処理、埋・火葬 

災害により行方不明あるいは死亡したと推定される者が発生したときは、捜

索、収容、処理及び埋・火葬について各関係機関と連携をとり、遅滞なく実施

し、人心の安定を図る。 

 災害時において死亡していると推定される者の捜索、収容及び埋葬は市長が実

施する。ただし、災害救助法が適用された場合は、同法の規定に基づき知事から

の事務委任により行う。 

１ 略 

２ 遺体の処理 

（１）遺体の処理方法 

遺体の処理は、警察等と協力して担当部が次により行う。 

  ア～カ 略 

  キ 遺体の引き渡し 

    市は、警察による検視等及び医師による検案が終了し、身元が明らかに

なった遺体を遺族又は関係者に引き渡す。 

    身元が確認できない遺体については、市が遺体処理及び引き取りを行

う。なお、この場合、市と警察は遺体の引き渡し作業を協力して行う。 

  ク～ケ 略 

（２）遺体処理の機関 

   災害発生の日から 10 日以内。ただし、厚生労働大臣と協議のうえ、延長

することができる。 

３ 遺体の埋・火葬 

  遺体の引き取り人がない場合、又は引取人があっても災害による混乱のため

遺体処理ができない場合、火葬及び焼骨の一時保管を応急的に実施する。 

（１）～（３）略 
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 修正後 修正前 

⑦ 

 

 

⑧ 

（４）災害発生の日から 10 日以内。ただし、内閣総理大臣と協議のうえ、延長

することができる。 

（５）埋・火葬の場所 

区  分 施  設  名 所  在  地 電話番号 

焼骨の一時保管 

各寺院 市内  

大和市無縁納骨堂 大和市柳橋五丁目 1 番  

火  葬 大和斎場 大和市西鶴間八丁目 10 番 8 号 264－5566 

 

 

（４）災害発生の日から 10 日以内。ただし、厚生労働大臣と協議のうえ、延長

することができる。 

（５）埋・火葬の場所 

区  分 施  設  名 所  在  地 電話番号 

焼骨の一時保管 

各寺院 市内  

大和市無縁納骨堂 大和市柳橋 5―1  

火  葬 大和斎場 大和市西鶴間 8―10―8 264－5566 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 118 - 

 修正後 修正前 

⑧ 第１８節 応急給水対策 

１～４ 略 

５ 応急給水活動 

（１）給水所の指定 

  給水は、市があらかじめ指定した給水所、原則として医療救護所、医療機

関、福祉施設、避難生活施設において行う集中給水方式とする。給水所を指定

したときは、当該地にその旨を表示するとともに、県営水道並びに大和市管工

事協同組合等に対し通知する。 

（２）水源の確保 

  ア 県営水道の災害用指定配水池 

【大和市周辺の県営水道の配水池】 

配水池 所 在 地 有効容量 確保水量 所管水道営業所 

大和配水池 大和市上草柳 1846 番地 20,000ｍ３ 11,000ｍ３ 大和水道営業所 

上今泉配水池 海老名市上今泉四丁目 22 番 19,020ｍ３ 8,550ｍ３ 海老名水道営業所 

  イ～ウ 略 

エ 避難生活施設のプール・井戸水 

各避難生活施設に整備されているプールの水は、ろ水機を活用して、生活

用水として使用する。避難生活施設に井戸が整備されている場合も同様に井

戸水を使用する。 

  オ 井戸水（個人保有井戸、農業用深井戸、企業用深井戸） 

   原則的に生活用水として使用する。（削除） 

  カ 略 

（３）～（４）略 

第１８節 応急給水対策 

１～４ 略 

５ 応急給水活動 

（１）給水所の指定 

給水は、市があらかじめ指定した給水所、原則として医療救護所、医療機

関、福祉施設、指定避難所において行う集中給水方式とする。給水所を指定し

たときは、当該地にその旨を表示するとともに、県営水道並びに大和市管工事

協同組合等に対し通知する。 

（２）水源の確保 

  ア 県営水道の災害用指定配水池 

【大和市周辺の県営水道の配水池】 

配水池 所 在 地 有効容量 確保水量 所管水道営業所 

大和配水池 大和市上草柳 1846 20,000ｍ３ 11,000ｍ３ 大和水道営業所 

上今泉配水池 海老名市上今泉 4-22 19,020ｍ３ 8,550ｍ３ 海老名水道営業所 

  イ～ウ 略 

エ 学校のプール・井戸水 

各学校に整備されているプールの水は、ろ水機を活用して、生活用水とし

て使用する。学校に井戸が整備されている場合も同様に井戸水を使用する。 

オ 井戸水（個人保有井戸、農業用深井戸、企業用深井戸） 

   原則的に生活用水として使用する。飲料水として用いる場合には事前に水

質検査を実施する。 

  カ 略 

（３）～（４）略 
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 修正後 修正前 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 

 

 

 

⑦ 

第１９節 食料供給対策 

災害により市民が食料や自炊手段を失ったときに、被災者及び救助活動に従事

する者に対して食料の応急供給を行う。 

 食料の供給は、被災者及び救助活動に従事する者の年齢、体調等を考慮して品

目を決定し、適切な応急供給を行う。 

１ 給食需要の把握 

（１）食料の応急供給 

  ア 略 

  イ 応急供給対象者 

   （ア）避難している者 

   （イ）～（カ）略 

  ウ 略 

２ 給食能力の把握 

（１）給食関係施設の被害状況の把握 

ア 食料集積センターにおける給食施設（給食調理場）について、炊き出し可

能かどうかを把握する。 

 

 

 

第１９節 食糧供給対策 

災害により市民が食糧や自炊手段を失ったときに、被災者及び救助活動に従事

する者に対して食糧の応急供給を行う。 

 食糧の供給は、被災者及び救助活動に従事する者の年齢、体調等を考慮して品

目を決定し、適切な応急供給を行う。 

１ 給食需要の把握 

（１）食糧の応急供給 

  ア 略 

  イ 応急供給対象者 

   （ア）避難所に収容された者 

   （イ）～（カ）略 

  ウ 略 

２ 給食能力の把握 

（１）給食関係施設の被害状況の把握 

ア 食糧集積センターにおける給食施設（給食調理場）について、炊き出し可

能かどうかを把握する。 
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 修正後 修正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 

（２）市備蓄・業者調達可能量の把握 

【市が備蓄する食料】 

品   目 備  蓄  場  所 

 パン缶 
各避難生活施設の備蓄倉庫 

 アルファ米・おかゆ 

 

 

【食料・米穀等を取り扱う業者】 

 名    称 所  在  地 電話番号 

食料 株式会社ゼンショー 東京都港区港南二丁目 18 番 1 号 03-6833-1600 

米穀 

北相米穀株式会社 相模原市中央区清新六丁目 15 番 13 号 042-772-7311 

木徳神糧株式会社 東京都千代田区神田小川町二丁目 8 号 03-3233-5121 

食料 

・ 

米 

生活協同組合コープかながわ 

生活協同組合連合会ユーコープ 

事業連合 

横浜市港北区新横浜二丁目 5 番 11 号 

045-472-7911 

045-472-0011 

３ 応急供給の方針 

（１）応急供給品目 

 応急供給品目は、市が調達する米穀及び備蓄する保存食料と、協定締結事業

者や自治体等から供給される各種食料とし、特に乳幼児や高齢者等に対して

は年齢や健康状態等に配慮して決定すること。 

 

 

（２）市備蓄・業者調達可能量の把握 

【市が備蓄する食糧】 

品   目 備  蓄  場  所 

 パン缶 
各避難生活施設の備蓄倉庫 

 アルファ米・おかゆ 

 

 

【食糧・米穀等を取り扱う業者】 

 名    称 所  在  地 電話番号 

食糧 株式会社ゼンショー 東京都港区港南-18-1 045-316-6996 

米穀 

北相米穀株式会社 相模原市中央区清新 6-15-13 0427-72-7311 

木徳神糧株式会社 東京都江戸川区西瑞江 2-14-6 045-621-5844 

食糧 

・ 

米 

生活協同組合コープかながわ 

生活協同組合連合会ユーコープ 

事業連合 

横浜市港北区新横浜 2-5-11 

045-472-7911 

045-472-0011 

３ 応急供給の方針 

（１）応急供給品目 

 応急供給品目は、市が調達する米穀及び備蓄する保存食糧と、協定締結事業

者や自治体等から供給される各種食糧とし、特に乳幼児や高齢者等に対して

は年齢や健康状態等に配慮して決定すること。 
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（２）応急供給の数量 

供 給 対 象 

１食当り精

米換算供給

限度量 

供 給 方 法 備  考 

 被災者に対し、

炊き出しによる

供給を行う必要

がある場合 

 

200ｇ／食

の範囲内 

 市長は給食又は供

給を行わせることを

適当と認める責任者

を指定して、供給又は

給食を実施させる。 

 知事は災害の状況

により必要と認めた

場合は、速やかに災害

発生状況又は給食を

必要とする事情及び

これに伴う給食に必

要な米穀（応急用米

穀）の数量等を農林水

産省（生産局農産部貿

易業務課）に要請す

る。 

  

 災害救助法が発動され

た場合、政府所有食料の供

給に関して、知事に供給を

要請する。 

 市長は、交通、通信の途

絶のため、災害救助用米穀

の引取りに関する知事の

指示を受けられない場合

には、農林水産省（生産局

農産部貿易業務課）に要請

する。 

 被災により供

給機関が通常の

供給を行うこと

ができないため、

その機関を通じ

ないで供給を行

う場合 

 

 

400ｇ／食

の範囲内 

 災害現場にお

ける救助作業、急

迫した災害の防

止及び緊急復旧

作業に従事する

ものに対して給

食を行う場合 

 

 

300ｇ／食

の範囲内 

 

（２）応急供給の数量 

供 給 対 象 

１食当り精

米換算供給

限度量 

供 給 方 法 備  考 

 被災者に対し、

炊き出しによる

供給を行う必要

がある場合 

 

200ｇ／食

の範囲内 

 市長は給食又は供

給を行わせることを

適当と認める責任者

を指定して、供給又は

給食を実施させる。 

 知事は災害の状況

により必要と認めた

場合は、速やかに災害

発生状況又は給食を

必要とする事情及び

これに伴う給食に必

要な米穀（応急用米

穀）の数量等を農林水

産省（生産局農産部貿

易業務課）に要請す

る。 

  

 災害救助法が発動され

た場合、政府所有食糧の供

給に関して、知事に供給を

要請する。 

 市長は、交通、通信の途

絶のため、災害救助用米穀

の引取りに関する知事の

指示を受けられない場合

には、農林水産省（生産局

農産部貿易業務課）に要請

する。 

 被災により供

給機関が通常の

供給を行うこと

ができないため、

その機関を通じ

ないで供給を行

う場合 

 

 

400ｇ／食

の範囲内 

 災害現場にお

ける救助作業、急

迫した災害の防

止及び緊急復旧

作業に従事する

ものに対して給

食を行う場合 

 

 

300ｇ／食

の範囲内 
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⑦ 

 

 

 

 

 

 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 

３ 略 

４ 給食活動の実施 

（１）食料等の調達 

ア 米穀 

（ア）食料確保担当部は、給食活動の必要が生じたときは、速やかに把握し

た量を小売業又は卸売業者の保有分により調達する。 

（イ）略 

イ～ウ 略 

エ 供給食料の受け入れ 

    県から供給される食糧は、総合防災センター及び県広域防災活動拠点で

受け入れる。 

   （総合防災センター） 

    厚木市下津古久 280 番地 

   （本市に対する広域防災活動拠点） 

    相模原市中央区弥栄三丁目 1番 8号 県立弥栄高等学校 

（２）食料等の輸送 

 食料確保担当部は、市が調達する食料及び県から給付を受けた食料を食料

集積センターに集め、緊急輸送車両で、避難生活施設等の供給地へ輸送する。 

 災害の状況によっては、調達先からの配給地への直接輸送や、調達先の業

者による直接輸送等を考慮し実施する。 

  

 

３ 略 

４ 給食活動の実施 

（１）食糧等の調達 

ア 米穀 

（ア）食糧確保担当部は、給食活動の必要が生じたときは、速やかに把握し

た量を小売業又は卸売業者の保有分により調達する。 

（イ）略 

イ～ウ 略 

エ 供給食糧の受け入れ 

    県から供給される食糧は、総合防災センターおよび県広域防災活動拠点

で受け入れる。 

   （総合防災センター） 

    厚木市下津古久 280 

   （本市に対する広域防災活動拠点） 

    相模原市中央区弥栄 3-1-8 県立弥栄高等学校 

（２）食糧等の輸送 

 食糧確保担当部は、市が調達する食料及び県から給付を受けた食糧を食糧

集積センターに集め、緊急輸送車両で、指定避難所等の供給地へ輸送する。 

 災害の状況によっては、調達先からの配給地への直接輸送や、調達先の業

者による直接輸送等を考慮し実施する。 
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 修正後 修正前 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 

（３）炊き出しの実施 

ア 米飯の炊き出しは、原則として食料集積センターの給食共同調理場施設

を使用する。 

イ 炊き出しの従事者は、食料確保担当部炊き出し担当員及び調理場職員、

大規模災害時食料供給業務に関する協定による調理委託業者をもって充て

るが、必要と認めるときは自主防災組織、地域の団体、日赤奉仕団、自衛

隊、その他ボランティアの協力を得て実施する。 

（食料集積センター） 

北部地区 ― 北部学校給食共同調理場 

 中部地区 ― 中部学校給食共同調理場 

 南部地区 ― 南部学校給食共同調理場 

 

５ 災害救助法が適用された場合の留意事項 

（１）略 

（２）炊き出し期間 

 炊き出しその他による食品の給与を実施できる期間は、災害発生の日から

7 日以内とする。 

 ただし、内閣総理大臣と協議のうえ延長することができる。 

【応急食料の系統図】 

 

 

 

 

 

 

（３）炊き出しの実施 

ア 米飯の炊き出しは、原則として食糧集積センターの給食共同調理場施設

を使用する。 

イ 炊き出しの従事者は、食糧確保担当部炊き出し担当員及び調理場職員、

大規模災害時食糧供給業務に関する協定による調理委託業者をもって充て

るが、必要と認めるときは自主防災組織、地域の団体、日赤奉仕団、自衛

隊、その他ボランティアの協力を得て実施する。 

（食糧集積センター） 

北部地区 ― 北部学校給食共同調理場 

 中部地区 ― 中部学校給食共同調理場 

 南部地区 ― 南部学校給食共同調理場 

 

５ 災害救助法が適用された場合の留意事項 

（１）略 

（２）炊き出し期間 

 炊き出しその他による食品の給与を実施できる期間は、災害発生の日から

7 日以内とする。 

 ただし、厚生労働大臣と協議のうえ延長することができる。 

【応急食糧の系統図】 
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 修正後 修正前 

 

 

⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 

第２０節 生活必需物資供給対策 

１～３ 略 

４ 生活必需物資の調達 

 備蓄物資とあらかじめ協定を締結した生活必需物資等の販売業者から調達す

る。ただし、市で調達が困難な場合は、県に対して支援の要請を行う。県から供

給される物資は、総合防災センター及び広域防災活動拠点で受け入れる。 

 調達した生活必需物資については、物資調達台帳に記入し整理する。（第 2 号

様式） 

（総合防災センター） 

厚木市下津古久 280 番地 

（本市に対する広域防災活動拠点） 

相模原市中央区弥栄三丁目 1 番 8 号 県立弥栄高等学校 

５ 略 

６ 災害救助法が適用された場合の留意事項 

（１）略 

（２）期間 

   災害発生の日から 10 日以内とする。ただし内閣総理大臣と協議のうえ延長

することができる。 

第２０節 生活必需物資供給対策 

１～３ 略 

４ 生活必需物資の調達 

 備蓄物資とあらかじめ協定を締結した生活必需物資等の販売業者から調達す

る。ただし、市で調達が困難な場合は、県に対して支援の要請を行う。県から供

給される物資は、総合防災センター及び広域防災活動拠点で受け入れる。 

 調達した生活必需物資については、物資調達台帳に記入し整理する。（第 2 号

様式） 

（総合防災センター） 

厚木市下津古久 280 

（本市に対する広域防災活動拠点） 

相模原市中央区弥栄 3-1-8 県立弥栄高等学校 

５ 略 

６ 災害救助法が適用された場合の留意事項 

（１）略 

（２）期間 

   災害発生の日から 10 日以内とする。ただし厚生労働大臣と協議のうえ延

長することができる。 
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⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 

⑧ 

第２１節 生活確保対策 

１～６ 略 

７ ペットの管理 

（１）飼主の義務 

  ペットは、原則として動物飼育者が管理を行う。飼主は、災害時に備えて、ペ

ットのしつけ、健康管理、迷子にならないための対策、ペット用の避難用品、備

蓄品の確保等の対策を行う。 

（２）市の取り組み 

  ア 感染症等の予防 

  市は、被災地におけるペットの保護、人畜共通感染症の予防及び動物による

咬傷事故等を予防するため、必要に応じて獣医師会、動物愛護協会、ボランティ

ア等に協力を求め、被災動物の保護収容等の措置を講ずる。 

  イ 避難生活施設 

  市は、災害時に備えてペットの飼主が平時から備えておくべき事項等の普及

啓発と避難生活施設におけるペットのためのスペース確保に努める。 

８ 略 

９ 災害相談・広聴対策 

（１）災害相談 

  ア 略 

  イ 相談業務の内容 

  （ア）略 

（イ）避難生活、救援食料・水・生活必需品等の問い合わせ 

（ウ）～（キ）略 

ウ 略 

第２１節 生活確保対策 

１～６ 略 

７ 飼育動物（ペット）の管理 

  飼育動物は、原則として動物飼育者が管理を行う。市は、災害時に備えてペ

ットの飼主が平常時から備えておくべき事項等の普及啓発と避難所におけるペ

ットのためのスペース確保に努める。 

  市は、被災地における飼育動物の保護、人畜共通感染症の予防及び動物によ

る咬傷事故等を予防するため、必要に応じて獣医師会、動物愛護協会、ボランテ

ィア等に協力を求め、被災動物の保護収容等の措置を講ずる。 

 

 

 

 

 

 

８ 略 

９ 災害相談・広聴対策 

（１）災害相談 

  ア 略 

  イ 相談業務の内容 

  （ア）略 

（イ）避難所生活、救援食糧・水・生活必需品等の問い合わせ 

（ウ）～（キ）略 

ウ 略 
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⑤ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 

⑧ 

（２）略 

第２２節 ライフライン施設の応急対策（上下水道・電気・ガス・電話・鉄道） 

１～２ 略 

３ 電気施設応急対策 

 地震災害により電気施設に被害があった場合は、二次災害の発生を防止し、

速やかに応急復旧を行い電気供給施設としての機能を維持する。 

（東京電力パワーグリッド株式会社相模原支社） 

４ 略 

５ 電話（通信）施設等応急対応 

《電話（通信）の確保》 略 

《電話（通信）の応急措置》 

（１）略 

（２）応急措置 

  ア～イ 略 

  ウ 罹災者が利用する避難生活施設に特設公衆電話の設置に努める。 

（３）略 

６ 略 

 

 

 

（２）略 

第２２節 ライフライン施設の応急対策（上下水道・電気・ガス・電話・鉄道） 

１～２ 略 

３ 電気施設応急対策 

 地震災害により電気施設に被害があった場合は、二次災害の発生を防止し、

速やかに応急復旧を行い電気供給施設としての機能を維持する。 

（東京電力㈱相模原支社） 

４ 略 

５ 電話（通信）施設等応急対応 

《電話（通信）の確保》 略 

《電話（通信）の応急措置》 

（１）略 

（２）応急措置 

  ア～イ 略 

  ウ り災者が利用する避難所に特設公衆電話の設置に努める。 

（３）略 

６ 略 
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⑦ 

⑧ 

第２３節 文教対策 

１ 略 

２ 応急教育対策 

（１）～（３）略 

（４）学用品の給与 

ア 災害救助法が適用された場合には、同法の基準に基づき学用品の給与を

行う。 

 同法が適用されない場合には、災害の規模範囲及び被害の程度等により、

災害救助法の基準に準じた給与を行う。 

 この場合、市教育委員会は、調達及び支給にあたっては校長と協議する。 

イ 給与の期間 

 被災した児童等に対する学用品の給与は、教科書及び教材については災

害発生の日から 1 ケ月以内、文房具及び通学用品については 15 日以内に完

了する。 

（５）給食 

  ア 給食の実施方法 

    学校施設を避難生活施設として使用した場合、給食調理場等給食施設は、

応急炊き出し給食用施設として利用され、通常給食施設としての使用がで

きなくなる。したがって、児童等の給食は、災害時の応急炊き出し用食料と

同様な配給を受け、給食を実施する。 

（６）略 

３～５ 略 

 

第２４節 略 

 

第２３節 文教対策 

１ 略 

２ 応急教育対策 

（１）～（３）略 

（４）学用品の支給 

ア 災害救助法が適用された場合には、同法の基準に基づき学用品の給与を

行う。 

 同法が適用されない場合には、災害の規模範囲及び被害の程度等により、

災害救助法の基準に準じた支給を行う。 

 この場合、市教育委員会は、調達及び支給にあたっては校長と協議する。 

イ 支給の期間 

 被災した児童等に対する学用品の給与は、教科書及び教材については災

害発生の日から 1 ケ月以内、文房具及び通学用品については 15 日以内に完

了する。 

（５）給食 

  ア 給食の実施方法 

    学校施設を避難所として使用した場合、給食調理場等給食施設は、応急

炊き出し給食用施設として利用され、通常給食施設としての使用ができな

くなる。したがって、児童等の給食は、災害時の応急炊き出し用食糧と同様

な配給を受け、給食を実施する。 

（６）略 

３～５ 略 

 

第２４節 略 
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 修正後 修正前 

⑧ 第２５節 要配慮者・避難行動要支援者対策 

１ 略 

２ 要配慮者への生活支援 

  市は、要配慮者等の生活を支援するため、以下の対策を講じる。 

（１）避難生活施設等の運営 

ア 要配慮者に配慮したうえで避難生活施設等の運営に当たるものとし、緊急

物資を優先的に提供するよう努める。 

イ 女性に配慮した避難生活施設等運営を行うため、避難生活施設運営委員会

には複数の女性を参加させるように努める。 

ウ 女性や乳幼児に配慮した、授乳室、男女別更衣室、物干し場などの設置に

努める。生理用品、女性用下着の女性による配布など、女性の生活環境を良

好に保つとともに、安全性を確保し、女性や子育て家庭のニーズに配慮して

避難生活施設等を運営する。 

 エ～カ 略 

（２）～（４）略 

３～４ 略 

 

第２５節 要配慮者・避難行動要支援者対策 

１ 略 

２ 要配慮者への生活支援 

  市は、要配慮者等の生活を支援するため、以下の対策を講じる。 

（１）避難所の運営 

ア 要配慮者に配慮したうえで避難所の運営に当たるものとし、緊急物資を優

先的に提供するよう努める。 

イ 女性に配慮した避難所運営を行うため、避難生活施設運営委員会には複数

の女性を参加させるように努める。 

ウ 女性や乳幼児に配慮した、授乳室、男女別更衣室、物干し場などの設置に

努める。生理用品、女性用下着の女性による配布など、女性の生活環境を良

好に保つとともに、安全性を確保し、女性や子育て家庭のニーズに配慮して

避難所を運営する。 

 エ～カ 略 

（２）～（４）略 

３～４ 略 
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⑥ 第３章 災害復旧・復興対策計画 

第１節～第２節 略 

 

第３節 復旧・復興に関する調査 

１～３ 略 

４ 生活再建支援に係る調査 

（１）罹災証明用住宅被災状況調査 

市は、災害見舞金を支給するために必要な罹災証明を発行するため、「全壊、

焼失、半壊建築物数及びデータ」等を基に、罹災証明の根拠となる住宅の被災

状況を把握するとともに、情報が不足している地域等については補足調査を

行う。 

（２）～（４）略 

５～６ 略 

 

第４節～第１０節 略 

 

第１１節 市税の減免等 

 罹災した納税義務者に対して、大和市市税条例等の規定により減免等の措置を

講じる。 

１～２ 略 

 

 

 

 

 

第３章 災害復旧・復興対策計画 

第１節～第２節 略 

 

第３節 復旧・復興に関する調査 

１～３ 略 

４ 生活再建支援に係る調査 

（１）り災証明用住宅被災状況調査 

市は、災害見舞金を支給するために必要なり災証明を発行するため、「全壊、

焼失、半壊建築物数及びデータ」等を基に、り災証明の根拠となる住宅の被災

状況を把握するとともに、情報が不足している地域等については補足調査を

行う。 

（２）～（４）略 

５～６ 略 

 

第４節～第１０節 略 

 

第１１節 市税の減免等 

 り災した納税義務者に対して、大和市市税条例等の規定により減免等の措置を

講じる。 

１～２ 略 
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⑥ 第１２節 罹災証明書の発行 

罹災証明は、災害対策基本法第九十条の二に基づき、災害により被災した住家

等について、その被害の程度を証明したものである。災害救助法等による各種施

策や市税の減免等、各種保険の請求等を行うに当たって必要となるため、被災者

の応急的な救済を目的に、早期かつ適切に発行する。 

１ 発行手続き 

（１）被害調査の実施 

市は、罹災証明書の発行に先立ち住民基本台帳を利用するなどして、必要な

被害情報の調査を行う。この場合、専門的な確認等を必要とするときなどに

おいては、関係各部または関係団体等の協力を得て行う。罹災証明が、被災者

支援を実施するうえで重要な役割を果たすことから、協定先自治体等から必

要な人員を確保して遅滞なく調査を実施する。 

（２）略 

（３）罹災証明書の発行事務 

市は、被災者の「罹災証明書」発行申請を受けた場合に、上記被災者台帳で

被害状況を確認し、発行できるよう、必要な人員を確保する。また、市内の被

災状況によっては、郵送による受付・発行も行う。 

２ 証明の範囲 

罹災証明書を発行する被害の種類は、次のものとする。 

（１）～（２）略 

３ 罹災証明発行の実施に関する広報 

  市本部は、罹災証明の実施方針の確認ができ次第、速やかにその内容を広報

する。罹災証明を必要とする各種施策の広報が必要な場合は、担当部との連携

を図る。また、応急危険度判定との違いについて説明する。 

 

第１２節 り災証明書の発行 

り災証明は、災害救助法等による各種施策や市税の減免等、各種保険の請求等

を行うに当たって必要となるため、被災者の応急的な救済を目的に、早期かつ適

切に発行する。 

１ 発行手続き 

（１）被害調査の実施 

市は、り災証明書の発行に先立ち住民基本台帳を利用するなどして、必要な

被害情報の調査を行う。この場合、専門的な確認等を必要とするときなどに

おいては、関係各部または関係団体等の協力を得て行う。り災証明が、被災者

支援を実施するうえで重要な役割を果たすことから、協定先自治体等から必

要な人員を確保して遅滞なく調査を実施する。 

（２）略 

（３）り災証明書の発行事務 

市は、被災者の「り災証明書」発行申請を受けた場合に、上記被災者台帳で

被害状況を確認し、発行できるよう、必要な人員を確保する。また、市内の被

災状況によっては、郵送による受付・発行も行う。 

２ 証明の範囲 

り災証明書を発行する災害の種類は、次のものとする。 

（１）～（２）略 

３ り災証明発行の実施に関する広報 

  市本部は、り災証明の実施方針の確認ができ次第、速やかにその内容を広報

する。り災証明を必要とする各種施策の広報が必要な場合は、担当部との連携

を図る。また、応急危険度判定との違いについて説明する。 
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⑦ 第１３節 市民生活安定のための措置 

１～５ 略 

６ 応急金融対策の実施 

（１）日本銀行横浜支店の措置 

  ア 銀行券の発行並びに通貨及び金融の調節 

  （ア）通貨の円滑な供給の確保 

     日本銀行横浜支店は、被災地における金融機関の現金保有状況の把握 

に努め、必要に応じ被災地所在の金融機関に臨時に発行元銀行券を寄託 

し、あるいは既存の寄託発行元銀行券の活用を図るほか、金融機関の所 

要現金の確保について必要な措置を講ずるなど、通貨の円滑な供給の確 

保に万全の措置を講じる。 

     なお、被災地における損傷日本銀行券及び損傷貨幣の引換えについて 

は、状況に応じ職員を現地に派遣する等必要な措置を講じる。 

  （イ）輸送、通信手段の確保 

     日本銀行横浜支店は、被災地における現金供給のため緊急に現金を輸 

送し、又は通信を行う必要があるときは、関係行政機関等と密接に連絡 

のうえ、各種輸送、通信手段の活用を図る。 

  （ウ）通貨及び金融の調節 

     日本銀行横浜支店は、災害発生時等において、必要に応じ適切な通貨 

及び金融の調節を行う。 

  イ 資金決済の円滑の確保を通じ信用秩序の維持に資するための措置 

  （ア）決済システムの安定的な運行に係る措置 

     日本銀行横浜支店は、災害発生時において、金融機関の間で行われる資金 

決済の円滑な確保を図るため、必要に応じ、日本銀行金融ネットワークシ 

ステムその他の決済システムの安定的な運行に係る措置を実施する。また、 

必要に応じ、関連する決済システムの運営者等に対し、参加者の業務に支障 

が出ないように考慮し適切な措置を講ずることを要請する。 

第１３節 市民生活安定のための措置 

１～５ 略 

６ 応急金融対策の実施 

（１）日本銀行横浜支店の措置 

  ア 通貨の円滑な供給の確保 

    被災地における金融機関の現金保有状況の把握に努め、必要に応じ被災

地所在の金融機関に臨時に発行元銀行券を寄託し、あるいは既存の寄託発

行元銀行券の活用を図るほか、金融機関の所要現金の確保について必要な

指導、補助を行う等により、通貨の円滑な供給の確保に万全の措置を講ず

る。 

  イ 輸送、通信手段の確保 

    被災地における現金供給のため、緊急に現金を輸送し、又は通信を行う

必要があるときは、関係行政機関等と密接に連絡のうえ、各種輸送、通信手

段の活用を図る。 

  ウ 金融機関の業務運営の確保 

    関係行政機関と協議のうえ被災金融機関が早急に営業開始ができるよう

あっ旋、指導等を行う。また、必要に応じて、金融機関相互の申し合わせな

どにより、営業時間の延長及び休日臨時営業の措置をとるよう指導する。 

    日本銀行は、災害の状況に応じ、必要の範囲で適宜営業時間の延長及び休日臨

時営業を行う。 
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 （イ）資金の貸付け 

     日本銀行横浜支店は、災害発生時等において、金融機関の間で行われる資 

金決済の円滑の確保を図るため、必要に応じ、資金の貸付けを行う。 

  ウ 金融機関の業務運営の確保に係る措置 

日本銀行横浜支店は、関係行政機関と協議のうえ、被災金融機関が早急に営 

業開始を行い得るよう必要な措置を講ずるほか、必要に応じて金融機関に対し、

営業時間の延長又は休日臨時営業の実施に配慮するよう要請する。 

日本銀行横浜支店は、災害の状況に応じて、必要な範囲で適宜営業時間の延 

長及び休日臨時営業を行う。 

  エ 金融機関による金融措置の実施に係る要請 

     関東財務局横浜財務事務所と日本銀行横浜支店は、被災地の便宜を図るた

め、金融機関に対し、以下に掲げる措置をとるよう要請する。 

  （ア）災害関係の融資に関する措置 

     災害の状況、応急資金の需要等を勘案して融資相談所の開設、審査手続き 

の簡便化、貸出の迅速化、貸出金の返済猶予など災害被災者の便宜を考慮し 

た措置を講ずること。 

  （イ）預金の払戻及び中途解約に関する措置 

     預金通帳、届出印鑑等を滅（紛）失した場合でも、災害被災者の被災状況 

等を踏まえた確認方法をもって預金者であることを確認して払戻に応ずる 

こと。 

     また、事情によっては、定期預金、定期積金等の期限前の払戻しや、当該 

預金等を担保とする貸出に応ずること。 

  （ウ）手形交換、休日営業等に関する措置 

     災害による障害のため、支払期日が経過した手形については関係金融機関 

と適宜話し合いのうえ取立ができることとすること。 

     災害のため支払いができない手形・小切手について、不渡報告への掲載及 

び取引停止に対する配慮を行うこと。また、電子記録債権の取引停止処分又 

は利用契約の解除等についても同様に配慮すること。 

     休日営業又は平常時間外の営業について適宜配慮すること。また、窓口に 

おける営業ができない場合でも、顧客及び従業員の安全に十分配慮した上で 

現金自動預払機等において預金の払戻しを行う等災害被災者の便宜を考慮 

した措置を講ずること。 

エ 金融機関による非常金融措置の実施 

    被災地の便宜を図るため、必要に応じ関係行政機関と協議のうえ、金融

機関相互の申し合わせなどにより、次のような非常措置として、あっ旋、指

導を行う。 

（ア）預金通帳等を滅（紛）失した預貯金者に対し、預貯金の便宜払い戻し

の取り扱いを行うこと。 

（イ）被災地に対して定期預金、定期積立金等の期限前払い戻し、又は預貯

金を担保とする貸出等の特別扱いを行うこと。 

（ウ）被災地の手形交換所において被災関係手形につき、呈示期間経過後の

交換持出を認めるほか、不渡り処分の猶予等の特別措置をとること。 

（エ）損傷日銀行券、貨幣の引換えについて、実情に応じ必要な措置をとる

こと。 

（オ）各種金融措置に関する広報 

上記災害応急対策のうち、金融機関の営業開始、休日臨時営業、預貯金の便

宜払戻措置並びに損傷日本銀行券、貨幣の引換措置等については、関係行政機

関と協議のうえ、金融機関と協力して速やかにその周知徹底を図り、人心の安

定及び災害の復旧に資する。 
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 （エ）損傷した紙幣や貨幣に関する措置 

   損傷した紙幣や貨幣の引換えに応ずること。 

（オ）営業停止等における対応に関する措置 

   営業停止等の措置を講じた営業店舗名等及び継続して現金自動預払機を稼 

働させる店舗名等を、速やかにポスターの店頭掲示等の手段を用いて告示す 

るとともに、その旨を新聞やインターネットのホームページに掲載し、取引 

者に周知徹底すること。 

  オ 各種措置に関する広報 

    関東財務局横浜財務事務所と日本銀行横浜支店は、上記災害応急対策につい 

て、金融機関及び放送事業者と協力して速やかにその周知徹底を図り、人心 

の安定及び災害の復旧に役立てる。 

 

第１４節 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１４節 略 
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⑦ 第４編 特殊災害対策計画編 

第１節 航空機事故対策編 

第１ 略 

第２ 災害応急対策 

１ 災害時の情報連絡体制 

（１）～（２）略 

（３）連絡先一覧 

【航空事故等緊急連絡先一覧表】 

機関名 勤 務 時

間中 

電話番号 連絡先（正） 連絡先（副） 

勤 務 時

間外 

電話番号 連絡先（正） 連絡先（副） 

神奈川県 

政策局 

勤 務 時

間中 

045(210)3373 基地対策課調整グ

ループリーダー 

 

勤 務 時

間外 

045(210)3373 基地対策課  

２ 消防、救助活動計画 

（１）事故別の救援活動分担 

  ア～イ 略 

   

 

 

 

 

 

 

 

第４編 特殊災害対策計画編 

第１節 航空機事故対策編 

第１ 略 

第２ 災害応急対策 

１ 災害時の情報連絡体制 

（１）～（２）略 

（３）連絡先一覧 

【航空事故等緊急連絡先一覧表】 

機関名 勤 務 時

間中 

電話番号 連絡先（正） 連絡先（副） 

勤 務 時

間外 

電話番号 連絡先（正） 連絡先（副） 

神奈川県 

政策局 

勤 務 時

間中 

045(210)3373 基地対策課主幹  

勤 務 時

間外 

045(210)3373 基地対策課  

２ 消防、救助活動計画 

（１）事故別の救援活動分担 

  ア～イ 略 
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   ウ 米軍機事故 

区 

分 
活 動 内 容 防衛局 警察 消防 海保 

自衛

隊 
県 

市町

村 

負傷

者救

援 

救助・救急活動 ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ 

医療機関への搬送 ○  ◎  ○   

その他(入院後の対応) ◎    ○ ○ ○ 

現場 

対策 

消火活動   ◎ ◎ ○   

交通整理・立入制限  ◎ ○ ◎ ○   

現場保存 ○ ◎ ○ ◎ ○   

連絡所設置 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

通信・輸送 ◎    ○   

財産 

被災

者救

援 

財産保護・警備 ○ ◎  ◎ ○   

仮住居のあっ旋・提供

等 
◎     ○ ○ 

生活必需品の支給 ◎     ○ ○ 

残置財産警備 ◎       

 

（２）～（４）略 

３～５ 略 

 

第２節～第６節 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ウ 米軍機事故 

区 

分 
活 動 内 容 施設局 警察 消防 海保 

自衛

隊 
県 

市町

村 

負傷

者救

援 

救助・救急活動 ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ 

医療機関への搬送 ○  ◎  ○   

その他(入院後の対応) ◎    ○ ○ ○ 

現場 

対策 

消火活動   ◎ ◎ ○   

交通整理・立入制限  ◎ ○ ◎ ○   

現場保存 ○ ◎ ○ ◎ ○   

連絡所設置 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

通信・輸送 ◎    ○   

財産 

被災

者救

援 

財産保護・警備 ○ ◎  ◎ ○   

仮住居のあっ旋・提供

等 
◎     ○ ○ 

生活必需品の支給 ◎     ○ ○ 

残置財産警備 ◎       

 

（２）～（４）略 

３～５ 略 

 

第２節～第６節 略 
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 修正後 修正前 

 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

⑥ 

第７節 雪害対策 

第１ 災害予防対策 

１～２ 略 

３ 市民への協力依頼 

（１）広報の実施 

  ア～イ 略 

  ウ 車道への雪捨て禁止 

  エ～オ 略 

 

第２ 災害応急対策 

１ 雪害に関する警報等の伝達 

＜警報・注意報の種類及び発表基準（横浜地方気象台発表）＞ 

種類 基準要素 注意報 警報 

大雪 12時間の降雪の深さ 5cm 以上 10cm 以上 

暴風雪 平均風速  25m/s 以上で雪を伴う 

風雪 平均風速 12m/s 以上で雪を伴う  

＜雪を要因とする特別警報の指標＞ 

 府県程度の広がりをもって 50 年に一度の積雪深（大和市では横浜での 32cm が

基準）となり、かつ、その後も警報級の降雪が丸一日程度以上続くと予想される

場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７節 雪害対策 

第１ 災害予防対策 

１～２ 略 

３ 市民への協力依頼 

（１）広報の実施 

  ア～イ 略 

  ウ 車道への雪かき禁止 

  エ～オ 略 

 

第２ 災害応急対策 

１ 雪害に関する警報等の伝達 

＜警報・注意報の種類及び発表基準（横浜地方気象台発表）＞ 

種類 基準要素 注意報 警報 

大雪 24時間の降雪の深さ 5cm 以上 20cm 以上 

暴風雪 平均風速  25m/s 以上で雪を伴う 

風雪 平均風速 12m/s 以上で雪を伴う  

＜雪を要因とする特別警報の指標＞ 

 府県程度の広がりをもって 50 年に一度の積雪深（大和市では横浜での 31cm が

基準）となり、かつ、その後も警報級の降雪が丸一日程度以上続くと予想される

場合。 
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 修正後 修正前 

 

 

 

 

⑨ 

 

 

 

⑦ 

２～３ 略 

４ 除雪の実施 

市は、災害の発生を防止するため除雪を実施する。 

（１）略 

５ 略 

６ 避難支援 

（１）避難誘導の実施 

  ア 市長は、災害の状況に応じて、人命の安全を第一に必要に応じて避難準

備・高齢者等避難開始の発表または避難勧告、避難指示（緊急）を行う。 

  イ 略 

（２）略 

７ 交通の確保 

（１）略 

（２）市は、異常気象時における事故を未然に防止するため、他の道路管理者及び県警

察と協議のうえ、道路及び気象の状況に応じた規制区間毎の道路規制基準を定め

る。 

（３）道路通行規制の種類は、通行止め、チェーン必要、通行注意の 3種類と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２～３ 略 

４ 除雪の実施 

市及び道路管理者は、災害の発生を防止するため除雪を実施する。 

（１）略 

５ 略 
６ 避難支援 

（１）避難誘導の実施 

  ア 市長は、災害の状況に応じて、人命の安全を第一に必要に応じて避難準

備情報の発表または避難勧告、避難指示を行う。 

  イ 略 

（２）略 

７ 交通の確保 

（１）略 

（２）道路管理者は、異常気象時における事故を未然に防止するため、他の道路管理者

及び県警察と協議のうえ、道路及び気象の状況に応じた規制区間毎の道路規制基

準を定める。 

（３）道路通行規制の種類は、通行止め、チェーン規制、通行注意の 3種類と

する。 
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 修正後 修正前 

⑦ 第８節 火山対策 

第１～第２ 略 

第３ 災害予防 

１ 火山情報の伝達体制 

（１）火山現象に関する警報等の概要 

  ア 噴火警報等の種類と発表 

  （ア）略 

（イ）噴火予報 

火山活動が平穏（活火山であることに留意）な状態が予想される場合に、

気象業務法第 13 条の規定により、気象庁火山監視・情報センターから、発

表される。（なお、噴火警報の解除は、噴火予報として発表） 

イ 富士山の噴火警戒レベル 

   噴火警戒レベルとは、火山活動の状況を噴火時等の危険範囲や住民等がと

るべき防災行動を踏まえて、５段階に区分して発表する指標である。住民や

登山者・入山者等に必要な対応が分かりやすいように、各区分にそれぞれ「避

難」、「避難準備」、「入山規制」、「火口周辺規制」、「活火山であることに留意」

のキーワードをつけて発表される。富士山や箱根山のように噴火警戒レベル

が導入されている火山では、噴火警報及び噴火予報で噴火警戒レベルが発表

される。 

なお、国の防災基本計画（火山災害対策編）に基づき、各火山の地元の都道

府県等は、火山防災協議会を設置し、平常時から噴火時の避難について共同

で検討を実施し、とるべき対策等を定めることとされている。 

 ウ 略 

 

 

 

 

第８節 火山対策 

第１～第２ 略 

第３ 災害予防 

１ 火山情報の伝達体制 

（１）火山現象に関する警報等の概要 

  ア 噴火警報等の種類と発表 

  （ア）略 

（イ）噴火予報 

火山活動が静穏（平常）な状態が予想される場合に、気象業務法第 13 条

の規定により、気象庁火山監視・情報センターから、発表される。（なお、

噴火警報の解除は、噴火予報として発表） 

イ 富士山の噴火警戒レベル 

   噴火警戒レベルとは、火山活動の状況を噴火時等の危険範囲や住民等がと

るべき防災行動を踏まえて、５段階に区分して発表する指標である。住民や

登山者・入山者等に必要な対応が分かりやすいように、各区分にそれぞれ「避

難」、「避難準備」、「入山規制」、「火口周辺規制」、「平常」のキーワードをつけ

て発表される。富士山や箱根山のように噴火警戒レベルが導入されている火

山では、噴火警報及び噴火予報で噴火警戒レベルが発表される。 

なお、国の防災基本計画（火山災害対策編）に基づき、各火山の地元の都道

府県等は、火山防災協議会を設置し、平常時から噴火時の避難について共同

で検討を実施し、とるべき対策等を定めることとされている。 

 

ウ 略 
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 修正後 修正前 

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 

２ 災害応急対策への備え 

（１）～（２）略 

（３）市民等の災害対応力の向上 

  ア～イ略 

ウ 事業所は、事業所内での対策の確立、防災資機材や最低３日分の飲料水、

食料等の備蓄など、従業員や来客の安全確保に努めるとともに、その社会

的責任を果たすため、事業所の資源や特性、組織力を活かし、地域の防災

活動への参加や自主防災組織等との連携強化などに努める。 

  エ 略 

（４）略 

第４ 応急・復旧対策 

１～２ 略 

３ 火山現象からの避難 

（１）～（４）略 

（５）警戒区域の設定、避難に関する措置 

 市長は、噴火後に発表される避難対象エリアから、必要に応じて災害対策基本

法第 63 条に基づいて警戒区域の設定を行う。警戒区域を設定した際には、関係

機関へ報告する。 

  また、30cm 以上の降灰で降雨があった場合は、木造家屋が全壊するおそれが

あることや、10cm 以上で土石流が発生するおそれがあることに留意し、必要に

応じて避難生活施設を開設して避難準備・高齢者等避難開始・避難勧告・避難指

示（緊急）を発令する。 

 

４～７ 略 

２ 災害応急対策への備え 

（１）～（２）略 

（３）市民等の災害対応力の向上 

  ア～イ略 

ウ 事業所は、事業所内での対策の確立、防災資機材や最低３日分の飲料水、

食糧等の備蓄など、従業員や来客の安全確保に努めるとともに、その社会

的責任を果たすため、事業所の資源や特性、組織力を活かし、地域の防災

活動への参加や自主防災組織等との連携強化などに努める。 

  エ 略 

（４）略 

第４ 応急・復旧対策 

１～２ 略 

３ 火山現象からの避難 

（１）～（４）略 

（５）警戒区域の設定、避難に関する措置 

 市長は、噴火後に発表される避難対象エリアから、必要に応じて災害対策基本

法第 63 条に基づいて警戒区域の設定を行う。警戒区域を設定した際には、関係

機関へ報告する。 

  また、30cm 以上の降灰で降雨があった場合は、木造家屋が全壊するおそれが

あることや、10cm 以上で土石流が発生するおそれがあることに留意し、必要に

応じて避難生活施設を開設して避難準備情報・避難勧告・避難指示を発令する。 

 

４～７ 略 

  


